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旧
債
務
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と
新
債
務
法
一
旧
債
務
法
の
成
立
と
そ
の
改
正
Ⅲ
旧
債
務
法
の
編
纂
②
民
法
典
と
新
債
務
法
の
成
立
二
委
任
と
事
務
管
理
仙
旧
憤
務
法
の
規
定
②
新
債
務
法
の
規
定
三
事
務
管
理
に
お
け
る
本
人
の
因
果
責
任
Ⅲ
債
務
法
四
二
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条
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項
の
適
用
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件
と
賠
償
の
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囲
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の
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開
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事
務
管
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者
の
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請
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権
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
寅
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
ｌ
雲
母
事
務
薑
お
よ
び
労
働
契
約
を
中
心
と
し
て
Ｉ
第
二
章
債
務
法
四
二
二
条
一
項
の
類
推
適
用
と
理
論
的
基
礎
の
変
遷
一
委
任
関
係
へ
の
類
推
適
用
Ⅲ
無
償
委
任
に
お
け
る
行
為
の
利
他
性
と
立
法
者
の
過
誤
②
学
説
上
の
理
論
的
根
拠
と
有
償
委
任
③
有
償
委
任
に
お
け
る
委
任
者
の
責
任
の
厳
格
化
Ⅶ
受
任
者
の
不
完
全
履
行
と
委
任
者
の
賠
償
責
任
二
好
意
関
係
へ
の
類
推
適
用
川
判
例
に
よ
る
リ
ス
ク
責
任
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の
採
用
と
同
条
の
類
推
適
用
②
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よ
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評
価
第
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配
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務
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労
働
者
が
労
務
を
給
付
す
る
に
際
し
て
は
、
労
働
者
の
生
命
や
身
体
の
侵
害
な
ど
労
働
者
自
身
が
損
害
を
被
る
場
合
（
労
働
者
被
害
の
類
型
）
だ
け
で
な
く
、
労
働
者
が
使
用
者
や
第
三
者
に
対
し
て
損
害
を
与
え
る
場
合
（
労
働
者
加
害
の
類
型
）
も
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
労
働
過
程
で
生
じ
た
損
害
は
労
働
者
と
使
用
者
の
内
部
関
係
に
お
い
て
ど
の
よ
う
に
処
理
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。
こ
れ
が
営
業
内部の損害補償（一目の同ヶの日の目＆のＨｍ８且８ｍｇの、｜の一。ゴ）として論じられてきた問題である。この点について、最
高
裁
昭
和
五
一
年
七
月
八
日
判
決
（
民
集
三
○
巻
七
号
六
八
九
頁
）
は
、
「
使
用
者
が
、
そ
の
事
業
の
執
行
に
つ
き
な
さ
れ
た
被
用
者
の
加
害
行
為
に
よ
り
、
直
接
損
害
を
被
り
ま
た
は
使
用
者
と
し
て
の
損
害
賠
償
責
任
を
負
担
し
た
こ
と
に
基
づ
き
損
害
を
被
っ
た
場
合
に
は
、
使
用
者
は
、
そ
の
事
業
の
性
格
、
規
模
、
施
設
の
状
況
、
被
用
者
の
業
務
の
内
容
、
労
働
条
件
、
勤
務
態
度
、
加
害
行
為
の
態
様
、
加
害
行
為
の
予
防
若
し
く
は
損
失
の
分
散
に
つ
い
て
使
用
者
の
配
慮
の
程
度
そ
の
他
諸
般
の
事
情
に
照
ら
し
、
損
害
の
公
平
な
分
担
と
い
う
貝
法
学
志
林
第
一
○
七
巻
第
四
号
②使用者の賠償賢任と社会保険法
二
労
働
者
加
害
の
類
型
Ⅲ
労
働
者
の
賠
倣
資
任
と
憤
務
法
上
の
一
般
原
則
②
使
用
者
貿
任
の
法
的
性
質
③
労
働
者
の
賠
俄
責
任
の
軽
減
一
一
一
価
務
法
三
二
一
ｅ
条
二
項
の
沿
革
と
同
条
の
類
推
適
用
に
よ
る
銃
は
じ
め
に
一一
一的処理
川
歴
史
的
な
沿
革
②
職
業
リ
ス
ク
と
危
険
労
働
理
論
③価務法一一一二一ｅ条二項の類推適用による統一的処理
む
す
び
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そ
こ
で
、
労
働
者
加
害
の
類
型
お
よ
び
労
働
者
被
害
の
類
型
に
共
通
し
て
、
労
働
過
程
で
生
じ
た
損
失
の
負
担
を
求
め
る
請
求
権
を
労
働
者
に
認
め
、
こ
れ
を
基
礎
と
し
て
両
者
の
「
損
害
の
公
平
な
分
担
」
を
実
現
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
て
よ
い
。
こ
の
よ
う
な
労
働
者
の
請
求
権
は
法
理
論
的
に
は
「
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
の
リ
ス
ク
賀
任
」
、
形
式
的
に
は
六
五
○
条
三
項
の
類
推
適
用
に
根
拠
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
つ
ま
り
、
同
条
に
よ
る
委
任
者
の
無
過
失
賠
倣
賀
任
は
「
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
の
リ
ス
ク
貿
任
」
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
責
任
法
理
が
妥
当
す
る
法
領
域
で
は
、
同
条
の
類
推
適
用
を
肯
定
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
で
は
、
労
働
者
加
害
の
類
型
に
関
し
て
は
い
わ
ゆ
る
危
険
労
働
法
理
が
判
例
法
上
確
立
さ
れ
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
労
働
者
の
賠
償
資
任
の
制
限
が
行
わ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
労
働
者
被
害
の
類
型
で
は
、
原
則
的
に
は
労
働
者
の
人
的
損
害
は
保
険
に
よ
っ
て
カ
バ
ー
さ
れ
、
使
用
者
は
労
働
者
に
対
す
る
賠
償
義
務
を
免
れ
る
が
、
そ
う
で
な
い
物
的
損
害
に
関
し
て
は
、
判
例
は
委
任
者
の
費
用
賠
償
義
務
を
スイス価務法におけるリスク責任について（宮本）
一一一
地
か
ら
信
義
則
上
相
当
と
認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
被
用
者
に
対
し
右
損
害
の
賠
償
ま
た
は
求
償
の
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
判
示
し
た
。
こ
れ
は
労
働
者
加
害
の
類
型
に
お
い
て
労
働
者
の
資
任
を
軽
減
し
、
こ
の
限
度
で
労
働
過
程
で
生
じ
た
損
失
を
使
用
者
に
負
担
さ
せ
る
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
と
異
な
り
、
労
働
者
被
害
の
類
型
に
お
い
て
は
、
判
例
は
過
失
責
任
の
原
則
を
貫
徹
し
、
使
用
者
は
過
失
が
な
い
限
り
、
労
働
者
の
損
害
を
賠
償
す
る
必
要
は
な
い
と
す
る
。
通
説
も
こ
れ
を
支
持
す
る
。
こ
の
よ
う
に
判
例
・
通
説
に
よ
れ
ば
、
労
働
者
被
害
の
類
型
と
労
働
者
加
害
の
類
型
は
全
く
異
な
っ
て
取
扱
わ
れ
る
。
し
か
し
、
労
働
者
加
害
の
類
型
だ
け
で
な
く
、
労
働
者
被
害
の
類
型
に
つ
い
て
も
、
使
用
者
と
労
働
者
間
の
「
損
害
の
公
平
な
分
担
」
と
い
う
同
じ
見
地
か
ら
賠
償
責
任
の
問
題
は
処
理
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
は
、
労
働
者
被
害
の
類
型
で
は
、
部
分
的
に
せ
よ
使
用
者
の
無
過
失
損
害
賠
償
責
任
を
認
め
る
こ
と
に
他
な
ら
な
い
が
、
こ
の
よ
う
な
使
用
者
の
無
過
失
責
任
を
信
義
則
で
基
礎
づ
け
る
こ
と
は
難
し
い
よ
う
に
恩
われる。
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法
学
志
林
第
一
○
七
巻
第
四
号
四
定める六七○条を類推適用して使用者の無過失賠倣貿任を肯定する。このようにドイツでは法的構成は異なるが、い
ず
れ
の
類
型
で
も
労
働
過
程
で
生
じ
た
損
害
は
使
用
者
に
帰
せ
ら
れ
る
。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
で
も
結
論
的
に
は
同
様
で
あ
る
。
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
’
○
一
四
条
は
委
任
者
の
無
過
失
損
害
賠
償
責
任
を
定
め
る
が
、
最
高
裁
は
こ
の
規
定
を
労
働
者
の
物
的
損
害
に
類
推
適
用
し
た
。
ま
た
、
労働者加害の類型では、被用者賠償資任法（口のご切目８日閂冨津昌一。耳、の、の目）が労働者の不法行為資任を使用者と
の
内
部
関
係
に
お
い
て
制
限
し
て
い
る
。
し
か
し
、
最
高
裁
は
こ
れ
と
は
別
に
Ａ
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
○
’
四
条
の
類
推
適
用
に
よ
る
労
働
者
の
貴
任
制
限
を
認
め
た
。
右
の
私
見
は
ド
イ
ツ
に
お
け
る
安
全
配
慮
義
務
と
保
護
義
務
を
検
討
す
る
中
で
着
想
を
得
た
の
で
あ
る
が
、
結
果
的
（１） 
に
オ
ー
ス
ト
リ
ア
の
最
高
裁
の
立
場
と
軌
を
一
に
す
る
。
（２） 
近
時
、
我
が
国
で
は
、
委
任
者
の
無
過
失
賠
償
責
任
に
関
し
て
、
歴
史
的
・
比
較
法
的
見
地
か
壱
ｂ
す
る
詳
細
な
研
究
が
公
に
さ
れ
た
。
こ
の
中
で
、
ド
イ
ツ
・
オ
ー
ス
ト
リ
ア
に
お
け
る
の
と
は
異
な
っ
て
、
フ
ラ
ン
ス
・
ス
イ
ス
で
は
、
判
例
は
委
任
規
定
の
雇
用
へ
の
類
推
適
用
に
否
定
的
で
あ
る
が
、
そ
れ
は
何
故
な
の
か
、
「
相
手
方
の
た
め
に
引
受
け
た
好
意
は
何
人
に
と
っ
て
も
損
害
と
は
な
ら
な
い
」
と
、
、
、
、
、
、
、
、
い
う
委
任
者
の
無
過
失
賠
償
寅
任
の
理
由
は
ひ
と
し
く
無
償
を
原
則
と
し
た
委
任
お
よ
び
寄
託
に
の
み
妥
当
す
る
な
ど
の
指
摘
が
な
さ
れ
（３） 
た
。
こ
れ
は
も
ち
ろ
ん
委
任
の
規
定
を
麗
用
・
労
働
関
係
に
類
推
適
用
し
よ
う
と
す
る
「
現
代
的
傾
向
」
に
向
け
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
右
の
問
題
提
起
を
受
け
て
、
ス
イ
ス
法
に
関
し
て
、
と
り
わ
け
リ
ス
ク
資
任
を
中
心
に
検
討
す
る
こ
と
に
し
た
い
。
そ
の
際
、
ス
イ
ス
法
の
特
殊
性
か
ら
、
労
働
契
約
だ
け
で
な
く
委
任
契
約
・
事
務
管
理
も
考
察
対
象
に
含
め
る
こ
と
に
す
る
。
ま
た
、
事
務
処
理
者
（
労
働
者
・
受
任
者
・
事
務
管
理
者
）
の
過
失
や
報
酬
と
の
関
連
に
も
留
意
し
た
い
。
論
述
の
順
序
と
し
て
は
、
ま
ず
第
一
に
、
償
務
法
の
歴
史
的
な
展
開
を
概
観
し
た
上
で
、
事
務
管
理
に
お
け
る
本
人
の
資
任
に
つ
い
て
考察する（第一章）。その上で、判例によるこの規定の拡張適用およびこれに関する学説を検討し（第二章）、最後に、
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創設後間もなく、
（４） 
検
討
さ
れ
た
。
こ
－
草案を提出した。
一
八
六
六
年
に
ド
イ
ツ
で
債
務
法
に
関
す
る
ド
レ
ス
デ
ン
草
案
が
公
表
さ
れ
た
が
、
主
と
し
て
こ
れ
の
影
響
を
受
け
て
、
’
八
六
八
年
、
（５） 
各州は商法の統一だけではなくて、債務法全体を統一する一」とに賛成する意向を表明した。
ム
ン
ッ
ィ
ン
ガ
ー
は
一
八
七
一
年
に
新
た
に
債
務
法
の
草
案
を
提
出
し
た
。
こ
れ
は
ド
レ
ス
デ
ン
草
案
の
影
響
を
強
く
受
け
た
も
の
で
あ
っ
た
。
一
八
七
三
年
、
ム
ン
ッ
ィ
ン
ガ
ー
が
逝
去
。
こ
れ
以
降
、
立
法
の
準
備
作
業
は
チ
ュ
ー
リ
ッ
ヒ
大
学
の
フ
ィ
ッ
ク
（
国
鳥
）
に
引
き
継
が
れ
た
。
ま
た
、
’
八
七
四
年
に
連
邦
憲
法
の
全
面
的
な
改
正
が
行
わ
れ
、
そ
の
際
、
す
で
に
行
わ
れ
て
い
る
債
務
法
の
準
備
（６） 
作
業
に
合
わ
せ
て
、
商
法
や
手
形
法
を
含
む
債
務
法
に
関
す
る
立
法
権
限
が
連
邦
に
委
譲
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
さ
ら
に
数
年
の
検
討
作
業
を
経
て
編
纂
さ
れ
た
「
債
務
法
に
関
す
る
連
邦
法
」
（
旧
債
務
法
）
が
一
八
八
一
年
六
月
一
四
日
に
可
決
成
立
し
、
一
八
八
三
年
一
月
一
ス
イ
ス
俄
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
資
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
五
労働契約における賠償責任についてみることにする（第三章）。
Ⅲ
旧
債
務
法
の
編
纂
一
八
四
八
年
に
ス
イ
ス
連
邦
憲
法
が
制
定
さ
れ
、
こ
れ
に
よ
っ
て
近
代
国
家
ス
イ
ス
の
基
礎
が
築
か
れ
た
。
し
か
し
、
こ
の
憲
法
は
訴
訟
法
や
刑
法
と
同
じ
よ
う
に
、
私
法
の
領
域
に
関
し
て
も
連
邦
の
立
法
権
限
を
認
め
な
か
っ
た
が
、
連
邦
国
家
の
創
設
後
間
も
な
く
、
法
の
分
散
は
維
持
で
き
な
い
も
の
と
感
じ
ら
れ
、
ま
ず
最
初
に
各
州
間
の
協
定
に
基
づ
く
共
通
の
商
法
典
の
導
入
が
（４） 
検討された。この作業はベルン大学のムンッィンガー（言自国ロ、の『）に委託されたが、彼は一八六一一一年に商法典の
第
一
章
旧
債
務
法
と
新
債
務
法
旧
債
務
法
の
成
立
と
そ
の
改
正
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②
民
法
典
と
新
俄
務
法
の
成
立
一
八
八
八
年
、
ド
イ
ツ
で
は
民
法
典
の
草
案
が
公
表
さ
れ
た
が
、
こ
れ
に
刺
激
さ
れ
て
、
ス
イ
ス
で
も
統
一
的
な
民
法
典
の
作
成
が
議
論
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
の
際
、
債
務
法
を
民
法
典
（
Ｚ
Ｇ
Ｂ
）
の
中
へ
組
み
入
れ
る
か
、
あ
る
い
は
特
別
法
と
し
て
存
続
さ
せ
る
べ
き
か
が
問
題
と
さ
れ
、
チ
ュ
ー
リ
ッ
ヒ
や
ジ
ュ
ネ
ー
ブ
な
ど
の
州
お
よ
び
連
邦
裁
判
所
は
前
者
の
方
（８） 
法に賛成した。また、連邦政府（国目」の、『ｇ）は一八九六年一一月二八日の連邦議会（因目」の⑩くのＨ②四日目］百ｍ）への
（９） 
教書（ロ・厨・ロ呉←）において、スイスにおける民法典の統一化の必要性を強調した。そして、一八九八年六月三○日
（Ⅵ） 
に
連
邦
憲
法
が
改
正
さ
れ
、
債
務
法
だ
け
で
な
く
民
法
の
そ
の
他
の
領
域
に
関
し
て
も
立
法
権
限
が
連
邦
に
認
め
ら
れ
た
。
民法典については、一九○○年に司法省草案（□のでロュの曰のロ国］の貝尋貝崗）、’九○四年に法律草案がそれぞれ公表
（、）
（肥）
され、一九○七年一二月一○日に民法典が成立した。司法省は民法草案の準備作業の終了後、債務法の民法への適ムロ
（川）
化の問題に取り組み、連邦政府の債務法改正草案が一九○五年一一一月一一一日に公表された。
し
か
し
、
民
法
典
の
審
議
が
優
先
さ
れ
、
債
務
法
の
改
正
に
つ
い
て
は
、
民
法
典
と
同
時
に
施
行
で
き
る
よ
う
に
、
専
門
家
委
員
会
（【・ョ旦切の一・コご・ロ房己Ｃ１のロ）の作業を進めることとされた。一九○九年六月一日に委員会草案が提出され、連邦議
会
に
お
け
る
審
議
が
同
年
九
月
か
ら
翌
年
の
二
月
ま
で
行
わ
れ
た
。
し
か
し
、
民
法
典
と
同
時
に
施
行
す
る
た
め
に
、
こ
の
審
議
の
途
（川）
中の一九一○年の夏に編纂委員会（因の：【一一・口の丙○日目、、一・コ）が招集された。そして、一九一一年一一一月一一一○日に新債
（胴）
務
法
が
「
ス
イ
ス
民
法
典
の
補
充
に
関
す
る
連
邦
法
（
第
五
編
債
務
法
）
」
と
し
て
成
立
し
た
。
こ
れ
の
施
行
日
は
民
法
典
と
共
に
一
九一二年一月一日である。民法典の制定および債務法の改正に関しては、ベルン大学のオィゲン・フーバー（国巨、のロ
四目の『）が主導的な役割を果たした。
法
学
志
林（７） 
日か三ｂ施行された。
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、して、こ（
任を負う」
川
旧
債
務
法
の
規
定
旧
債
務
法
に
お
い
て
は
、
ま
ず
第
一
に
、
委
任
者
の
資
任
は
次
の
よ
う
に
規
定
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
「
委
任
者は委任の実行中になした受任者の金銭の支出（シロ⑩｝吊の）や物の消費（ぐの司三の且目、）につき利息を付して賠償し、
受
任
者
の
引
き
受
け
た
債
務
か
ら
免
責
す
べ
き
義
務
を
負
う
」
（
四
○
○
条
一
項
）
。
ま
た
、
「
委
任
者
は
、
委
任
か
ら
生
じ
た
損
害
に
関
し
て
、
こ
の
損
害
が
委
任
者
側
の
す
べ
て
の
過
失
な
く
し
て
生
じ
た
こ
と
を
証
明
で
き
な
い
限
り
で
、
こ
れ
を
受
任
者
に
賠
償
す
べ
き
資
民
法
典
は
導
入
編
と
四
つ
の
編
（
第
一
編
人
法
、
第
二
編
家
族
法
、
第
三
編
相
続
法
、
第
四
編
物
権
法
）
か
ら
な
る
が
、
憤
務
法
は
単
独
の
法
律
で
は
あ
る
も
の
の
、
民
法
典
の
第
五
編
を
栂
成
す
る
も
の
で
あ
る
。
債
務
法
の
改
正
は
特
に
時
代
的
な
理
由
か
ら
旧
債
務
法
の
第
一
章
な
い
し
第
二
三
章
に
対
象
が
限
定
さ
れ
た
。
改
正
さ
れ
な
い
第
二
四
（脳）
章から第一一一一一一章（五五一一条ないし八八○条）は従来の条文数のままで新債務法に付け加えられた。
この新債務法は現在でも基本的に維持されている。もちろん、一九三六年に初めての部分改正が第三章から第五章
（
会
社
法
、
商
業
登
記
簿
、
有
価
証
券
法
）
に
関
し
て
行
わ
れ
、
そ
の
後
に
お
い
て
も
保
証
、
不
当
競
争
、
消
費
者
保
護
な
ど
と
関
連
し
（、）
て
幾
つ
か
の
改
正
が
な
さ
れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
、
一
九
七
一
年
に
は
、
雇
用
契
約
法
が
全
面
的
に
改
正
さ
れ
て
、
表
題
も
雇
用
契
約
（ウーの■の亘の『可畠）から労働契約（シ『国一切ぐの二『、、）に変更されたが、これは本稿との関連では特に重要な意味を有
する。しかし、委任と事務管理に関しては、これまでのところ当事者の基本的な権利関係の変更は行われていない。
こ
の
領
域
で
は
、
新
債
務
法
と
旧
債
務
法
の
差
異
に
着
目
す
る
こ
と
が
有
益
だ
と
思
わ
れ
る
。
二
委
任
と
事
務
管
理
（同条二項）。
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
七
Hosei University Repository
こ
こ
で
注
目
す
べ
き
は
四
○
○
条
二
項
の
規
定
で
あ
る
。
こ
れ
は
過
失
に
つ
い
て
の
挙
証
責
任
の
転
換
を
規
定
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
こ
れ
は
委
任
者
の
損
害
賠
償
義
務
が
過
失
責
任
に
服
す
る
こ
と
を
当
然
の
前
提
と
す
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
ス
イ
ス
の
立
法
者
は
、
普
通
（別）
法
上
争
わ
れ
て
い
た
委
任
者
の
無
過
失
損
害
賠
償
責
任
を
否
定
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
次
に
、
事
務
管
理
に
つ
い
て
み
る
と
、
「
事
務
処
理
の
引
受
が
本
人
の
利
益
に
よ
っ
て
必
要
と
さ
れ
て
い
た
場
合
に
は
、
本
人
は
、
必
要
ま
た
は
有
益
で
、
か
つ
、
こ
の
関
係
に
適
切
で
あ
っ
た
す
べ
て
の
費
用
を
こ
れ
に
利
息
を
付
し
て
事
務
管
理
者
に
賠
償
し
、
同
じ
範
囲
で引き受けられた債務から免資すべき義務を負う」（四七二条一項）。また、「正当な注意をもって行為した事務管理
者は、意図した結果が生じない場合でも、この請求権を有する」（同条二項）。「費用が事務管理者に賠償されない場
合は、事務管理者は七四条二項の意味での除去権（■の呂己の『ミの、ロ：日の）を有する」（同条三項）。
こ
の
よ
う
に
事
務
管
理
で
は
、
費
用
に
関
し
て
委
任
と
同
様
の
義
務
を
本
人
に
課
し
て
い
る
が
、
損
害
賠
償
義
務
に
つ
い
て
は
何
ら
規
（旧）
（別）
条に由来する。
一
項
に
つ
い
て
は
、
ム
ン
ッ
ィ
ン
ガ
ー
の
草
案
四
八
○
条
に
お
い
て
定
め
ら
れ
て
い
た
が
、
こ
れ
は
基
本
的
に
チ
ュ
ー
リ
ッ
ヒ
私
法
典
（っ１ぐｇ『の８二〕＆自○の、の日日８）一一七七条の規定を継受しつつ、利息を付すべき点はドレスデン草案七○一一一条に
依
拠
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
二
項
に
相
当
す
る
規
定
は
ム
ン
ッ
ィ
ン
ガ
ー
の
草
案
で
は
存
在
し
な
か
っ
た
。
こ
れ
は
一
八
七九年七月のスイス法務・警察省草案（固昌冨巨『己の、のごｍｇｑｍｍ・］ごｍ爵‐目９勺・｝旨の一‐□のｇ『一ョの。（８国で□）四○七
（旧）
（別）
なる。
法
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志
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これらの委任者の義務は、委任の有償・無償を問わず、受任者が委任者のためにする行為によって財産的損失を被
（旧）
る
べ
き
で
は
な
い
と
い
う
思
想
に
基
づ
く
。
委
任
者
が
こ
の
よ
う
な
義
務
を
負
う
点
で
、
無
償
委
任
は
単
な
る
贈
与
類
似
の
債
務
と
は
異
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し
か
し
、
委
任
者
の
損
害
賠
償
義
務
を
過
失
資
任
の
原
則
に
服
さ
せ
る
点
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
新
法
制
定
前
の
段
階
に
お
い
て
有
力
な反対意見が表明されていた。バーゼル大学のプルックハルト（国巨『・冨口『号）の見解がそうである。彼は一九○一一一
年
九
月
二
一
日
に
ロ
ー
ザ
ン
ヌ
で
開
催
さ
れ
た
ス
イ
ス
法
曹
協
会
の
年
次
総
会
で
「
損
害
賠
償
法
に
関
す
る
ス
イ
ス
債
務
法
の
改
正
」
と
（塊）
題
す
る
講
演
を
行
い
、
次
の
よ
う
に
主
張
し
た
。
ま
ず
初
め
に
、
問
題
を
検
討
す
る
基
本
的
な
ス
タ
ン
ス
と
し
て
、
損
害
賠
償
請
求
権
の
要
件
を
統
一
的
に
把
握
す
る
こ
と
は
生
活
の
多
様性に鑑みると困難であり、その必要もない。過失資任や因果責任（【目の巴冨津目、）という単に一つの要件によ
る
の
で
は
な
く
て
、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
ど
の
責
任
要
件
が
妥
当
し
、
あ
る
い
は
融
合
的
に
形
成
さ
れ
た
要
件
に
よ
り
行
わ
れ
る
べ
き
か
が
問
題
と
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
す
る
。
こ
の
よ
う
な
視
点
か
ら
契
約
の
領
域
を
み
る
と
、
そ
こ
で
は
、
過
失
責
任
の
原
則
が
支
配
し
て
お
り
、
不
法
行
為
の
領
域
に
お
け
る
よ
りも安定した地位を享受している。結果責任（厚｛。］囚切冨｛一百ｍ）を一般的に認めるべきだという主張はここでは存
ス
イ
ス
個
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
九
②
新
債
務
法
の
規
定
③
委
任
に
関
し
て
は
、
新
債
務
法
は
旧
債
務
法
の
規
定
を
原
則
的
に
そ
の
ま
ま
承
継
し
た
。
費
用
賠
償
や
免
責
義務に関する旧債務法四○○条一項は、「委任を実行して（ごシロ、｛ｇ『目、」ののシこ｛ゴロ、のの）‐｜という表現を「委任を
正当に実行して（旨己Ｃ亘甸、閂缶巨、冨彦『目、』の、シ具口四ｍの⑩）」に置き換えた点を除いて、そのままの形で四○二条一
項
に
引
き
継
が
れ
た
。
ま
た
、
委
任
者
の
損
害
賠
償
義
務
に
関
す
る
旧
償
務
法
四
○
○
条
二
項
は
何
ら
変
更
さ
れ
る
こ
と
な
く
四
○
二
条
定
さ
れ
て
い
な
い
点
が
注
目
さ
れ
る
。
二項となった。
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在しない。しかし、ある一定の領域においては、このような結果責任（因果賢任）が問題となりうる。
た
と
え
ば
、
委
任
の
領
域
で
は
、
受
任
者
の
被
っ
た
損
害
に
つ
い
て
、
比
較
的
古
い
普
通
法
上
の
理
論
は
ア
フ
リ
カ
ヌ
ス
の
過
失
の
伸
張（。■一忌め←『９百．囚）を放棄して偶然損害の賠償を肯定した。しかし、一九世紀に歴史法学派の下で過失原則が支
配
的
と
な
っ
た
が
、
こ
れ
は
パ
ウ
ル
ス
が
望
ん
だ
以
上
に
そ
う
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
イ
ェ
ー
リ
ン
グ
が
初
め
て
反
撃
を
開
始
し
、
モムゼンやウンガー、アイゼレ（国吊｝の）なども過失原則に反対した。
各
国
の
立
法
を
み
る
と
、
制
定
さ
れ
た
時
代
的
特
徴
を
反
映
し
て
い
る
。
フ
ラ
ン
ス
民
法
二
○
○
○
条
は
受
任
者
の
被
っ
た
損
害
す
べ
て
に
関
し
て
因
果
賀
任
を
肯
定
す
る
が
、
こ
れ
は
注
釈
（
臼
の
ｇ
ｏ
⑪
、
の
）
を
基
礎
と
す
る
。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
民
法
典
一
○
’
四
条
・
’
○
一
五
条
は
ア
フ
リ
カ
ヌ
ス
の
見
解
を
基
礎
と
し
て
、
委
任
の
履
行
に
よ
っ
て
生
じ
た
一
般
的
に
賠
償
さ
れ
る
べ
き
損
害
と
、
単
に
委
任
の
機
会
に
生
じ
、
委
任
者
の
過
失
の
場
合
に
の
み
賠
償
さ
れ
る
べ
き
損
害
を
区
別
し
て
い
る
。
ス
イ
ス
（
旧
）
債
務
法
は
過
失
の
単
独
支
配
の
最
終
段
階
で
成
立
し
た
が
、
こ
れ
は
委
任
者
が
自
己
に
過
失
が
な
い
こ
と
を
証
明
で
き
な
い
場
合
に
の
み
賠
値
賢
任
を
肯
定
し
た
（
挙
証
寅任の転換を伴った過失賢任）（四○○条）。これはパウルスの見解を基礎としたものである。
こ
こ
で
は
費
用
と
損
害
の
区
別
が
困
難
で
あ
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。
過
失
責
任
の
反
対
者
は
こ
れ
に
乗
じ
て
、
費
用
概
念
の
拡
張
を
試みる。ドイツでも、一部の見解はこれを主張するが、しかし、他の多くの著者はこれに反対しており、そこでは、
賠
佃
さ
れ
る
べ
き
損
害
に
関
す
る
古
い
議
論
は
未
解
決
の
ま
ま
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
ス
イ
ス
で
は
、
こ
れ
の
解
決
は
本
来
的
に
は
反
対
の
意
味
で
試
み
ら
れ
て
き
た
。
因
果
責
任
を
認
め
る
場
合
に
は
ど
う
し
て
も
責
任
の
限
界
づ
け
が
必
要
で
あ
る
が
、
こ
の
限
界
づ
け
の
困
難
性
が
正
当
な
請
求
権
を
顧
慮
し
な
い
ま
ま
で
あ
る
今
日
の
シ
ス
テ
ム
を
修
正
す
る
こ
と
に
対
す
る
不
愛
想
さ
を
惹
起
し
た
の
か
も
知れない。というのは、修正に賛成する比較的新しい学説は無制限的な偶然損害の賠償は認められないという消極的
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プ
ル
ッ
ク
ハ
ル
ト
は
こ
の
よ
う
に
主
張
し
て
、
委
任
者
の
因
果
貴
任
を
四
○
○
条
の
中
に
追
加
す
る
こ
と
を
提
案
し
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
裁
判
官
は
衡
平
に
基
づ
い
て
事
実
状
態
を
評
価
す
る
こ
と
も
で
き
る
し
、
無
償
委
任
・
有
償
委
任
と
い
う
重
大
で
な
く
は
な
い
事
情
も
考
慮
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
る
と
い
う
。
ブ
ル
ッ
ク
ハ
ル
ト
の
こ
の
提
案
は
改
正
法
に
は
取
り
入
れ
ら
れ
な
か
っ
た
が
、
し
か
し
、
後
に
見
る
よ
う
に
、
彼
の
見
解
は
多
く
の
判
例
に
お
い
て
引
用
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
後
の
判
例
法
理
の
展
開
に
大
き
な
影
響
を
与
え
た
。
と
り
わ
け
、
リ
ス
ク
に
着
目
し
て
責
任
の
範
囲
を
限
定
し
た
点
は
高
く
評
価
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
⑪
次
に
、
事
務
管
理
に
つ
い
て
み
る
と
、
旧
債
務
法
四
七
二
条
は
新
債
務
法
で
は
四
二
二
条
と
な
っ
た
が
、
費
用
賠
償
義
務
と
免
責
義
務
に
つ
い
て
は
改
正
さ
れ
ず
に
、
そ
の
ま
ま
新
債
務
法
に
承
継
さ
れ
た
。
し
か
し
、
委
任
法
と
は
異
な
っ
て
、
事
務
管
理
者
の
被
っ
た
損
スイス悩務法におけるリスク賀任について（宮本）
一一
な
点
で
は
一
致
す
る
も
の
の
、
そ
の
積
極
的
な
限
界
づ
け
に
関
し
て
は
見
解
が
分
か
れ
て
い
た
か
ら
で
あ
る
。
イ
ェ
ー
リ
ン
グ
や
ウ
ン
ガ
ーのように、「の〆の目⑩Ｐ曰四己昌（委任の原因から）」と「の〆ＣＲＰ巴○コのョ自二自（委任に際して）」の区別によるべ
き
か
、
そ
れ
と
も
、
モ
ム
ゼ
ン
の
よ
う
に
、
損
害
の
原
因
が
委
任
の
一
定
の
内
容
の
中
に
あ
る
か
否
か
に
よ
る
べ
き
か
、
あ
る
い
は
、
ア
イ
ゼ
レ
の
よ
う
に
、
実
行
の
方
法
が
通
常
で
あ
っ
た
事
例
を
排
除
す
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
プ
リ
ュ
ッ
ク
マ
ン
（
、
己
。
【
曰
四
目
）
の
見
解
に
依
拠
し
て
、
委
任
の
実
行
の
目
的
の
た
め
に
、
非
難
の
余
地
な
し
に
、
こ
れ
に
役
立
つ
も
の
と
考
え
ら
れ
る
、
損
害
の
発
生
を
促
進
す
る
よ
う
な
増
大
し
た
危
険
を
伴
う
行
為
が
受
任
者
に
よ
っ
て
行
われた限りでのみ、この陪倣を裁判官の裁鐙により彼に認めるべきである。すなわち、通常のリスク（、の急ｇ三ｓの
四
ｍ
房
自
）
は
受
任
者
に
生
ず
る
が
、
こ
れ
に
対
し
て
、
こ
れ
の
引
受
が
所
与
の
事
実
状
態
の
と
こ
ろ
で
は
注
意
深
い
受
任
者
に
よ
っ
て
委任の成功のために必要と考えられたであろう場合には、増大したリスク（の岳。寡の囚⑩諄のご）は委任者に課すこと
ができる。
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害に関しては、極めて注目すべき改正がなされた。すなわち、四二二条一項の中に「（本人は）他の損害に関しても
事
務
管
理
者
に
裁
判
官
の
裁
量
に
よ
り
こ
れ
を
賠
償
す
べ
き
義
務
を
負
う
」
と
い
う
文
言
が
新
た
に
加
え
ら
れ
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
本
人
の
過
失
に
依
存
し
な
い
損
害
賠
償
責
任
が
明
文
化
さ
れ
る
に
至
っ
た
の
で
あ
る
。
（鋼）
こ
の
よ
う
な
本
人
の
厳
格
な
責
任
は
、
す
で
に
旧
債
務
法
の
時
代
に
い
く
つ
か
の
判
例
に
よ
っ
て
肯
定
さ
れ
て
い
た
よ
う
で
あ
る
。
ま
た
、
プ
ル
ッ
ク
ハ
ル
ト
は
す
で
に
紹
介
し
た
一
九
○
三
年
の
講
演
の
中
で
、
委
任
者
と
同
様
の
因
果
責
任
を
本
人
に
課
す
べ
き
こ
と
を
提
（路）
案
し
た
。
事
務
管
理
を
委
任
よ
り
も
不
利
に
取
り
扱
う
べ
き
理
‐
田
は
存
在
し
な
い
し
、
「
自
己
の
利
益
の
た
め
に
で
は
な
く
、
利
他
的
に
（
四
冒
已
、
爵
＆
）
引
き
受
け
た
義
務
の
履
行
は
そ
の
者
の
損
に
は
な
ら
な
い
」
と
い
う
の
が
衡
平
に
合
致
す
る
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
、
事
務
管
理
者
に
つ
い
て
は
、
事
務
管
理
が
本
人
の
意
思
に
反
す
る
場
合
に
は
、
客
観
的
な
賠
償
責
任
が
彼
に
課
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
指
摘
す
る（旧債務法四七○条二項、現債務法四一一○条三項）。
一
九
○
四
年
の
オ
イ
ゲ
ン
・
フ
ー
パ
ー
の
草
案
で
も
、
こ
の
よ
う
な
本
人
の
賠
償
責
任
の
規
定
が
含
ま
れ
て
い
た
。
一
九
○
五
年
、
連
，
（
恥
）
邦
政
府
は
「
事
務
管
理
に
関
す
る
章
も
実
体
的
に
は
変
更
さ
れ
な
い
ま
ま
で
あ
る
」
と
い
う
コ
メ
ン
ト
を
伴
っ
て
こ
れ
を
承
認
し
た
。
そ
（幻）
し
て
、
一
九
○
八
年
一
○
月
一
九
日
の
専
門
家
委
員
会
で
は
、
担
当
官
は
「
確
か
に
並
曰
通
法
の
理
論
と
矛
盾
す
る
が
、
し
か
し
、
衡
平
に
（蛆）
合
致
す
る
よ
う
な
、
事
務
管
理
者
の
請
求
権
の
拡
張
を
導
入
す
る
」
つ
も
り
で
あ
る
と
し
、
審
議
の
中
で
は
、
こ
の
よ
う
な
偶
然
的
に
成
（卿）
立
し
た
損
害
に
関
す
る
本
人
の
責
任
は
自
然
の
法
感
情
に
適
合
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
た
。
一
九
○
九
年
の
国
民
議
会
（
ｚ
自
・
ロ
四
」
‐
（釦）
局四｛）の審議でも、報告者はこの規制内容の正当性を主張した。
このような過程を経て本人の因果責任（【目印巴宮津目、）の規定が導入されたのである。ブルックハルトの提案
が
こ
れ
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
た
の
か
は
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
い
ず
れ
に
せ
よ
委
任
と
事
務
管
理
を
こ
の
点
で
は
同
一
に
扱
う
べ
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⑪
債
務
法
四
二
二
条
一
項
の
適
用
要
件
と
賠
償
の
範
囲
⑥
適
用
要
件
㈹
四
二
二
条
一
項
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
の
要
件
と
し
て
は
、
真
正
で
か
つ
正
当
な
事
務
管
理
で
あ
る
こ
と
が
あ
げ
（狐）
られる（四二二条一項、四一一一一一条）。この賠償請求権は結果の発生とは無関係に認められ（結果非依存性）、事務管理
に
よ
っ
て
意
図
さ
れ
た
結
果
が
生
じ
な
か
っ
た
場
合
に
も
肯
定
さ
れ
る
（
四
二
二
条
二
項
）
。
ま
た
、
本
人
の
過
失
の
存
在
も
必
要
で
は
な
い
。
こ
の
点
は
法
文
上
明
ら
か
で
あ
っ
て
、
学
説
上
も
争
い
は
存
在
し
な
い
。
判
例
・
学
説
に
よ
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
本
人
の
損
害
陪
（塊）
償義務は因果賀任（【ロロの色一冒洋目、）として把握される。
真正な事務管理（の・亘の。の、。颪津めず司昌ｍ・冒の少＆弓四ｍ）とは、事務管理者が委託なくして他人の事務を本人の
た
め
に
処
理
す
る
場
合
を
意
味
す
る
。
他
人
の
事
務
の
処
理
と
い
う
客
観
的
な
要
件
だ
け
で
な
く
、
他
人
の
た
め
に
行
為
す
る
と
い
う
意
思（事務処理意思）をも必要とする（主観的要件）。この意思が欠ける場合には、不真正な事務管理（百円三の。○し）
と
し
て
四
二
三
条
の
適
用
を
受
け
る
。
また、正当な事務管理（ずの『の・亘一因訂○・シ）とは、この事務処理が本人の利益によって「必要とされており（、のす。‐
←のロ、の盲）」（四二二条一項）、かつ、これが本人の有効な干渉禁止に違反しない場合をいう（四二○条三項）。これら
の要件を満たさない場合が正当でない事務管理（目ヶの『の。写一四のの。シ）であり、この場合には、事務管理者は不当利
得
に
基
づ
く
請
求
権
（
六
二
条
）
を
有
す
る
に
過
ぎ
な
い
。
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
貿
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
一一一一
き
だ
と
い
う
彼
の
主
張
は
顧
慮
さ
れ
な
か
っ
た
。
三
事
務
管
理
に
お
け
る
本
人
の
因
果
責
任
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ここでの必要性（○のワ・←の目の評）というのは、不可避性（ｚ・罫の己】、【骨）と単なる有益性（ｚご目一局房の芹）の中
間
に
位
置
す
る
。
た
と
え
ば
本
人
と
連
絡
が
取
れ
な
い
か
、
あ
る
い
は
こ
れ
を
自
分
で
行
う
能
力
が
本
人
に
な
い
た
め
に
、
干
渉
が
ど
う
し
て
も
必
要
で
あ
っ
た
場
合
に
は
、
事
務
管
理
の
必
要
性
は
も
ち
ろ
ん
肯
定
さ
れ
る
が
、
こ
れ
に
限
ら
れ
る
訳
で
は
な
い
。
ま
た
、
有
益
（鋼）
でない事務管理は必要性の要件を満たさないが、他方で、有益な事務管理のすべてがこの要件を満たす訳でもない。
こ
の
よ
う
な
必
要
性
は
誠
実
か
つ
正
し
く
行
為
す
る
者
が
当
該
事
情
の
下
で
信
義
則
上
必
要
な
も
の
と
考
え
る
こ
と
が
許
さ
れ
る
か
ど
う
か
を
規
準
と
し
て
判
断
さ
れ
る
（
客
観
説
）
。
事
務
管
理
者
が
こ
の
必
要
性
に
つ
き
誤
っ
て
判
断
し
た
が
、
こ
れ
が
本
人
の
責
め
に
帰
す
べ
き
事
情
に
基
づ
く
と
き
は
、
事
務
管
理
は
有
効
に
成
立
す
る
。
休
暇
中
の
ス
キ
ー
客
が
ホ
テ
ル
に
何
も
告
げ
ず
に
外
出
し
夜
遅
く
な
（鋼）
っても帰らないような場ムロがそうである。
回事務管理者に過失があった場合には、四一一二条の損害賠償請求権は成立しないのだろうか。四一一二条二項は「事
務管理者が正当な注意（ぬの９国、のの。『、註｝（）を用いて行為した場合には、意図された結果が生じないときでも、事
務
管
理
者
は
こ
の
請
求
権
を
有
す
る
」
と
定
め
て
お
り
、
こ
れ
と
の
関
連
が
問
題
と
な
る
。
たとえば、ガウチィー（○：肝。宮）は、事務管理者の損害賠償請求権の要件として、①本人の利益において、か
つ本人の認識可能なまたは推定的な意思を考慮して着手・実行されたこと、②事務処理における注意（ｍｏＨｍ区←ご
（鯛）
」の『シロの｛■ず『目叩）に違反しないこと、③事務処理と損害の間に相当因果関係が存在すること、の一一一つをあげる。①
の要件は、引受過失（□ウの目：曰のぐの円の。目匡の口）およびこれと同視される誠実違反（旱のこのぐの『｜の言自由）による引受
や
事
務
の
処
理
が
存
在
し
な
い
こ
と
を
意
味
す
る
。
四
二
○
条
三
項
は
本
人
の
明
示
的
ま
た
は
認
識
可
能
な
意
思
に
反
す
る
場
合
の
み
を
規定するが、ガウチィーは、さらに本人の利益に反するような事務管理の着手や実行もこれと同一に扱われるべきだ
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②
に
つ
い
て
み
る
と
、
事
務
管
理
者
は
本
人
の
利
益
と
推
定
的
な
意
図
に
適
合
す
る
よ
う
に
事
務
を
処
理
す
べ
き
義
務
を
負
う
（
四
一
九
条
）
。
こ
れ
は
事
務
管
理
者
の
誠
実
義
務
か
ら
生
ず
る
注
意
義
務
で
あ
り
、
狭
義
で
の
事
務
管
理
の
実
施
、
情
報
義
務
（
百
局
日
自
画
‐
：ロのご虫・耳）、真実に合致してかつ完全に決済すべき義務（シ耳の＆ご目、の己一・罫）などがこれに属する。事務管理者
が
こ
れ
に
違
反
す
る
場
合
に
は
、
四
二
○
条
一
項
ま
た
は
二
項
に
よ
り
事
務
管
理
者
の
損
害
賠
償
義
務
が
基
礎
づ
け
ら
れ
る
が
、
反
対
に
、
四
二
二
条
一
項
に
よ
る
事
務
管
理
者
の
反
対
訴
権
は
「
正
当
な
注
意
」
を
欠
く
が
故
に
認
め
ら
れ
な
い
。
も
っ
と
も
、
事
務
管
理
者
が
四
一
一
○
条
一
項
ま
た
は
二
項
に
よ
る
損
害
賠
償
義
務
を
履
行
し
た
と
き
は
、
事
務
管
理
者
に
過
失
が
あ
る
場
合
に
も
、
四
二
一
一
条
一
項
の
反
（柳）
対訴権の成立は認められるべきである。この限度で、「正当な注意」の要件を一般化することはできない。
ガウチィーによれば、責任原因は事務処理の危険性であり、事務管理者の損害が彼の自己過失（、の」す、耳の局。冒一‐
（胡）
』
の
ロ
）
に
基
づ
く
と
き
は
、
こ
の
責
任
原
因
は
脱
落
す
る
。
こ
の
結
果
、
本
人
の
損
害
賠
償
義
務
は
生
じ
な
い
こ
と
に
な
る
が
、
こ
れ
は
要
件
③
の
相
当
因
果
関
係
の
不
存
在
と
解
す
る
こ
と
も
で
き
よ
う
。
（胡）
また、シュミット（の：曰一」）は過失と事務管理の結果不発生の関連に着目して、二つの場合に分けて考察する。
ま
ず
第
一
に
、
事
務
管
理
者
が
事
務
処
理
に
際
し
て
注
意
義
務
に
違
反
し
、
こ
れ
が
得
よ
う
と
努
め
ら
れ
た
結
果
の
不
発
生
の
相
当
な
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
賢
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
一五
とする。これらの場合には（悪意の事務管理・ｇｍｍ－晋亘、の○のｍ・冨冒宮の○円、目、）、事務管理者は四二○条三項に基
づ
い
て
本
人
の
偶
然
損
害
に
関
し
て
も
賠
償
す
べ
き
責
任
を
負
う
。
こ
こ
で
は
、
事
務
管
理
者
の
反
対
訴
権
す
な
わ
ち
損
害
賠
償
請
求
権
などの成立は否定される。これに対して、善意の事務管理（ぬ呉函一瞥ロ、の。①の。嵐津のすのｍ・碕目、）すなわち本人の意
思
や
利
益
に
適
合
す
る
事
務
管
理
の
場
合
に
は
、
結
果
が
発
生
し
な
く
と
も
四
二
二
条
一
項
の
反
対
訴
権
が
事
務
管
理
者
に
認
め
ら
れ
る
（調）
（四二二条二項）。
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第
二
に
、
注
意
義
務
違
反
が
結
果
不
発
生
の
原
因
で
な
い
よ
う
な
場
合
に
は
、
事
務
管
理
者
は
自
己
過
失
の
存
在
に
も
拘
わ
ら
ず
四
二
二
条
一
項
に
よ
る
賠
償
請
求
権
を
取
得
す
る
。
も
っ
と
も
、
事
務
管
理
者
は
こ
の
賠
償
請
求
権
と
共
に
、
四
二
○
条
一
項
・
二
項
に
よ
る
損
害
賠
償
義
務
を
負
う
。
両
者
の
債
権
は
一
二
○
条
以
下
の
規
定
に
従
っ
て
相
殺
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
よ
う
に
事
務
管
理
者
が
注
意
義
務
に
違
反
す
る
場
合
に
は
、
ガ
ウ
チ
ィ
ー
の
見
解
で
は
全
面
的
に
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
見
解
で
は
結
果
不
発
生
の
原
因
で
あ
る
場
合
に
限
り
、
事
務
管
理
者
の
損
害
賠
償
請
求
権
は
排
除
さ
れ
る
。
し
か
し
、
他
方
で
は
、
ガ
ウ
チ
ィ
ー
も
シ
（Ⅱ） 
（狐）
１
ミ
ッ
ト
も
事
務
管
理
者
の
過
失
は
事
務
管
理
者
の
損
害
賠
償
請
求
権
の
減
額
事
由
で
あ
る
と
す
る
。
通
説
も
同
様
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
損
害
賠
償
請
求
権
の
成
立
要
件
と
し
て
の
「
正
当
な
注
意
」
と
損
害
賠
償
の
減
額
事
由
と
し
て
の
事
務
管
理
者
の
過
失
と
は
区
別
さ
れ
て
いる。とりわけ、ガゥチィーはこの点について次のように述べる。すなわち、「事務処理における注意違反（ぬ日巴巴‐
官の『｝の［目高ご」の『シ巨切｛目『百ｍ）」と事務管理者の「損害と因果関係に立つ過失（ｍ８ｇｇ冨匡⑩Ｐ一の⑩く。『ｍＣｇ－Ｑのロ）」
は
異
な
る
。
前
者
は
本
人
に
損
害
を
与
え
る
が
、
事
務
管
理
者
に
は
損
害
を
与
え
な
い
。
換
言
す
る
と
、
こ
れ
は
事
務
管
理
者
に
生
じ
た
損
害
と
因
果
関
係
に
立
つ
過
失
で
は
な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
、
後
者
は
損
害
賠
償
請
求
権
を
排
除
す
る
の
で
は
な
く
て
、
裁
判
官
の
裁
量
（岨）
に
よ
る
減
額
事
由
と
な
る
に
過
ぎ
な
い
。
こ
れ
は
委
任
に
お
け
る
説
明
で
あ
る
が
、
受
任
者
と
事
務
管
理
者
の
反
対
訴
権
を
統
一
的
に
把
握
し
よ
う
と
す
る
ガ
ウ
チ
ィ
ー
の
見
解
に
よ
れ
ば
、
こ
れ
は
当
然
に
事
務
管
理
に
も
妥
当
し
よ
う
。
（㈹）
これに対して、ズーター（の巨寸の円）は事務管理者に過失があるときは損害賠償請求権は認められないとする。当該
状況における通常の注意を事務管理者に期待することができるとともに、他の事例では自分で負担しなければならな
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原因である場合には、事務管理者の賠償請求権は認められない。四二二条一一項に含まれる制限はこのような場合にの
み妥当する。
第二に、」
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い
よ
う
な
不
注
意
の
結
果
を
事
務
管
理
者
は
相
手
方
に
転
嫁
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
い
う
の
が
そ
の
理
由
で
あ
る
。
し
か
し
、
ベ
ッ
カ
ー
の
見
解
が
引
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
す
る
と
、
こ
れ
は
裁
判
官
の
裁
量
判
断
の
結
果
を
表
現
し
た
に
過
ぎ
ず
、
損
害
賠
償
請
求
権
の
成
立
自
体
を
否
定
す
る
も
の
で
は
な
い
と
理
解
す
る
の
が
妥
当
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
⑪
賠
償
の
範
囲
こ
れ
ら
の
要
件
を
満
た
す
と
、
事
務
管
理
者
は
本
人
に
対
し
て
損
害
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
か
し
、
ここでの損害賠償は完全な範囲に及ぶのではなくて、裁判官の裁量によって決定される（四二一一条一項）。裁判官は
裁
齪
の
結
果
と
し
て
損
害
賠
償
義
務
そ
れ
自
体
を
否
定
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
裁判官の裁量は個々の事例の重要なすべての事情を考慮して「法と衡平（罰の８自己囚一一一ｍ六号）‐｜に基づいて行わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
Ｚ
Ｇ
Ｂ
四
条
）
。
重
要
な
事
情
と
し
て
は
、
た
と
え
ば
、
①
差
し
迫
っ
た
危
険
の
大
き
さ
、
②
危
機
に
瀕
し
て
（帆）
いる財貨の価値、③関与者の財産状態、④危険と認識可能なリスクの関係などがあげられる。さらに、⑤事務管理者（帽）
を
他
人
の
た
め
の
行
為
に
動
か
し
た
動
機
や
⑥
彼
が
他
人
の
仕
事
を
自
己
の
利
益
で
も
処
理
し
た
か
ど
う
か
な
ど
も
、
こ
れ
に
〈
旨
ま
れ
る
。
ま
た
、
事
務
管
理
者
に
過
失
が
あ
る
場
合
に
も
こ
の
賠
償
請
求
権
の
成
立
の
余
地
を
認
め
る
通
説
的
見
解
に
よ
れ
ば
、
事
務
管
理
者
の
過
失
も
こ
こ
で
考
慮
さ
れ
る
べ
き
事
情
に
属
す
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
②
因
果
責
任
の
理
論
的
基
礎
の
展
開
㈲すでに述べたように、立法者は直接的には「衡平」や「自然の法感情」との合致を厳格な責任の根拠とするが、
こ
れ
は
実
質
的
に
は
事
務
管
理
の
利
他
性
に
あ
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
そ
の
後
の
学
説
に
お
い
て
も
、
こ
れ
と
同
様
に
、
利
他
的
か
つ他人のために行為する者はこれによって損失を被るべきではないが故に、事務管理者は本人の過失を要件とするこ
スイス価務法におけるリスク賢任について（宮本）
一七
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（妬）
となく、事務管理に際して被った損害を本人に転嫁することができると説明されてきた。
（幻）
し
か
し
、
他
方
で
は
、
前
述
の
ブ
ル
ッ
ク
ハ
ル
ト
が
利
他
性
と
並
ん
で
強
調
し
て
い
た
よ
う
に
、
こ
れ
の
責
任
根
拠
と
し
て
事
務
処
理
の危険性（○の旨冨」の『○の、の富津：のｍ・岡目、）に着目する見解もみられる。たとえば、ガウチィーは、無償の契約上
の事務処理と契約のない事務処理に基づく事務執行者の損害賠償請求権の要件は同じであり、また、その責任根拠は
（組）
事務処理の危険性にあるとして、受任者の損害賠償請求権に関する説明を参照指一示している。これは危険責任の観点
か
ら
受
任
者
の
損
害
賠
償
請
求
権
を
含
め
て
統
一
的
に
把
握
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
レ
ー
ス
ラ
ー
（
恩
の
一
周
）
や
リ
ッ
シ
ャ
ー
（伯）
（巨切ｎケのＨ）も、同様に、事務管理者の損害賠倣請求権の責任根拠を事務処理自体の危険性に求める。
こ
の
よ
う
な
事
務
処
理
の
危
険
性
に
責
任
根
拠
を
求
め
る
見
解
に
よ
れ
ば
、
本
人
の
因
果
責
任
は
リ
ス
ク
責
任
と
し
て
把
握
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
近
時
、
危
険
責
任
は
物
の
危
険
性
に
基
づ
く
場
合
を
意
味
し
、
こ
こ
で
の
よ
う
に
「
行
為
の
危
険
性
」
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
と
き
は
、
こ
れ
と
区
別
し
て
「
リ
ス
ク
責
任
」
あ
る
い
は
「
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
の
リ
ス
ク
資
任
」
と
呼
ぶ
こ
と
が
一
般
化
し
ている。この用語法に従えば、事務処理の危険に基づく本人の賠償責任は「リスク責任」として表されるからである。
⑪チューリッヒ大学のホンセルはこのようなリスク責任を詳細に論じ、委任の場合だけでなく、雇用・労働契約、
（帥）
さらに事務管理の場ムロにも無過失損害賠償責任が本人（委任者、使用者を含む）に課されるべきことを主張した。こ
れ
は
直
接
的
に
は
ド
イ
ツ
法
を
検
討
の
対
象
と
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
し
か
し
、
自
著
の
教
科
書
で
引
用
し
て
い
る
こ
と
か
ら
も
明
ら
か
（則）
なように、ドイツ法にとどまらずスイス法にも妥当一するものである。委任や雇用・労働契約については、本稿では第
二章以下で扱う予定であるが、便宜上、これらも含めてホンセルの見解をここで見ておくことにしよう。
ホンセルによれば、過失原則の絶対的支配は、長い間、不法行為法だけでなく契約法においても、過失と並んで別
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そ
こ
で
、
Ｂ
Ｇ
Ｂ
六
七
○
条
を
損
害
賠
償
に
類
推
適
用
し
う
る
か
が
問
題
と
な
る
が
、
判
例
は
当
初
こ
れ
を
消
極
的
に
解
し
た
。
し
か
し
、
そ
の
後
肯
定
説
に
転
じ
、
こ
れ
が
判
例
法
理
と
し
て
確
立
し
た
。
ま
た
、
こ
の
損
害
賠
償
請
求
権
に
は
完
全
賠
償
主
義
は
適
用
さ
れ
ず
、
初
め
か
ら
適
切
な
賠
償
を
求
め
る
請
求
権
と
し
て
成
立
す
る
も
の
と
さ
れ
る
。
学説では、圧倒的にこのような判例が支持されている。ただし、理由付けについては、表面的なものであるとか、
任
意
性
の
メ
ル
ク
マ
ー
ル
は
擬
制
に
過
ぎ
な
い
な
ど
の
批
判
が
み
ら
れ
る
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
損
害
賠
償
請
求
権
の
根
拠
を
「
他
人
の
ためにする行為のリスク責任（田切芹○百｛百口ｍすの一息ご婆の一三ロヰの曰」の曰胃員の『の⑪ｍの）」の原則に求める見解もある。
ス
イ
ス
憤
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
資
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
一九
規定しなかった。一
考
えたからである。
いれ
るる
｡。
の責任基準が存在するという認識を暖昧なままにさせた。しかし、今日では、たとえば、物や営業の危険性と所有者
によるこの危険の支配（囚⑪房・ロ『旨Ｎご）、さらに、これと密接に関連して、利益を享受する者は不利益も負担すべき
であるという思想（目昌の『の、、のご『旨且己）は「損害賠償法の基本要素（固｝の曰の具の』の、の。９１目、『の。胃の）」であると考え
られている。この議論は、契約法の中では、すでにローマ法上のいわゆる功利原則（ご三蔵誌ごュ目ご）に見いださ
れ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
の
詳
細
な
具
体
化
に
つ
い
て
は
争
い
が
あ
っ
た
し
、
こ
れ
か
ら
導
か
れ
る
不
明
確
性
は
今
日
ま
で
影
響
が
残
っ
て
そ
こ
で
、
ホ
ン
セ
ル
は
ま
ず
始
め
に
受
任
者
の
偶
然
損
害
を
め
ぐ
る
パ
ウ
ル
ス
と
ユ
ー
リ
ァ
ン
の
見
解
の
対
立
を
検
討
す
る
。
そ
し
て
、
こ
れ
に
続
い
て
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
の
法
規
制
を
紹
介
し
た
後
、
ド
イ
ツ
法
上
の
問
題
を
考
察
す
る
。
す
な
わ
ち
、
ド
イ
ツ
民
法
典
は
費
用
償
還
請
求
権
の
み
を
規
定
し
（
Ｂ
Ｇ
Ｂ
六
七
○
条
）
、
受
任
者
の
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
は
規
定
し
な
か
っ
た
。
こ
れ
は
事
例
の
多
様
性
や
概
念
的
な
区
別
の
困
難
性
を
理
由
に
判
例
や
学
説
に
委
ね
る
こ
と
が
合
目
的
的
で
あ
る
と
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利
益
と
損
失
の
一
致
と
い
う
原
則
は
比
較
的
抽
象
的
で
あ
り
、
そ
れ
故
、
多
種
多
様
に
適
用
可
能
で
あ
る
。
こ
れ
は
被
害
者
が
報
酬
を
得る場合、たとえば有償の事務処理（の貝、の三一号の。①ｍ・冨箭ウの、○日目、）の場合（ＢＧＢ六七五条）や労働者の危
険
労
働
の
場
合
に
も
弱
め
ら
れ
た
形
式
で
妥
当
し
う
る
。
ま
た
、
危
険
労
働
の
場
合
の
責
任
緩
和
と
労
働
者
の
被
っ
た
損
害
の
賠
償
は
同
じ
原
則
か
ら
由
来
す
る
。
い
ず
れ
の
場
合
も
過
失
責
任
の
原
則
は
制
限
さ
れ
、
前
者
（
労
働
者
加
害
の
類
型
）
で
は
過
失
の
す
べ
て
に
関
し
て
労
働
者
は
責
任
を
負
う
必
要
は
な
い
し
、
後
者
（
労
働
者
被
害
の
類
型
）
で
は
、
無
過
失
の
賠
償
責
任
が
使
用
者
に
課
さ
れ
る
。
労
働法では危険労働における労働者の賠償責任の制限がずっと前から認められているが、連邦労働裁判所は、賠償責任
と
自
己
損
害
の
相
違
を
強
調
し
て
、
リ
ス
ク
を
孕
ん
だ
行
為
に
よ
り
被
っ
た
労
働
者
の
偶
然
損
害
の
賠
償
を
否
定
す
る
。
確
か
に
賠
償
責
任
の
制
限
が
リ
ス
ク
責
任
の
承
認
に
必
然
的
に
導
く
わ
け
で
は
な
い
が
、
し
か
し
、
こ
の
責
任
制
限
は
リ
ス
ク
責
任
を
も
含
ん
で
お
り
、
ま
た
、
両
者
の
事
例
は
決
定
的
な
点
で
非
常
に
類
似
し
て
い
る
か
ら
、
両
者
を
パ
ラ
レ
ル
に
解
決
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
さらに、事務管理の場合にもリスク責任は肯定される。もちろん誘因（くの『§一口の自己、）の欠映を無視することは
できないし、特に他人の事務への干渉や契約関係の不存在はリスク責任の制限に導きうる。しかし、人命救助の事例
他人の利益（辱の冒二のの旨怠『
性
が
正
当
に
強
調
さ
れ
て
い
る
。
法
学
志
林
第
一
○
七
巻
第
四
号
二○
こ
の
原
則
の
中
に
は
、
利
益
と
損
失
の
一
致
と
い
う
格
一
言
（
利
益
の
帰
す
る
者
が
そ
の
損
失
を
負
担
す
る
）
や
い
わ
ゆ
る
功
利
原
則
（ごこ』莅扇官曰凶ご）すなわち責任の分配に際しては、その契約が誰の利益に至るのかが考慮されなければならず、無
償
契
約
の
場
合
の
よ
う
に
、
そ
の
契
約
が
相
手
方
の
利
益
で
の
み
締
結
さ
れ
た
場
合
に
は
（
寄
託
、
使
用
貸
借
、
委
任
）
、
一
方
当
事
者
の責任緩和または他方当事者の責任の厳格化が認められるという原則が差し込まれている。また、無償性の代わりに、
他人の利益（辱の冒二のの旨怠『のいめの）が基準とされており、利益ｌ損失の考え方（ぐ・尋の一一‐ｚ色。亘臼］‐○の：ロ丙の）の重要
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この損害賠償請求権は衡平に基づいて認められるものであるから、損害の賠償額についても同様に衡平が問題とな
る。最高の平等性（、巨白日四ｍのＰ已冨、）が不平等に転換することは許されない。ここでは、完全賠償の原則は適用さ
れず、賠償額は危険の程度、穫得された利益の大きさ、報酬の問題、さらに当事者の財産関係も考慮して決定される。
これがホンセルの主張である。この見解によれば、スイス債務法四二二条一項の損害賠償請求権は「他人のために
する行為のリスク責任」に理論的根拠を有することになろう。ホンセルは、債務法の教科書の中で、四二二条一項に
より請求しうる損害は事務執行の機会に（ワ臼○の］の囚の目の一己の『○の⑪。冨淳、匡旨目、）生じただけではなくて、これと
（兜）
内部的に関連して（たとえば、危険な活動に際して）生じなければならないとするが、これは右のようなことを前提
として初めて理解することができる。
③
事
務
管
理
者
の
報
酬
請
求
権
事務管理者の報酬請求権については、明文上の規定はない。立法者によれば、他人の事務を行う者は自己の損失の
補償を得ることはできるが、しかし、この利他的な行為からいかなる利益も取得すべきではないからである。しかし、
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
一一一
では、救助すべき道徳上の義務または法律上の義務が存在するから、契約上の義務の不存在はもはや問題とならない。
ま
た
、
物
的
損
害
の
回
避
の
事
例
で
は
、
危
険
行
為
の
利
他
主
義
的
な
引
受
が
帰
資
基
準
と
し
て
十
分
で
あ
る
か
と
い
う
問
題
が
明
確
な
形で現れる。一方では、契約の観点をこれとの関連で過大評価することは許されないし、他方では、ＢＧＢ六八三条
は本人の利益と推定的な意思が客観的に守られることを要件としていることから、ここでもリスク責任を肯定するこ
とができる。
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事
務
管
理
者
の
使
用
し
た
物
（
自
動
車
、
電
話
、
部
屋
な
ど
）
に
つ
い
て
は
補
値
さ
れ
る
が
、
自
分
自
身
の
費
や
し
た
時
間
や
労
働
力
に
関
し
て
は
補
償
さ
れ
な
い
と
い
う
こ
と
は
首
尾
一
貫
し
な
い
。
ま
た
、
一
定
の
謝
礼
（
報
酬
）
を
認
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
正
当
な
事
務
管
理
を
促
進
す
る
こ
と
は
法
政
策
的
に
望
ま
し
い
と
も
い
え
る
。
（認）
そこで、学説の大多数は四一一一一条一項の「費用（くの『葛のロー目、）」概念を拡張して、これを認める。しかし、この
中
で
も
、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
こ
れ
を
認
め
る
か
、
あ
る
い
は
賠
償
の
対
象
と
な
る
報
酬
と
は
何
か
に
つ
い
て
は
見
解
が
分
か
れ
る
。
た
と
え
ば
、
当
該
事
務
管
理
者
が
事
務
管
理
の
間
に
被
っ
た
収
入
減
が
対
象
だ
と
解
す
る
見
解
、
事
務
管
理
者
が
報
酬
を
支
払
っ
て
他
の
労
働
者
を
用
い
る
こ
と
が
で
き
た
よ
う
な
輯
峯
弼
を
自
分
で
行
っ
た
場
合
だ
と
す
る
見
解
、
さ
ら
に
、
そ
の
給
付
さ
れ
た
活
動
に
と
っ
て
は
報
（弧）
酬が支払われるのが通常（毎ケ］】・ケ）であるような場合にこれを認める見解などがみられる。
も
っ
と
も
、
第
一
の
見
解
に
対
し
て
は
、
こ
こ
で
の
報
酬
は
損
害
（
逸
失
利
益
）
の
賠
償
と
し
て
の
機
能
を
有
す
る
が
、
こ
の
よ
う
な
損
害
賠
償
の
問
題
は
「
費
用
」
概
念
の
拡
張
と
い
う
迂
回
路
に
よ
っ
て
解
決
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い
。
ま
た
、
こ
の
場
合
、
事
務
管
理
者
は
自
己
の
逸
失
利
益
を
具
体
的
に
証
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
こ
れ
は
不
可
能
な
こ
と
が
多
い
と
批
判
さ
れ
る
。
第
二
の
見
解
に
つ
い
て
は
、
損
害
の
証
明
が
不
要
な
点
で
便
宜
で
あ
る
が
、
計
算
の
基
礎
と
さ
れ
た
費
用
と
事
務
管
理
者
の
実
際
の
報
酬
と
は
必
ず
し
も
一
致しないし、このような計算上の第一一一の費用（□［冒丙。、計のロ）を本人に転嫁するにはさらなる理由付けが必要だとい
う
疑
問
が
提
起
さ
れ
る
。
さ
ら
に
、
第
三
の
見
解
は
、
委
任
の
場
合
の
報
酬
の
取
扱
い
、
す
な
わ
ち
報
酬
は
合
意
が
あ
る
場
合
だ
け
で
な
く、これが通常（ごｇｏ｝］）である場合にも認められるというスイス法の取扱いを（三九四条一一一項）、事務管理の場合
に用いるものである。ここでは、損害賠償法的な考えは放棄され、真の報酬請求権（円亘の『くの『ぬ巨目、切目、頁巨＆）
を
認
め
る
も
の
と
い
っ
て
よ
い
。
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委
任
法
に
お
い
て
は
、
事
務
管
理
に
関
す
る
四
二
二
条
一
項
に
相
当
す
る
規
定
は
存
在
し
な
い
。
し
か
し
、
と
り
わ
け
無
償
委
任
に
お
い
て
は
、
利
他
的
に
他
人
の
事
務
を
処
理
す
る
点
で
は
事
務
管
理
と
共
通
す
る
。
両
者
は
単
に
委
託
が
あ
っ
た
か
否
か
の
点
で
異
な
る
に
過
ぎ
な
い
。
そ
こ
で
、
こ
の
よ
う
な
委
任
関
係
に
四
二
二
条
一
項
を
類
推
適
用
し
て
、
委
任
者
に
無
過
失
損
害
賠
償
責
任
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
の
か
ど
う
か
が
問
題
と
な
る
。
さ
ら
に
、
法
的
拘
束
力
を
有
し
な
い
好
意
関
係
も
こ
れ
ら
と
類
似
す
る
か
ら
、
こ
れ
に
四
二
二
条
一
項
を
類
推
適
用
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
て
よ
い
。
いずれにせよ、このように事務管理者に報酬請求権を認める場合には、事務管理の無償性や、さらには、後述する
ような四二二条一項の類推適用を無償委任に限定する判例・通説の見解も再検討を迫られることになろう。また、無
償性と利他性は必ずしも一致しないことを示唆する点でも注目される。
Ⅲ
無
償
委
任
に
お
け
る
行
為
の
利
他
性
と
立
法
者
の
過
誤
スイスの連邦裁判所は、次の二つの判決において、四一一二条一項を無償委任契約に類推適用することを肯定した。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
委
任
者
の
過
失
責
任
の
原
則
を
定
め
る
四
○
二
条
二
項
は
無
償
委
任
に
関
し
て
は
適
用
さ
れ
ず
、
委
任
者
は
事
務
管
理
の
場
合
と
同
様
に
因
果
責
任
を
負
う
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
れ
は
旧
債
務
法
の
立
法
者
に
よ
っ
て
拒
否
さ
れ
た
原
則
の
復
活
で
あ
る
と
い
つ
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
資
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
一一一一一
第
一
一
章
債
務
法
四
一
三
条
一
項
の
類
推
適
用
と
理
論
的
基
礎
の
変
遷
委
任
関
係
へ
の
類
推
適
用
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（弱）
てよい。問題となった事実関係と判』曰の概要は次の通りである。
⑥連邦裁判所一九二二年一一一月一一一一日判決［■○回一日眞田］（泥棒追跡事件）
［事実関係］原告は被告のところで牛の乳搾りとして雇われていた。ある夜、被告は自分の森から木材が盗まれたことに気づき、
泥
棒
を
捜
す
た
め
に
、
｜
緒
に
森
の
中
に
来
る
よ
う
に
原
告
に
指
示
し
た
。
彼
ら
は
三
人
の
泥
棒
と
出
く
わ
し
た
が
、
そ
の
一
人
が
ナ
イ
フ
で
原
告
の
左
目を刺した。左目は直ちに摘出され、義眼がはめ込まれた。原告はこれによる損害の賠償を求めて訴えを提起。
一
審
は
、
雇
用
契
約
に
基
づ
い
て
泥
棒
の
追
跡
を
手
伝
う
義
務
を
負
う
と
し
、
履
主
で
あ
る
被
告
は
十
分
な
保
護
措
面
を
行
わ
な
か
っ
た
点
に
過
失
が
あ
る
と
し
て
、
三
一
一
一
九
条
（
現
行
法
三
二
八
条
以
下
）
に
基
づ
い
て
被
告
の
賠
償
資
任
を
認
め
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
控
訴
審
は
、
こ
の
よ
う
な
麗
主
と
し
て
の
過
失
は
存
在
し
な
い
と
し
て
、
原
告
の
請
求
を
棄
却
し
た
。
そ
こ
で
、
原
告
が
上
告
。
な
お
、
保
険
会
社
も
共
同
被
告
と
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
こ
で
は
割
愛
す
る
（
い
ず
れ
も
、
保
険
会
社
に
対
す
る
訴
え
は
認
容
）
。
［判旨］上告認容①農業の雇用契約の場合であっても、従者（【息・旨）は家屋敷以外の所有物を監視・防衛するのを手伝うべ
き
義
務
を
負
わ
な
い
。
森
の
木
の
泥
棒
の
追
跡
を
手
伝
う
こ
と
は
雇
用
契
約
上
の
義
務
の
履
行
で
は
な
く
て
、
雇
用
関
係
と
は
関
係
し
な
い
特
別
の
委
任
を
引
き
受
け
た
の
で
あ
っ
て
、
原
告
と
被
告
の
間
に
は
別
個
の
委
任
関
係
が
存
在
す
る
。
②
本
件
事
例
で
は
、
被
告
に
過
失
は
な
い
か
ら
、
四
○
二
条
に
よ
る
賠
倣
賀
任
は
認
め
ら
れ
な
い
。
③
債
務
法
の
改
正
に
お
い
て
、
事
務
管
理
に
つ
い
て
は
、
衡
平
の
理
由
か
ら
因
果
寅
任
が
認
め
ら
れ
た
が
、
こ
れ
に
よ
っ
て
、
事
務
管
理
者
は
受
任
者
よ
り
も
も
っ
と
良
い
地
位
に
画
か
れ
た
。
委
任
者
の
過
失
賢
任
は
有
償
委
任
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
は
正
当
で
あ
る
。
事
務
を
報
酬
と
引
き
換
えに行う者は、これによって事務と必然的に結びついたリスクをも引き受けているからである。しかし、この委任が純粋に利他的
な事務（のご『の冒鯨一一ご－ｍどのロ旨、○のｍ・富津）に関連している場合には、少なくとも事務管理の場合と同様に、委任者がこのリスク
を
全
部
ま
た
は
一
部
負
担
す
べ
き
で
あ
る
。
け
だ
し
、
利
他
的
に
引
き
受
け
た
義
務
の
履
行
は
決
し
て
こ
の
者
に
損
失
を
与
え
な
い
と
い
う
こ
と
が
衡
平
だからである（○・○宮『・団員・喜日号６－の、のご】の一○口このの、呂三の厨・○”ご国ご印一の三目匡閉の呂且の吊貝、画冨『の。冨園の訶堂．、・さ垣）。
そ
れ
故
、
事
務
管
理
の
場
合
に
本
人
の
因
果
賀
任
を
衡
平
を
理
由
に
規
定
し
な
が
ら
、
純
粋
に
利
他
的
な
委
任
関
係
の
場
合
に
同
様
の
因
果
責
任
を
規
定
していないのは、法律の過誤（ぐの門、呂呂』のいのの、の高の②）に他ならず、民法一条によりこれを修正することは裁判官の義務である。
一
一
四
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一審および二審はいずれも請求を棄却。雇用であれ委任であれ、過失がある場合にのみ被告の責任は問題となるが、被告には過
失はないというのがこの理由である。
［
判
旨
］
破
棄
差
戻
し
①
被
告
の
過
失
は
明
ら
か
に
否
定
さ
れ
る
。
従
っ
て
、
四
一
条
以
下
に
基
づ
く
不
法
行
為
寅
任
お
よ
び
三
三
九
条
に
基
づ
く
雇
主
と
し
て
の
賠
償
責
任
は
成
立
し
な
い
。
ま
た
、
原
告
と
被
告
の
間
に
雇
用
契
約
が
成
立
し
た
と
い
う
こ
と
も
で
き
な
い
。
こ
れ
に
絶
対
に
必
要
な
時
間的要素が欠けているからである。
②
木
を
揺
す
る
と
い
う
作
業
の
委
託
は
、
本
件
の
す
べ
て
の
事
情
に
よ
れ
ば
、
委
任
（
三
九
四
条
以
下
）
と
考
え
ら
れ
る
。
も
っ
と
も
、
原
告
が
良
き
隣
人
関
係
に
基
づ
い
て
引
き
受
け
た
、
一
回
限
り
の
限
定
的
な
委
託
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
。
③四○一一条の規定は、すでに連邦裁判所が一九二二年判決（主『『室『》の．お昂・）で判断したように、有値委任の事例にのみ適
用
さ
れ
る
。
こ
れ
と
異
な
り
、
無
倣
委
任
の
場
合
に
は
、
四
二
二
条
一
項
が
事
務
管
理
に
関
し
て
規
定
し
て
い
る
よ
う
に
、
委
任
者
は
受
任
者
の
損
害
を
裁
判
所
の
裁
量
に
よ
り
賠
仙
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
無
値
委
任
の
受
任
者
が
事
務
管
理
者
よ
り
も
悪
い
地
位
に
題
か
れ
て
い
る
が
、
し
か
し
、
衡
平
に
基づく損害賠償謂求権が事務管理者に認められる内部的理由が無償委任にも当てはまる場合には、これは立法者の過誤（くの『い：「
ｇ」の⑪。の⑩の冒悶①ヶの『い）に起因するものであって、民法一条に基づいて裁判官によって修正されるべきだからである。事務管理と
無依の委任では、いずれも純粋な利他的な事務の引受（□すの目呂目：旨の⑪『の旨ロ一戸『巳いこいｓのロ。の⑪Ｃ百戸の⑪）が問題となっている。
④それ故、本件事例では原告が対価を求める調求権を有しない限りで、被告の賠悩義務は原則的に肯定される。しかし、有償・
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
二五
ｂ連邦裁判所一九一一一五年四月二日判決［□○国白目謡］（梨の木揺さぶり事件）
［
事
実
関
係
］
原
告
と
被
告
は
農
業
を
営
む
隣
人
同
士
で
あ
っ
た
。
あ
る
日
、
梨
を
収
極
す
る
た
め
に
、
被
告
は
原
告
に
梨
の
木
に
登
っ
て
技
を
揺
さ
ぶ
る
こ
と
を
依
頼
し
た
。
被
告
自
身
は
目
眩
の
た
め
に
も
は
や
木
に
登
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
原
告
は
こ
れ
に
応
じ
て
、
木
に
登
っ
て
技
を
揺
す
っ
た
が
、
そ
の
際
、
彼
が
立
っ
て
い
た
大
き
な
枝
が
折
れ
て
転
落
し
重
症
を
負
っ
た
。
そ
こ
で
、
こ
れ
に
よ
っ
て
被
っ
た
損
害
の
賠
償
を
被
告
従
っ
て
、
委
任
者
は
、
受
任
者
に
対
し
て
、
事
務
管
理
の
本
人
と
類
似
し
て
、
裁
判
官
の
裁
量
に
基
づ
い
て
、
無
償
で
純
粋
に
利
他
的
に
引
き
受
け
た
委
任
の
実
行
の
際
に
被
っ
た
損
害
に
関
し
て
賠
償
す
べ
き
資
任
を
負
う
。
に謂求した。
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こ
の
よ
う
に
連
邦
裁
判
所
は
、
事
務
管
理
に
お
い
て
本
人
の
無
過
失
損
害
賠
償
資
任
を
導
入
し
た
に
も
拘
わ
ら
ず
、
委
任
者
に
つ
い
て
同
様
の
責
任
を
定
め
な
か
っ
た
こ
と
は
立
法
者
の
過
誤
で
あ
る
と
断
じ
た
。
そ
し
て
、
こ
れ
を
修
正
す
る
た
め
に
、
無
償
委
任
に
四
二
二
（誼×師）
条
一
項
を
類
推
適
用
し
て
、
委
任
者
の
因
果
責
任
を
肯
定
し
た
。
こ
の
結
果
、
委
任
者
の
賠
償
責
任
に
関
し
て
は
有
償
委
任
の
場
〈
ロ
と
無
償
委
任
の
場
合
と
で
取
り
扱
い
を
全
く
異
に
し
、
前
者
で
は
四
○
二
条
二
項
の
過
失
責
任
の
原
則
が
適
用
さ
れ
、
後
者
の
場
合
に
は
四
二
二
条
一
項
の
類
推
適
用
に
よ
る
因
果
賀
任
に
服
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
れ
の
理
論
的
な
基
礎
に
つ
い
て
み
る
と
、
無
償
委
任
の
「
純
粋
に
利
他
的
な
事
務
性
」
お
よ
び
「
利
他
的
に
引
き
受
け
た
義
務
の
履
行
は
決
し
て
こ
の
者
に
損
失
を
与
え
る
べ
き
で
は
な
い
」
と
い
う
衡
平
性
に
そ
の
根
拠
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
前
者
の
判
決
で
は、これと関連して、すでに紹介したブルックハルトの論文を引用し、また、衡平と並んで「リスクの引受け」にも
言
及
し
て
い
る
点
が
注
目
さ
れ
る
。
また、後者の判例は委任者から何らかの給付がなされたとしても無償委任に該当する場合があるとする。これは報
酬や対価の認定に係わるものであるが、しかし、見方を変えると、報酬の存在を制限的に解することによって一部の
戻されるべきである。
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一一一ハ
無償という決定的な問題についてもっと解明する必要がある。原告は雇用契約から出発しているが、この櫛成は事実関係からする
と全く問題となり得ないと共に、報酬が本来的にどの点に存在するのかも証拠からは明らかではない。従って、事件は原審に差し
被
告
は
原
告
へ
の
馬
の
引
渡
を
報
酬
と
し
て
考
え
て
い
る
が
、
こ
の
よ
う
な
被
告
の
給
付
は
こ
の
取
引
を
ま
だ
有
償
な
も
の
と
し
な
い
。
隣
人
が
場
合
によっては反対権（○の、の日の・茸）を期待して給付したことが証明されるとしても、これによって行為の利他的な性質を否定する
こ
と
は
で
き
な
い
し
、
本
質
的
に
は
無
償
の
友
好
的
な
隣
人
の
援
助
給
付
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
。
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②
学
説
上
の
理
論
的
根
拠
と
有
償
委
任
㈲
四
二
二
条
一
項
を
無
償
委
任
に
類
推
適
用
す
る
こ
と
は
学
説
で
も
圧
倒
的
に
支
持
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
の
根
拠
に
つ
い
て
は
、
判
例
（兜）
と同様に、無償委任の利他性を根拠とする見解もあるが、さらに、無償性と利他性を区別して、無償性を根拠とする
（別）
見解もある。これはガウホ（の色巨らづ）の見解である。判例は委任の無償の引受けを行為の利他的な引受けと理解して
い
る
が
、
契
約
上
の
給
付
の
無
償
性
は
単
に
給
付
義
務
者
が
反
対
給
付
請
求
権
を
有
し
な
い
と
い
う
こ
と
を
意
味
す
る
に
過
ぎ
な
い
。
無
償で引受けた義務を自己の利益のためにも行うことはあり得る（相関的な利他性、忌凶官・丙の□し」←『已印目巨の）。この
場
合
で
も
、
四
二
二
条
一
項
の
類
推
適
用
は
妨
げ
ら
れ
な
い
。
給
付
が
他
人
の
た
め
に
な
さ
れ
る
と
い
う
事
情
は
給
付
受
領
者
の
因
果
資
任
を
基
礎
づ
け
る
に
は
十
分
で
は
な
い
。
む
し
ろ
無
償
性
が
要
件
と
し
て
必
要
で
あ
る
と
い
う
。
し
か
し
、
他
方
で
は
、
こ
の
よ
う
な
無
償
性
や
利
他
性
で
は
な
く
て
、
リ
ス
ク
の
要
素
に
着
目
す
る
見
解
も
有
力
で
あ
る
。
たとえば、ホンセルは、債務法の教科書の中で、過失のない損害に関しては原則として受任者は賠償請求すること
は
で
き
な
い
と
し
た
上
で
、
無
償
委
任
に
関
し
て
四
二
二
条
一
項
を
類
推
適
用
し
た
判
例
を
紹
介
し
、
こ
れ
は
無
償
で
利
他
的
な
一
定
の
リスクを伴う活動（弓菖、【鼻）を事態に適して考慮したものであると評価する。しかし、ここではリスク責任にっ
（帥）
いてこれ以上の一一一一口及はなされず、すでに紹介したリスク責任に関する自己の論文を参照指示するに留まる。
フェルマン（句の｝盲目ロ）も、無償委任の場合には、ドイツで六七○条に基づいて展開された委任者の責任の場合
のように、「他人のためにする行為のリスク賀任（国呉Ｅｐｍ宮司＆の囚叩房のロの旨の『曰嘗函六の一一『＆の冒守の曰二の目ご←の『‐
ス
イ
ス
償
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
資
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
二
七
有償委任に因果責任を押し広げる余地を残したと評価することもできよう。
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このようにリスク責任によって基礎づける見解においても、有償委任の場合には、委任者の因果責任は妥当せず、
四○二条二項が適用される。従って、受任者に対する委任者の容態義務（保謹義務）違反がある場合に限り、「委任者
は損害の賠償責任を負うことになるが、このようなリスク分配は事態に適しているという。委任を報酬によって引き
（鯛）
受けた者はいわゆる職業リスク（鳥Ｐ二の句『・命の叩の】・目＆）を負担すべきだからであり、あるいは、受任者は委任者よ
りもこの危険を良く知っており、予防措置を行い、あるいは加害に対して付保し、場合によっては異なる危険分配
（呂乏の－８の己の四日丙・『の『←の｝一目函）を委任者と合意できる状態にあることから、いわゆる職業リスク（、の『具⑩『回丙「
（脚）
の口）は受任者が負うべきだというのがその理由である。
もっとも、注意すべきことは、これらの見解において無償委任と有償委任における差別的な取扱いが必ずしも貫徹
任
の
思
想
を
見
い
だ
す
こ
と
が
で
き
よ
う
。
（Ⅲ） 
近づく１という。 法学
志
林
第
一
○
七
巻
第
四
号
二八
の、、①の『烏○一ｍ一・）」が問題となっている。これはある行為と結びついた特別な損害危険はこのリスクのある行為を自己
の利益のためにさせた者に帰せられるという原則に基づく。この責任の法政策的な動機（『の⑤亘呂・｝旨のｓのの三○号）
もこの点にある。このことからこの委任者の賠償責任は契約外の損害賠償法の危険責任（の①塵肖」目、、富津目、）に
また、ホープシュテッター（国○諒忌茸の局）は、無償委任における委任者の因果責任は契約違反に依存するのではな
くて、受任者から委任者への損害の移転（の呂且の己のご臼」ロ、の閂目、）に基づくとし、これの正当化は受任者が無償でか
（蛇）
っ
専
ら
委
任
者
の
利
益
を
確
保
す
る
義
務
を
負
っ
て
い
る
点
に
あ
る
と
す
る
。
こ
れ
は
無
償
委
任
の
利
他
性
を
直
接
的
な
根
拠
と
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
し
か
し
、
賠
償
の
対
象
に
つ
い
て
は
委
任
に
典
型
的
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
に
限
る
と
解
し
て
お
り
、
こ
の
点
に
リ
ス
ク
責
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こ
の
見
解
に
よ
れ
ば
、
職
業
的
な
熟
知
・
職
業
リ
ス
ク
が
存
在
し
な
い
場
合
に
は
、
有
償
委
任
に
つ
い
て
も
四
二
二
条
一
項
の
類
推
適
用
が
認
め
ら
れ
る
と
と
も
に
、
無
償
委
任
で
も
職
業
的
な
熟
知
・
職
業
リ
ス
ク
が
存
在
す
る
と
き
は
、
委
任
者
に
過
失
が
あ
る
場
合
（
四
○二条二項）を除いて、受任者が原則的に損害を負担することになると思われる。つまり、受任者の職業的な熟知・
職
業
リ
ス
ク
が
問
題
と
な
ら
な
い
と
き
は
、
有
償
委
任
・
無
償
委
任
を
問
う
こ
と
な
く
、
四
二
二
条
一
項
の
類
推
適
用
が
認
め
ら
れ
る
こ
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
画
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
二九
クに重点が置かれている。
⑪ヴェーパー（三８の『）
分
け
て
論
ず
る
。
前
者
は
も
一
用
を
認
め
る
が
、
そ
の
際
、
｛
Ｓの、くの１国巨切のご）とい
（町）
土ｃだと主張する。
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
点
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
フ
ェ
ル
マ
ン
に
よ
れ
ば
、
リ
ス
ク
を
仕
方
な
く
背
負
い
込
む
こ
と
が
委
任
の
実
行
に
と
っ
て
不
可
避
的
で
あ
る
か
、
あ
る
い
は
少
な
く
と
も
有
益
で
か
っ
こ
の
関
係
に
適
す
る
場
合
に
は
、
委
任
者
は
こ
の
損
失
を
過
失
と
は
無
（開）
関係に費用のように（肴一：ヨのぐの『三の口目ゴ、）賠償すべき貴任を負う。これは費用概念の拡張によって四○二条二項
の
適
用
を
否
定
し
、
こ
の
限
度
に
お
い
て
実
質
的
に
委
任
者
の
無
過
失
賀
任
を
肯
定
す
る
も
の
と
い
っ
て
よ
い
。
ま
た
、
ホ
ー
フ
シ
ュ
テ
ッ
タ
ー
は
報
酬
の
基
準
が
絶
対
的
な
妥
当
性
を
有
す
る
わ
け
で
は
な
い
と
し
て
、
職
業
的
な
受
任
者
が
無
償
で
事
務
を
処
理
す
る
場
合
で
も、彼が職業リスク（１２巨息『・｛の⑩、一・目の一）を負うことに変わりはないし、職業的でない受任者に報酬が約束され
（師）
た
場
合
で
も
こ
れ
の
リ
ス
ク
を
引
き
受
け
た
こ
と
を
意
味
し
な
い
と
い
う
。
こ
こ
で
は
、
有
償
・
無
償
の
区
別
で
は
な
く
て
、
職
業
リ
ス
（三８の『）は無償委任・有償委任ではなくて、①過失ある場合の損害賠償と②過失のない損害賠償に
前
者
は
も
ち
ろ
ん
四
○
二
条
二
項
の
適
用
領
域
に
属
す
る
。
後
者
の
場
合
、
判
例
と
同
様
に
四
二
二
条
一
項
の
類
推
適
そ
の
際
、
報
酬
を
決
定
的
な
規
準
と
す
べ
き
か
は
疑
問
で
あ
り
、
こ
の
事
柄
に
つ
い
て
の
職
業
的
な
熟
知
（
す
の
日
田
‐
のご）という規準、すなわち職業リスクの領域（□の『■『の『回穴。、ご厨『の）の観点にもっと重点を置くべ
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こ
の
見
解
の
特
徴
は
、
有
償
委
任
に
関
す
る
四
○
二
条
二
項
の
賠
償
資
任
は
委
任
者
の
契
約
違
反
に
基
づ
く
責
任
で
は
な
い
と
す
る
点
にみられる。ガウチィーは、通説的見解と同じく、①使用者の保護義務は債務法三二八条二項で規定されているが、
委
任
者
は
受
任
者
に
対
し
て
こ
の
よ
う
な
義
務
を
負
わ
な
い
。
し
か
し
、
②
委
任
者
は
自
己
の
み
が
知
っ
て
い
る
委
任
の
特
別
な
危
険
に
（刑）
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
受
任
者
に
注
意
す
べ
き
義
務
（
保
護
義
務
）
が
委
任
者
に
課
さ
れ
る
と
す
る
。
こ
こ
ま
で
は
通
説
的
見
解
と
同
じ
で
あ
る
が
、
こ
の
委
任
者
の
保
護
義
務
の
法
的
性
質
の
理
解
が
通
説
と
は
異
な
る
。
す
な
わ
ち
、
通
説
的
見
解
に
よ
れ
ば
、
こ
れ
は
契
約
法
（Ⅶ） 
上
の
従
た
る
義
務
で
あ
り
、
こ
の
違
反
は
債
務
不
履
行
（
積
極
的
憤
権
侵
害
）
に
よ
る
責
任
を
惹
起
す
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
ガ
ゥ
チ
ィ
（〃）
－はこれを一般的な法的義務の流出物（回曰目昌・ロの旨のＨＰ］｝、の曰の旨の口困の・ず一切目一・三）に他ならないとする。従っ
⑥時代的には前後するが、学説では、さらに、四○二条二項による損害賠償資任を含めて、危険責任（の①［嘗同‐
目ロ、功富津目、）として理解する見解がある。これはガゥチィーの見解であるが、彼は、有償委任の場合には四○二
（粥）
条
二
項
の
適
用
、
無
償
委
任
の
場
合
に
は
四
一
一
二
条
一
項
の
類
推
適
用
が
な
さ
れ
る
が
、
い
ず
れ
の
場
合
も
（
事
務
管
理
の
場
合
を
含
め
（冊）
て）、資任原因は委任遂行の危険性（○の莅彦『この『シ具一日、、、臣の｛ご『目、）である。無償の事務処理の場合には、損害
に
至
る
す
べ
て
の
危
険
が
そ
う
で
あ
り
、
有
償
の
場
合
に
は
、
委
任
者
が
知
っ
て
い
る
に
も
拘
わ
ら
ず
、
こ
れ
を
受
任
者
に
黙
っ
て
い
た
特別な危険がそうである。危険責任の構想（【Ｃ目の言・口この『○の｛嘗己目、：鳥目ロ、）は現代の損害賠償法では良く
知
ら
れ
て
い
る
。
四
○
二
条
二
項
の
場
合
も
含
め
て
、
こ
れ
ら
は
契
約
違
反
に
基
づ
く
責
任
で
は
な
い
が
故
に
、
不
法
行
為
に
関
す
る
四
一
条
以
下
の
規
定
が
こ
れ
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
時
効
に
つ
い
て
は
、
六
○
条
の
一
年
の
時
効
に
服
す
る
と
主
張
す
と
に
な
ろ
う
。
る
◎ 
法
学
志
林
第
一
○
七
巻
第
四
号
○ 
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③
有
償
委
任
に
お
け
る
委
任
者
の
賢
任
の
厳
格
化
委
任
者
の
賠
償
責
任
に
つ
い
て
、
立
法
者
は
過
失
責
任
主
義
を
採
用
し
た
（
四
○
二
条
二
項
）
。
し
か
し
、
右
に
み
た
よ
う
に
、
四
二
二
条
一
項
の
無
償
委
任
へ
の
類
推
適
用
に
よ
っ
て
、
過
失
資
任
主
義
は
有
償
委
任
に
限
定
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
し
か
し
、
こ
こ
で
も
四○二条二項における過失を厳格に解すると、委任者の賠償責任は過失責任主義から離れて、実質的には無過失責任
あ
る
い
は
因
果
責
任
に
近
く
な
ろ
う
。
そ
こ
で
、
四
○
二
条
二
項
の
過
失
と
は
何
を
意
味
か
が
問
題
と
な
る
。
これに関しては、次のような指導的な判決がある。
て、委任者の保護義務違反は債務不履行とはならず、このような義務違反を基礎とする四○二条二項は「契約の履行
に基づくが、契約違反に基づかない損害（の呂且目自切ぐの『←『凋切の『亘一目、》己。ご目切ぐの【←『緒切ぐの『｜の言目、）」を把
（ね）
握
し
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
有
償
委
任
で
は
、
受
任
者
は
事
務
処
理
の
一
般
的
な
危
険
を
任
意
で
引
き
受
け
て
い
る
。
従
っ
て
、
委任者は委任処理の一般的な危険（、」一ｍの曰の曰のＣの莅冨のゴュの『シ昌一国、、目の｛昌日ロ、）に関しては責任を負わず、こ
れの特別な危険（すのｍ・日日の○の［：円のロ）に関してのみ責任を負えば足りるとする点も注目される。
側
こ
の
よ
う
に
学
説
で
は
、
無
償
委
任
に
お
け
る
委
任
者
の
因
果
賀
任
を
リ
ス
ク
資
任
の
観
点
か
ら
基
礎
づ
け
る
見
解
、
職
業
リ
ス
ク
の
観
点
か
ら
有
償
委
任
の
場
合
に
も
因
果
責
任
の
余
地
を
肯
定
す
る
見
解
、
さ
ら
に
、
四
○
二
条
二
項
を
含
め
て
危
険
責
任
と
し
て
事
務
執
行
の
リ
ス
ク
か
ら
基
礎
づ
け
る
見
解
な
ど
が
み
ら
れ
る
。
そ
し
て
、
こ
こ
で
は
、
無
償
委
任
・
有
償
委
任
に
よ
る
法
的
処
理
の
区
分
は
貫
徹
さ
れ
ず
、
有
倣
委
任
の
領
域
へ
の
因
果
資
任
の
進
出
を
看
取
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
賢
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
￣ 
－ 
－ 
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［
判
旨
］
上
告
棄
却
①
原
告
銀
行
と
被
告
銀
行
の
間
に
は
、
小
切
手
法
上
の
関
係
と
並
ん
で
、
民
法
上
の
委
任
関
係
が
存
在
す
る
。
七
月
三
日
の
原
告
銀
行
の
書
面
は
小
切
手
の
現
金
化
の
委
任
を
含
ん
で
い
る
。
②四○二条一項の費用は「委任の正しい履行において（冒昌Ｃ頁】ぬの『アロ⑩｛ｇ『ｇｍＱののレニ津『温のの）」支出されたものに限られる
が、「正しい履行」か否かは主観的な考察方法ではなくて客観的な考察方法による。従って、偽造小切手の支払は被告銀行が単に
主
観
的
に
誤
っ
て
委
任
の
実
行
で
あ
る
と
思
っ
て
な
さ
れ
た
に
過
ぎ
な
い
か
ら
、
こ
れ
は
費
用
に
該
当
し
な
い
。
こ
の
支
払
い
に
つ
き
被
告
銀
行
に
過
失
（刊）
却された。
法
学
志
林
第
一
○
七
巻
第
四
号
一一一一一
連翔裁判所一九一一五年三月一○日判決［、○国臼閂巨困］
［事実関係］’九二三年七月一一一日、エドワード・ヴィレミン（圏・；ａ三一一一の目ロ）の依頼により、原告銀行は自己を振出人、
被
告
銀
行
を
支
払
人
と
す
る
額
面
三
四
○
○
○
フ
ラ
ン
の
小
切
手
を
振
り
出
し
て
彼
に
交
付
し
た
。
原
告
銀
行
は
そ
の
際
ナ
ン
バ
ー
七
○
○
四
と
記
載
さ
れた自己の小切手用紙を用いた。同日、原告銀行は被告銀行に三五○○○フランを送金し、小切手の現金化の要請を伴う書面によ
る通知を行った。七月一○日に、ヴィレミンは原告銀行にこの小切手を返還した。同日、原告銀行は被告銀行に小切手の無効宣言
を
画
面
で
通
知
し
、
送
金
し
た
金
額
の
返
還
を
要
綱
し
た
。
原
告
銀
行
の
無
効
宣
言
の
通
知
は
七
月
一
四
日
に
被
告
銀
行
に
到
達
し
た
が
、
す
で
に
七
月
一○日に偽造されたナンバー七○○四の小切手が被告銀行に呈示され、これに基づいてすでに支払いがなされていたために、被告
銀
行
は
こ
れ
の
返
還
を
拒
否
し
た
。
被
告
銀
行
は
、
窓
口
に
現
れ
た
エ
レ
ガ
ン
ト
な
紳
士
が
旅
券
お
よ
び
小
切
手
や
領
収
轡
に
な
さ
れ
た
署
名
に
よ
っ
て
ヴ
ィ
レ
ミ
ン
で
あ
る
こ
と
を
正
当
に
砿
認
し
た
と
主
張
。
そ
こ
で
、
原
告
は
送
金
額
の
返
還
を
求
め
て
訴
え
を
提
起
。
下
級
審
で
は
い
ず
れ
も
粥
求
は
棄
③
こ
の
よ
う
に
被
告
銀
行
が
過
失
な
し
に
誤
っ
て
費
用
と
考
え
た
も
の
は
、
四
○
二
条
二
項
の
損
害
の
典
型
的
な
例
に
属
す
る
。
こ
こ
で
は
、
原
告
銀
行が免資立証をしたかどうかが問題となるが、二項但聾の過失は「般軽過失（２－９－の『】、隅日、）」を意味し、委任者は最軽過失と
い
う
厳
格
な
規
準
に
よ
っ
て
も
過
失
が
な
い
と
き
に
初
め
て
免
責
さ
れ
る
と
解
す
べ
き
で
あ
る
。
と
い
う
の
は
、
単
な
る
因
果
賀
任
に
賛
成
す
る
見
解
（団員・喜口ａ←『ロの詞のぐ一ｍ一目」のｍｍ８二の旨・○勾旨国旨の冒三Ｐ目□儲の呂且のロ、の『、菖目・ロ耳『国・命・の呂乏・罰・ロ・甸・巴・層・・の。ｇ「ロｍｍｓ・）
が
主
張
さ
れ
て
い
た
に
も
拘
わ
ら
ず
、
立
法
者
は
過
失
寅
任
に
賛
成
し
、
新
し
い
債
務
法
に
お
い
て
こ
れ
に
固
執
し
た
か
ら
、
法
の
適
用
に
際
し
て
は
過
失
の
股
小
限
で
満
足
す
る
契
機
が
存
在
す
る
。
ま
た
、
委
任
者
の
容
態
が
こ
の
よ
う
な
厳
格
な
規
準
に
よ
り
測
定
し
て
、
完
全
に
非
の
打
ち
ど
こ
ろ
が
な
がない場合でもそうである。
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側
受
任
者
の
不
完
全
履
行
と
委
任
者
の
賠
償
責
任
受
任
者
が
契
約
や
指
図
に
従
っ
て
委
任
事
務
を
処
理
せ
ず
、
ま
た
は
不
誠
実
な
い
し
不
注
意
な
事
務
処
理
を
行
っ
た
場
合
（
不
完
全
履
（両）
行
）
、
受
任
者
は
こ
の
際
に
被
っ
た
自
己
の
損
害
を
委
任
者
に
対
し
て
賠
償
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
。
四
○
二
条
二
項
お
よ
び
四
二
二
条
一
項
で
は
、
こ
の
点
は
明
確
で
は
な
い
。
ま
た
、
こ
れ
と
関
連
し
て
、
損
害
と
因
果
関
係
に
立
つ
過
失
が
受
任
者
に
あ
る
場
合
に
つ
い
て
も
、
こ
こ
で
見
る
こ
と
に
し
た
い
。
スイス債務法におけるリスク責任について（宮本）
一一一一一一
（巧）
このように判例は委任者の責任を基礎づけるには最軽過失で足りるとする。学説もこれを支持する。これによって、
委
任
者
の
責
任
は
通
常
の
過
失
責
任
よ
り
も
厳
格
化
さ
れ
、
「
無
過
失
の
証
明
」
の
実
際
的
な
困
難
性
を
も
考
慮
す
る
と
、
委
任
者
の
貴
（稲）
任
は
客
観
的
な
責
任
す
な
わ
ち
因
果
責
任
に
極
め
て
近
い
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
こ
こ
で
は
も
ち
ろ
ん
無
償
委
任
の
場
合
の
よ
う
な
「
立
法
者
の
過
誤
」
は
問
題
と
な
ら
な
い
が
、
し
か
し
、
判
例
が
債
務
法
改
正
時
の
反
対
学
説
の
存
在
を
理
由
に
最
軽
過
失
で
足
り
る
と
し
て
委
任
者
の
責
任
を
厳
格
化
し
た
こ
と
は
大
変
興
味
深
い
。
有
使
委
任
の
場
合
を
も
含
め
て
、
委
任
者
の
無
過
失
損
害
賠
償
責
任
へ
の
こ
だ
わ
り
を
強
く
感
じ
と
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
解
決
が
裁
判
官
の
衡
平
感
覚
に
合
致
す
る
こ
と
の
証
左
で
も
あ
る
と
い
え
よ
う
。
④
被
告
銀
行
か
ら
の
返
答
を
待
つ
こ
と
な
く
小
切
手
を
買
戻
す
場
合
に
は
、
原
告
銀
行
は
こ
れ
に
よ
っ
て
損
害
が
惹
起
さ
れ
る
危
険
を
覚
悟
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
こ
の
点
に
つ
き
原
告
銀
行
に
は
過
失
が
あ
る
。
くは
な
い
場
合
に
、
委
任
者
が
資
任
を
負
う
べ
き
こ
と
は
衡
平
の要求である。このことは、取引の性質によれば、九九条の規制にも合致す
ヱ》。
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⑥有償委任の場ムロ、まず第一に、不完全履行した場合における受任者の賠償請求権に関してであるが、学説では、
全面的に否定する見解と、相当因果関係の有無に分けて考察する見解が対立している。（犯）
ガウチィーは四○一一条一一項の適用を全面的に否定し、受任者の賠償請求権を認めない。
彼は委任や事務管理を含む事務処理法（○の、呂陛訂局目『目、、『の。宮）においては、事務処理者の過失なしに被った
損害は利益享受者によって引き受けられるのが衡平に合致するとし、利益享受者の因果責任の根拠を事務処理の利益
と危険（ｚｐＲの口目」の呉昌司已の門○ｍの⑤颪津、雷耳目、）の本人への帰属に求める。そして、このような事務処理者、
とりわけ受任者の損害賠償請求権の一般的な要件として、①委任事務処理と損害の間の相当因果関係の存在、②正当
な委任事務処理（骨冒】ぬのシロヰ日、、自呉目『目、）の存在（四○二条一項参照）、③受任者の無過失（の。冒巨・巴、‐
丙農）という三つの要件を導く。有償委任の場合には、本来的には右の原則は妥当しないが、スイス債務法は中間的
な解決を行い、委任者が損害と因果関係に立つ自己の過失の不存在を立証したときはこの責任を免れるものとした。
従
っ
て
、
有
償
委
任
に
お
い
て
は
、
委
任
者
が
こ
の
よ
う
な
立
証
に
失
敗
し
た
こ
と
が
特
別
な
要
件
と
な
る
。
ガウチィーによれば、契約や指図に反する事務処理や不誠実または不注意な委任事務の処理は②または③の要件を
満たさないから、四○二条二項による賠償請求権は認められない。このような委任事務の処理は本人の利益に属さず、
利益享受者（委任者）に賠償責任を課す基礎を欠くからである。なお、事務管理のところで述べたように、ガウチィ
ーは「事務処理における過失」と「損害と因果関係に過失」を区別するが、ここでいう「受任者の無過失」または
「過失なしに」というのは前者の「事務処理における過失」の不存在を意味することに注意する必要があろう。
（円）
これに対して、フェルマンは、①損害の存在、②委任者の契約違反の存在、③損害と契約違反の間の因果関係、④
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ま
た
、
ホ
ー
フ
シ
ュ
テ
ッ
タ
ー
は
、
「
受
任
者
が
契
約
や
指
図
に
従
っ
て
行
為
せ
ず
、
こ
の
結
果
と
し
て
損
害
を
被
っ
た
場
合
に
は
賠
（別）
償
義
務
は
生
じ
な
い
」
と
簡
単
に
述
べ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
右
の
第
一
類
型
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
り
、
こ
の
限
り
で
フ
ェ
ル
マ
ン
の
見
解と一致する。
委
任
者
の
過
失
の
四
つ
を
四
○
二
条
二
項
の
適
用
要
件
と
し
て
挙
げ
る
。
そ
し
て
、
受
任
者
の
不
完
全
履
行
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
と
損
害
と
の
因
果
関
係
に
着
目
し
て
、
次
の
三
つ
の
類
型
に
分
け
て
考
察
す
る
。
Ⅲ
受
任
者
の
損
害
が
契
約
な
い
し
指
図
に
違
反
す
る
事
務
処
理
の
結
果
と
し
て
生
じ
た
場
合
。
こ
の
よ
う
な
受
任
者
の
不
完
全
履
行
は
委
任
者
の
責
任
を
排
除
し
な
い
。
委
任
者
に
契
約
違
反
が
な
い
故
に
、
四
○
二
条
二
項
の
要
件
を
満
た
さ
ず
、
そ
れ
故
、
委
任
者
の
賠
償
責
任
が
結
果
的
に
問
題
と
な
ら
な
い
に
過
ぎ
な
い
。
⑪
損
害
が
確
か
に
受
任
者
の
不
完
全
履
行
の
結
果
と
し
て
生
じ
た
が
、
し
か
し
、
委
任
者
に
も
損
害
回
避
の
た
め
の
保
護
義
務
違
反
の
非
難
が
な
さ
れ
る
場
合
。
こ
こ
で
は
、
委
任
者
の
保
護
義
務
違
反
が
存
在
す
る
か
ら
、
四
○
二
条
二
項
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
権
が
成
立
す
る
。
し
か
し
、
受
任
者
の
共
同
過
失
が
存
在
す
る
か
ら
、
こ
れ
に
よ
り
賠
倣
額
は
減
額
さ
れ
る
。
こ
の
共
同
過
失
が
免
資
事
由
の
強
度
さ
に
至
る
と
き
は
、
受
任
者
の
損
害
賠
償
請
求
権
は
排
除
さ
れ
る
。
⑪
受
任
者
の
契
約
な
い
し
指
図
の
違
反
や
誠
実
義
務
の
違
反
が
存
在
す
る
が
、
し
か
し
、
こ
れ
ら
が
被
っ
た
損
害
と
因
果
関
係
に
立
た
ず
、
単
に
委
任
者
の
契
約
違
反
に
帰
す
べ
き
場
合
。
こ
の
よ
う
な
場
合
に
は
、
委
任
者
は
こ
の
損
害
を
完
全
に
賠
償
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
受
任
者
の
不
完
全
履
行
は
損
害
賠
償
の
減
額
事
由
と
は
な
ら
な
い
。
こ
れ
と
は
別
に
、
受
任
者
の
契
約
違
反
に
よ
っ
て
委
任
者
に
損
害
が
生
じ
た
と
き
は
、
委
任
者
は
受
任
者
に
対
し
て
賠
償
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
し
、
こ
れ
と
受
任
者
の
損
害
賠
仙
請
求
権
を
相
殺
す
る
も
で
き
る
。ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
貴
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
三
五
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何次に、受任者に共同過失（ご一宮の『、。百一１のご）がある場合についてみると、このような受任者の共同過失は損害
賠
償
の
減
額
ま
た
は
免
責
事
由
と
さ
れ
る
点
に
争
い
は
な
い
。
四
○
二
条
二
項
の
損
害
賠
償
請
求
権
を
委
任
者
の
保
謹
義
務
違
反
に
よ
る
契
約
法
上
の
賠
佼
責
任
だ
と
理
解
す
る
場
合
に
は
、
損
害
賠
値
の
算
定
は
九
九
条
の
総
則
規
定
に
従
う
。
受
任
者
の
共
同
過
失
は
九
九
条
三
項
に
よ
る
四
四
条
一
項
の
準
用
に
基
づ
い
て
、
損
害
賠
償
の
減
額
ま
た
は
免
賀
に
導
く
。
ま
た
、
こ
れ
を
危
険
責
任
だ
と
理
解
す
る
場
（別）
合
に
も
、
ガ
ウ
チ
ィ
ー
は
四
一
条
以
下
の
規
定
に
服
す
る
と
す
る
か
ら
、
四
四
条
一
項
が
直
接
的
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
こ
で
は
、
も
ち
ろ
ん
受
任
者
の
損
害
と
因
果
関
係
に
立
つ
過
失
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
こ
と
は
当
然
の
こ
と
で
あ
る
。
⑪
無
償
委
任
の
場
合
ｍ
こ
こ
で
は
、
四
二
二
条
一
項
が
類
推
適
用
さ
れ
る
が
、
ガ
ウ
チ
ィ
ー
に
よ
れ
ば
、
前
述
の
三
つ
の
要
件
は
無
償
委
任
を
含
む
受
任
者
の
損
害
賠
悩
請
求
権
の
一
般
的
要
件
で
あ
る
か
ら
、
有
償
委
任
の
場
合
と
同
様
に
、
受
任
者
の
不
完
全
履
行
が
あ
る
と
き
は
、
受
任
者
の
損
害
賠
償
請
求
権
は
否
定
さ
れ
る
（
な
お
、
事
務
管
理
に
お
け
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
見
解
も
参
照
）
。
（躯）
こ
れ
に
対
し
て
、
フ
ェ
ル
マ
ン
は
、
同
条
の
類
推
適
用
の
要
件
と
し
て
、
①
損
害
の
存
在
と
②
こ
の
損
害
と
委
任
事
務
処
理
の
間
の
因
果
関
係
の
存
在
を
挙
げ
る
。
受
任
者
の
被
っ
た
損
害
は
委
任
と
結
び
つ
い
た
危
険
か
ら
生
じ
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
一
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
の
現
実
化
は
こ
れ
に
含
ま
れ
な
い
。
こ
の
よ
う
な
要
件
論
を
前
提
と
す
る
と
、
受
任
者
の
不
完
全
履
行
の
場
合
に
も
、
同
条
の
類
推
適
用
に
よ
る
損
害
賠
償
請
求
迩
殖
は
排
除
さ
れ
な
い
。
こ
れ
に
よ
る
損
害
賠
償
は
裁
判
官
の
裁
量
に
服
す
る
（
四
二
二
条
一
項
）
。
こ
の
際
、
裁
判
官
は
衡
平
を
規
単
と
し
て
、
当
該
事
例
の
す
べ
て
の
事
情
を
考
慮
し
て
請
求
権
の
存
否
お
よ
び
賠
償
額
を
決
定
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
受
任
者
の
不
完
全
履
行
も
こ
の
中
で考慮される。（鯛）
フェルマンは、不完全履行の場〈ロの損害賠償という表題の下で、さらに①受任者の事故が彼の不完全履行に基づく
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Ⅲ
判
例
に
よ
る
リ
ス
ク
資
任
論
の
採
用
と
同
条
の
類
推
適
用
一九二二年に連邦裁判所の判決が出されて以降、無償委任における四二二条一項類推適用論は判例・学説上確固た
る
地
位
を
形
成
し
た
。
そ
の
後
、
こ
れ
以
外
の
領
域
に
お
い
て
同
条
の
類
推
適
用
を
認
め
る
判
例
は
明
ら
か
に
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
。
し
かし、近時、連邦裁判所は好意関係が問題とされた事例において、四二二条一項の類推適用を肯定した。これは連邦
裁判所の初めての判断であり、四二二条一項類推適用論は新たな領域を猶得するに至った。
場合と、②受任者の損害が彼の契約違反と関連せず、むしろこの契約違反が委任と結びついた受任者の特別な危険に
帰
す
べ
き
場
合
の
二
つ
に
分
け
、
前
者
で
は
、
こ
の
事
情
は
裁
判
官
の
裁
量
に
お
い
て
考
慮
さ
れ
る
が
、
通
常
は
委
任
者
の
責
任
は
否
定
される。後者では、損害賠償請求権を初めから排除することは許されないが、しかし、裁判官の裁量に広い余地が認
められると述べる。このフェルマンの説明は単に右の裁判官による裁量を具体的に述べたに過ぎない。
回また、受任者に自己過失（の①一宮ずくのＨｍｏ百一二ｇ）がある場合には、これは損害賠償算定における裁判官の裁鼠の
（別）
中で考慮される。この点は、いずれの見解でも同じである。
連邦裁判所二○○一一年一○月二一日判決［、○国】遷曰屋」］（丸太チェーン掛け事件）
［事実関係］Ａは場合によってはこれを譲り受けるつもりで、Ｂの農場に子牛を見に行った。その際、ＡはＢから建物の正面に
立て掛けてある重い丸太の移動を手伝うことを依頼された。Ａはハシゴを登って、Ｂの操縦するパワーショベルに固定されたチェ
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
三七
二
好
意
関
係
へ
の
類
推
適
用
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一
審
・
二
審
と
も
請
求
棄
却
。
二
審
判
決
は
、
当
事
者
間
に
契
約
は
存
在
せ
ず
、
ま
た
、
被
告
の
行
為
は
原
告
の
転
落
や
怪
我
の
原
因
で
は
な
い
と
し
て
、
被
告
の
契
約
上
の
責
任
お
よ
び
契
約
外
の
責
任
を
否
定
し
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
原
告
が
上
告
。
［
判
旨
］
破
棄
差
戻
し
①
連
邦
裁
判
所
一
九
九
○
年
九
月
一
一
○
日
判
決
（
、
○
国
』
］
ｓ
忌
韻
）
に
よ
れ
ば
、
労
務
給
付
の
領
域
で
も
、
契
約
上
の
債
務
を
生
じ
さ
せ
ず
、
特
に
不
履
行
や
不
完
全
履
行
の
場
合
に
給
付
者
の
契
約
責
任
に
導
か
な
い
よ
う
な
非
拘
束
的
な
好
意
（
旨
く
①
『
す
ご
昌
呂
の
○
の
唇
‐
一一ｍ百号ご）が存在しうる。契約が存在するか、あるいは、単なる好意関係（Ｑの忘二］ぬ穴Ｃ一寸）にとどまるかは、個々の事例の事情に
よ
り
判
断
さ
れ
、
特
に
給
付
の
種
類
、
こ
れ
の
根
拠
や
目
的
、
法
的
・
経
済
的
意
義
、
こ
れ
が
な
さ
れ
た
事
憎
、
当
事
者
の
既
存
の
利
益
状
態
に
よ
り
判
断
さ
れ
る
。
提
供
さ
れ
た
援
助
に
つ
い
て
の
給
付
者
自
身
の
法
的
・
経
済
的
な
利
益
や
、
専
門
的
な
助
言
や
援
助
を
受
け
る
被
援
助
者
の
認
識
可
能
な
利
益は契約意思に賛成する。州裁判所はこの原則を正しく適用して、当事者の法的拘束意思（”の。三豊白目ロ、⑪且一一の。）を否定した。
従
っ
て
、
本
件
で
は
、
単
な
る
好
意
関
係
が
存
在
す
る
に
過
ぎ
な
い
。
②原告の援用する連邦裁判所一九一一一五年判決（因の固臼ロ謡）は、連邦裁判所一九二二年一二月一一一一日判決（■○回一日［←召）
を
維
持
し
て
、
四
二
二
条
一
項
の
無
倣
委
任
へ
の
適
用
を
認
め
た
。
こ
の
一
九
二
二
年
の
判
決
で
は
、
無
償
委
任
の
法
律
上
の
規
制
に
関
し
て
、
裁
判
官
に
よ
っ
て
修
正
さ
れ
る
べ
き
立
法
者
の
過
誤
が
存
在
す
る
こ
と
、
同
じ
利
益
状
態
は
同
じ
法
的
な
取
扱
い
を
必
要
と
す
る
こ
と
、
四
二
二
条
一
項
は
自
己
の
利
益
の
た
め
に
で
は
な
く
利
他
的
な
引
き
受
け
た
義
務
の
履
行
に
よ
っ
て
損
失
を
被
る
べ
き
で
は
な
い
と
い
う
原
則
を
基
礎
と
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
そ
う
だ
と
す
る
と
、
こ
の
原
則
は
法
的
拘
束
意
思
の
な
い
好
意
関
係
の
判
断
に
際
し
て
も
妥
当
す
べ
き
こ
と
は
、
法
律
上
の
同
一
扱
い
の
原
則
（○日目の二『の呂二】ｓの『の］の一Ｃｇの冨己一目、）から直ちに明らかとなる。
③四二二条一項による損害賠償請求権に関して、学説や判例では、他人の利益での行為だけが資任原因（四ｍ津目函印、『巨且）（鍵
樹
成
す
る
の
で
は
な
く
て
、
場
合
に
よ
っ
て
は
、
事
務
管
理
者
が
危
険
な
状
態
に
入
る
と
い
う
事
愉
も
資
任
原
因
を
栂
成
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
この意味で四二二条一項はリスク責任（囚⑪房○冨津目、）の要素も含んでいる。このリスク責任は、損害傾向のある危険な活動が
そ
の
者
の
た
め
に
行
わ
れ
た
本
人
に
よ
っ
て
こ
の
危
険
な
活
動
の
リ
ス
ク
が
負
担
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
契
約
上
も
契
約
外
で
も
有
効
な
原
則
に
基
（髄）
づく。この限りで、四二二条一項を法的拘束意思のない好意行為（○の戯」一一ｍ六の罫、冨且一百ｍの曰。旨の勾巾ｃ亘⑩ワョュ自函、菖皀の口）の事
例に類推適用することも正当化される。けれども、この資任は危険な活動に内在するリスクが現実化した場合のみを把握している。
提起した。
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－ンをその丸太に掛けようとしたが、その前にハシゴから転落して重症を負った。そこで、ＡはＢに対して損害賠償請求の訴えを
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こ
の
事
例
で
は
、
丸
太
の
移
動
の
手
伝
い
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
収
種
の
た
め
の
梨
の
木
の
揺
さ
ぶ
り
と
類
似
す
る
。
そ
れにも拘わらず、連邦裁判所はここでは無償の委任契約ではなくて、単なる好意関係が存在するに過ぎないと認定し、
そ
の
上
で
、
こ
の
よ
う
な
好
意
関
係
に
つ
い
て
も
四
二
二
条
一
項
の
類
推
適
用
は
認
め
ら
れ
る
と
判
示
し
た
。
連
邦
裁
判
所
判
決
の
意
義
は
ま
ず
第
一
に
こ
の
点
に
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
類
推
適
用
の
理
論
的
根
拠
と
し
て
、
行
為
の
利
他
性
と
い
う
無
償
委
任
で
挙
示
さ
れ
た
も
の
以
外
に
、
さ
ら
に
四
二
二
条
一
項
に
よ
る
損
害
賠
償
責
任
を
リ
ス
ク
責
任
す
な
わ
ち
「
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
の
リ
ス
ク
資
任
」
か
ら
基
礎
づ
け
、
こ
れ
は
契
約
上
で
も
契
約
外
で
も
有
効
な
原
則
だ
と
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
好
意
関
係
へ
の
類
推
適
用
を
導
い
た
。
こ
の
よ
う
に
リ
ス
ク
責
任
論
を
前
面
に
打
ち
出
し
た
の
は
こ
の
判
決
が
初
め
て
で
あ
り
、
こ
の
点
に
判
決
の
第
二
の
意
義
が
あ
る
。
いわゆる偶然損害（旨［四一一認（》云臣の。）はこれによって把握されない。それ故、特別な行為リスク（すの⑩。且。『●の弓登、戸の旨『一の房。）
ではなくて、一般的な生活リスク（Ｐ一一頭のロ】の臼のいげの冨吊『国云・）が現実化する場合には、この責任は否定されるべきである。
原
審
は
こ
の
よ
う
な
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
論
じ
て
お
ら
ず
、
ま
た
、
こ
れ
の
判
断
に
必
要
な
事
実
関
係
も
認
定
さ
れ
て
い
な
い
か
ら
、
原
判
決
を
破
棄
し
、
事
件
は
原
審
に
差
し
戻
さ
れ
る
。
④なお、損害賠値とは異なり、同条の費用賠償や債務からの解放は法的拘束意思のない好意行為の場合には適用されない。贈与
意思を伴った事務管理の場合と同様に、寛大さの意図（ロケの『、｜颪［の：の一。三）がこれらの謂求栂を排除する。
②
学
説
に
よ
る
評
価
学
説
で
は
、
こ
の
二
○
○
二
年
判
決
に
言
及
す
る
も
の
は
ま
だ
少
な
い
が
、
こ
れ
ま
で
に
次
の
よ
う
な
評
価
と
問
題
点
の
指
摘
が
な
さ
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
画
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
三九
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⑥
好
意
関
係
へ
の
類
推
適
用
川
ガ
ウ
ホ
は
こ
の
事
例
に
お
い
て
好
意
関
係
の
存
在
を
認
定
し
た
こ
と
は
正
当
で
あ
る
と
し
、
ま
た
、
（朗）
こ
の
好
意
関
係
に
四
二
二
条
一
項
を
類
推
適
用
し
た
こ
と
に
も
全
面
的
に
賛
成
す
る
。
こ
れ
は
従
来
の
判
例
法
理
を
首
尾
一
貫
的
に
展
開
し
た
も
の
に
過
ぎ
な
い
。
契
約
上
の
拘
束
意
思
の
欠
映
は
こ
れ
に
関
し
て
無
償
委
任
と
異
な
っ
て
判
断
す
る
こ
と
を
正
当
化
し
な
い
。
こ
れ
は
「
裁
判
官
の
同
一
取
扱
い
の
原
則
」
か
ら
明
ら
か
で
あ
り
、
ま
た
、
四
二
二
条
一
項
の
本
来
的
な
適
用
場
面
で
あ
る
事
務
管
理
が
契
約
関
係
に
属
し
な
い
こ
と
か
ら
も
理
解
で
き
る
と
す
る
。
彼
に
よ
れ
ば
、
法
律
上
の
拘
束
意
思
が
欠
け
て
い
る
に
も
拘
わ
ら
ず
、
好
意
行
為
は
ｌ
契
約
上
の
給
付
義
務
の
履
行
の
よ
う
に
ｌ
関
与
者
の
相
互
的
な
了
解
の
下
に
行
わ
れ
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
関
与
者
間
の
給
付
に
関
連
し
た
関
係
は
、
一
つ
の
契
約
類
似
の
給
付
関
係
に
（鯛）
な
る
と
す
る
。
こ
の
よ
う
な
好
意
関
係
の
理
解
が
彼
の
評
価
の
基
礎
と
な
っ
て
い
る
と
い
っ
て
よ
い
。
も
っ
と
も
、
判
決
そ
の
も
の
に
つ
い
て
は
若
干
の
疑
問
点
を
指
摘
す
る
。
ま
ず
第
一
に
、
判
旨
が
好
意
関
係
の
当
事
者
に
は
給
付
義
務
は
生
じ
な
い
と
述
べ
な
が
ら
、
「
利
他
的
な
義
務
の
履
行
は
誰
に
も
不
利
益
を
与
え
な
い
」
と
い
う
原
則
を
好
意
関
係
に
も
援
用
す
る
こ
（卯）
と
は
不
正
確
で
あ
る
と
批
判
す
る
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
無
償
委
任
に
合
わ
せ
て
作
ら
れ
た
命
題
の
決
ま
り
文
句
的
な
再
利
用
は
、
こ
れ
に
よ
っ
て
以
前
の
判
例
と
関
連
づ
け
た
に
過
ぎ
ず
、
ま
た
、
給
付
の
無
倣
性
が
四
二
二
条
一
項
の
類
推
適
用
に
導
く
こ
と
を
確
認
し
た
も
の
で
あ
る
と
し
て
、
判
例
の
不
正
確
さ
に
一
定
の
理
解
を
示
し
て
い
る
。
（皿）
第二に、四二二条二項との関連である。事務処理によって意図された結果が事務管理者の「正当な注意をもって処
理」しなかったが故に生じなかった場合には、同条一項による責任はなくなる。チェーンを丸太に掛ける前にハシゴ
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れている。好意関係への類推適用に関するものとリスク責任論に関するものに分けて見ることにしよう。
● 
Hosei University Repository
から転落し、意図された結果は生じなかった。従って、四二二条二項の適用の有無が問題となるが、判例はこの点に
関
し
て
何
も
述
べ
て
い
な
い
。
同
様
の
こ
と
は
一
九
三
五
年
判
決
に
も
妥
当
す
る
。
（兜）
回このようなガウホの見解と異なり、ヴィーガント（三一のｍｇＱ）は好意関係への類推適用に懐疑的である。
まず第一に、これは単なる類推ではなくて、質的な飛躍（目昌一厨冒のの己『目、）が問題となっている。無償で他人
の委任事務を行う者は委託なしにこれを行う者よりも不利な立場に鼠かれるべきではないという理由付けは、好意関
係
へ
の
類
推
適
用
を
基
礎
づ
け
な
い
。
好
意
関
係
の
場
合
と
は
異
な
り
、
無
償
の
受
任
者
は
有
効
な
契
約
関
係
に
立
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
、
「
利
他
的
に
、
か
つ
自
己
の
利
益
の
た
め
に
引
き
受
け
ら
れ
た
の
で
は
な
い
義
務
の
履
行
は
決
し
て
そ
の
者
の
不
利
益
に
な
る
べ
き
で
は
な
い
」
と
い
う
原
則
は
、
事
務
管
理
の
よ
う
な
法
律
上
の
償
務
関
係
あ
る
い
は
無
償
委
任
の
よ
う
な
契
約
上
の
法
律
関
係
が
存
在
す
る
限
り
で
の
み
正
当
で
あ
る
。
（兜）
第二に、判例の見解を首尾一貫すると、日常的な好意関係が法化（くの『円の８畳８百ｍ）され、好意を要請した者に
社会的な現実（のＯＮ区のｏの西のケの昌の一一のご）にも当事者の観念にも合致しないようなリスクを背負い込ませることにな
る
。
ま
た
、
本
人
が
因
果
責
任
を
負
う
と
す
る
と
、
こ
れ
の
相
関
概
念
（
【
・
『
『
の
頁
）
と
し
て
、
結
局
、
好
意
者
に
つ
い
て
も
不
法
行
為
責
任
以
外
の
責
任
を
認
め
ざ
る
を
得
な
く
な
る
と
い
う
。
ｂ
リ
ス
ク
資
任
論
の
採
用
、
リ
ス
ク
資
任
論
の
採
用
に
関
し
て
、
ヴ
ィ
ー
ガ
ン
ト
は
こ
れ
に
言
及
し
て
い
な
い
。
ま
た
、
ヴ
ェ
ー
バ
ー
は
、
こ
の
判
例
に
よ
っ
て
四
二
二
条
一
項
の
適
用
範
囲
を
広
く
拡
張
し
た
だ
け
で
な
く
、
特
別
な
行
為
リ
ス
ク
と
一
般
的
な
生
活
リ
ス
（鋼）
ク
の
区
別
を
導
入
し
た
こ
と
を
指
摘
す
る
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
の
主
観
的
な
評
価
は
述
べ
て
い
な
い
。
口
こ
れ
に
対
し
て
、
ガ
ウ
ホ
は
、
右
の
類
推
適
用
と
は
異
な
り
、
リ
ス
ク
責
任
論
に
つ
い
て
は
こ
れ
を
厳
し
く
批
判
す
る
。
スイス債務法におけるリスク資任について（宮本）
四一
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まず第一に、リスク責任論一般についてであるが、裁判所の見解によれば、本人の責任は「危険行為に内在するリ
ク
ス
」
が
現
実
化
し
た
損
害
に
制
限
さ
れ
、
「
特
別
な
行
為
危
険
で
は
な
く
て
、
被
害
者
の
一
般
的
な
生
活
危
険
」
が
現
実
化
し
た
場
合
に
は
、
本
人
の
責
任
は
否
定
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
「
一
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
は
消
極
的
な
帰
賀
要
素
と
し
て
用
い
ら
れ
、
そ
れ
で
資
任
限
定
の
要
素
と
さ
れ
る
が
、
こ
の
（弱）
こ
と
は
疑
わ
し
い
。
①
こ
の
「
｜
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
に
属
す
る
リ
ス
ク
の
グ
ル
ー
プ
は
ド
イ
ツ
で
も
ま
だ
明
確
に
さ
れ
て
い
な
い
。
こ
の
概
念
は
利
用
可
能
な
輪
郭
を
欠
い
て
い
る
。
こ
れ
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
な
し
に
、
こ
の
よ
う
な
不
明
確
な
概
念
に
連
邦
鋤
裁
判
所
の
よ
う
な
意
義
を
ス
イ
ス
法
に
お
い
て
付
与
す
る
こ
と
は
大
胆
な
企
て
だ
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
②
「
特
別
な
行
為
リ
ス
ク
」
を
補
完
的
概
念
と
し
て
用
い
て
も
、
こ
の
点
は
何
ら
変
わ
ら
な
い
。
「
一
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
の
範
囲
が
明
ら
か
に
な
っ
て
初
め
て
、
何
が
「
特
別
な
行
為
リ
ス
ク
」
で
あ
る
か
も
明
確
と
な
る
か
ら
で
あ
る
。
③
ま
た
、
何
故
二
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
が
被
害
者
自
身
に
よ
っ
て
負
担
さ
れ
る
べ
き
か
の
客
観
的
な
理
由
付
け
も
な
さ
れ
て
い
な
い
。
第
二
に
、
ス
イ
ス
法
と
の
関
連
で
あ
る
が
、
①
「
一
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
に
依
拠
す
る
必
要
性
は
ス
イ
ス
法
で
は
存
在
し
な
い
。
四
二
二
条
一
項
に
よ
る
本
人
の
リ
ス
ク
責
任
は
事
務
処
理
と
損
害
の
間
の
相
当
因
果
関
係
の
存
在
を
要
件
と
す
る
。
こ
の
相
当
因
果
関
係
が
存
在
し
な
い
と
き
は
、
責
任
は
否
定
さ
れ
る
が
、
こ
の
結
果
を
基
礎
づ
け
る
た
め
に
二
股
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
に
依
拠
す
る
必
要
は
な
い
。
ま
た
、
当
該
損
害
が
事
務
処
理
の
特
別
な
危
険
に
基
づ
く
か
ど
う
か
な
ど
は
四
二
二
条
一
項
の
裁
判
官
の
裁
凪
判
断
に
お
い
て
考
慮
さ
れ
る
。
し
か
し
、
こ
こ
で
も
、
「
一
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
の
概
念
は
不
要
で
あ
る
。
②
「
一
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
は
四
二
二
条
一
項
の
貿
任
領
域
か
ら
排
除
さ
れ
る
と
い
う
一
般
的
な
留
保
は
、
具
体
的
な
事
例
に
お
い
て
こ
の
よ
う
な
リ
ス
ク
が
い
つ
、
ど
の
よ
う
に
し
て現実化したかはまさに当該事務処理に基づくという事実を無視している。また、このような一般的な留保は個別的
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事
例
に
お
け
る
最
大
限
の
正
当
性
を
極
得
す
る
た
め
に
立
法
者
が
認
め
た
裁
判
官
の
裁
量
を
制
限
す
る
も
の
で
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
制
限
は
法
文
か
ら
も
立
法
資
料
か
ら
も
取
り
出
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
立
法
者
は
い
ろ
い
ろ
な
リ
ス
ク
を
区
別
す
る
こ
と
な
し
に
、
す
べ
て
を
裁
判
官
の
裁
量
に
委
ね
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
開
か
れ
た
解
決
を
意
識
的
に
選
択
し
た
の
で
あ
り
、
「
特
別
な
リ
ス
ク
」
に
賠
償
を
制
限
す
ることはスイスの立法者の意思と合致しない。また、③「損害傾向のある危険な行為がその者のために行われた本人
に
よ
っ
て
こ
の
危
険
な
行
為
の
リ
ス
ク
が
負
担
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
」
と
い
う
命
題
は
、
無
償
の
労
務
給
付
へ
の
制
限
を
無
視
す
る
も
の
（船）
で
あ
り
、
余
り
に
も
広
く
一
般
化
し
て
い
る
。
（師）
第三の問題点は「偶然損害（国巨区一⑩ｍ・颪二の。）」の用語法に関してである。一九一一二年判決（ロの因←田園員ｍ・
お国）では、四二二条一項は「偶然的な損害結果に関する」責任を規定していると述べ、そこでは、「偶然」というの
は
本
人
の
有
資
な
容
態
に
基
づ
か
な
い
損
害
の
出
来
事
に
関
し
て
用
い
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
こ
こ
で
は
逆
に
、
四
二
二
条
一
項
の
責
任
領
域
か
ら
排
除
す
る
つ
も
り
で
あ
る
損
害
を
「
偶
然
損
害
」
と
し
て
表
し
、
「
偶
然
」
と
い
う
用
語
は
「
一
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
か
ら
生
ず
る
よ
う
な
損
害
に
関
し
て
用
い
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
理
解
さ
れ
た
「
偶
然
損
害
」
と
い
う
文
言
に
よ
っ
て
、
リ
ス
ク
責
任
に
関
す
る
ド
イ
ツ
の
学
説
の
表
現
を
継
受
し
た
。
（肥）
第
四
に
、
実
際
的
な
事
例
に
お
け
る
適
用
に
つ
い
て
も
問
題
が
あ
る
。
仮
に
連
邦
裁
判
所
の
見
解
に
よ
る
と
き
は
、
ハ
シ
ゴ
か
壷
ｂ
の
転
落
は
二
股
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
に
算
入
さ
れ
る
べ
き
か
ど
う
か
が
考
察
さ
れ
る
べ
き
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
事
故
は
ハ
シ
ゴ
を
使
う
と
き
は
い
つ
で
も
生
じ
う
る
も
の
だ
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
述
べ
て
、
ガ
ウ
ホ
は
、
四
二
二
条
一
項
の
損
害
賠
償
義
務
は
「
裁
判
官
の
裁
皿
を
伴
う
リ
ス
ク
資
任
」
で
あ
り
、
裁
判
官
は
衡
平
的
な
裁
量
に
よ
り
、
リ
ス
ク
を
区
別
す
る
こ
と
な
く
、
す
べ
て
の
事
情
を
考
慮
し
て
、
賠
償
義
務
の
存
否
お
よ
び
給
付
さ
れ
る
賠
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
四
三
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この使用者の配慮義務についてみると、旧債務法では、家庭共同体（厨房一一ｓの○の日の旨の。ｇ津）の中で一緒に生活
し
て
い
る
労
働
者
が
過
失
な
し
に
一
時
的
な
病
気
に
か
か
っ
た
と
き
は
、
使
用
者
は
自
己
の
費
用
で
食
事
の
世
話
を
し
、
医
者
の
治
療
を
受
け
さ
せ
る
べ
き
義
務
を
負
う
旨
が
規
定
さ
れ
て
い
る
だ
け
で
あ
っ
た
（
旧
三
四
一
条
二
項
）
。
しかし、新債務法では、右の規定は家庭共同体（出目、、の日の日切・富津）と題する三四四条の第二項に引き継がれた
が、さらに、「個々の雇用関係や労務給付の性質を考慮して正当に期待される限りで、営業危険（ロの日のす、西瓜目同自）
に
対
し
て
十
分
な
保
護
規
制
を
行
い
、
適
切
で
健
全
な
労
働
場
所
、
お
よ
び
家
庭
共
同
体
が
存
在
す
る
場
合
に
は
、
健
全
な
寝
室
を
用
意」すべき義務が使用者に課された（三一一一九条）。
任も負う（九七条）。
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四
値
額
を
判
断
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
よ
う
な
ス
イ
ス
法
の
下
で
は
、
「
特
別
な
行
為
の
リ
ク
ス
」
と
「
一
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
を
区
別
す
る
リ
ス
ク
資
任
論
は
不
要
で
あ
り
、
立
法
者
の
意
思
に
も
適
合
し
な
い
と
主
張
す
る
。
Ⅲ
使
用
者
の
配
慮
義
務
③
立
法
の
変
遷
使
用
者
が
労
働
者
に
対
し
て
損
害
を
与
え
た
場
合
に
は
、
使
用
者
は
不
法
行
為
に
基
づ
い
て
賠
償
す
べ
き
責
任
を
負
う
（
四
一
条
）
。
ま
た
、
使
用
者
は
労
働
者
に
対
す
る
配
慮
義
務
な
い
し
保
護
義
務
の
違
反
を
理
由
に
債
務
不
履
行
に
よ
る
損
害
賠
償
賀
第
三
章
労
働
契
約
と
リ
ス
ク
責
任
労
働
者
被
害
の
類
型
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その後、一九七一年六月一一五日の法改正（ロロ｜」ヨロ］台］）によって、新債務法の雇用契約（ロのロの亘国可口西）に
関する第一○章は「労働契約（□の『シ『ヶの旨く①『弓Ｐ、）」という新たな表題の下で全面的に轡き改められた（一九七一一
（的）
年一月一日施行）。この改正法では、使用者の保護義務については、労働者の人格保護というタイトルの中で、一一一二
八条と三二八ａ条がこれを定める。後者は家族共同体の中で使用者と一緒に生活している労働者に関する特別規定で
ある。そこで、一般規定である三二八条をみると、使用者は次のような義務を負うものとされる。
すなわち、「使用者は労働関係においては労働者の人格（勺のＨ８且◎蔦の鳶）を尊重かつこれを保護し、また、労働
者
の
健
康
に
相
応
な
配
慮
を
な
し
、
公
序
良
俗
の
保
持
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
（
三
二
八
条
一
項
）
。
ま
た
、
「
使
用
者
は
、
個
々
の労働関係や労務給付の性質を考慮して正当に期待できる限りで、労働者の生命や健康を保護するために、経験によ
れ
ば
必
要
不
可
欠
で
あ
っ
て
、
技
術
水
準
に
よ
れ
ば
適
用
可
能
で
あ
り
、
か
つ
、
営
業
状
態
や
財
政
状
況
に
ふ
さ
わ
し
い
よ
う
な
措
置
を
講じなければならない」（三二八条二項）。
（川）
さらに、’九九五年一一一月二四日の男女平等化法（の］の』ロケ、庁の｝一目、の、のｍの言）により、右の一項に第二文として「使用
者は、特に、女性労働者と男性労働者がセクハラを受けないように、また、これの被害者にさらなる不利益が生じな
い
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
い
う
規
定
が
追
加
さ
れ
、
第
二
項
に
は
、
保
護
対
象
と
し
て
「
個
人
的
な
道
徳
的
完
全
性
（□の『＆島・冨冒の日颪←）」を追加して、「労働者の生命、健康および個人的な道徳的完全性を保護するために」と改
められた。また、一九九二年六月一九日の情報保護法（ロ呉のロｍ・冒訂、のめの訂）により、’’’二八ｂ条が追加された
（国囚］①ｇ曰呂①（の。①国））。これによれば、使用者が労働者の個人情報を利用できるのは、労働関係への労働者の
適
性
に
係
わ
る
か
、
ま
た
は
労
働
契
約
の
実
行
た
め
に
必
要
な
場
合
に
制
限
さ
れ
る
。
ス
イ
ス
個
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
画
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
四五
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こ
の
よ
う
に
家
庭
共
同
体
の
中
に
受
け
入
れ
ら
れ
た
労
働
者
に
関
す
る
配
慰
義
務
か
ら
労
働
者
の
生
命
・
身
体
な
ど
を
保
護
す
べ
き
義
務
、
さ
ら
に
労
働
者
の
人
格
を
保
謹
す
べ
き
義
務
へ
と
、
配
慰
義
務
の
範
囲
は
拡
張
さ
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
一
般
的
な
配
慮
義
務
（巴｝、の白の白の句ご『ｍ・侭の呂旨頁）、すなわち労働関係において労働者に保護と配慮を与え、労働者の正当な利益を誠実
に
守
る
べ
き
使
用
者
の
一
般
的
な
義
務
を
規
定
す
る
ま
で
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
（Ⅲ） 
し
か
し
、
学
説
の
通
説
的
見
解
は
こ
の
よ
う
な
包
括
的
な
性
質
を
有
す
る
一
般
的
な
配
慮
義
務
を
解
釈
上
肯
定
す
る
。
使
用
者
の
一
般
的
な
配
慮
義
務
は
労
働
者
の
忠
実
義
務
に
対
応
す
る
も
の
で
あ
り
、
労
働
者
と
使
用
者
の
間
の
共
同
体
関
係
で
は
な
く
て
、
個
別
的
労
働
契
約
の
人
的
な
性
質
、
さ
ら
に
労
働
者
の
人
格
権
や
信
義
則
か
ら
生
ず
る
も
の
と
解
す
る
。
こ
の
よ
う
な
立
場
か
ら
す
る
と
、
一
般
的
配
慮
義
務
に
関
す
る
規
定
を
有
し
な
い
現
行
債
務
法
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
か
が
問
題
と
な
る
が
、
こ
の
点
は
肯
定
的
と
い
え
る
。
使
用
者
の
義
務
に
関
す
る
他
の
規
定
を
も
総
合
的
に
考
慮
す
る
と
、
現
行
債
務
法
は
す
で
に
一
般
的
な
配
慰
義
務
に
属
す
る
多
く
の
重
要
な
部
（皿）
分につき規定を有するか壱ｂである。
⑪
労
働
者
の
人
格
の
保
護
三
二
八
条
一
項
に
よ
り
保
護
さ
れ
る
労
働
者
の
人
格
的
利
益
と
し
て
は
、
と
り
わ
け
生
命
と
健
康
、
身
体
的・精神的な完全性、個人的・職業的な名誉、営業内での地位や評判、秘密領域（○の盲目、目普●の）、個人的見解を
表
明
す
る
自
由
、
労
働
組
合
を
組
織
す
る
自
由
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
の
人
格
保
護
は
民
法
二
八
条
で
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
三
二
八
条
一
項
は
労
働
関
係
に
お
い
て
こ
れ
を
具
体
化
し
た
も
の
で
あ
る
。
このような労働者の人格保護の下で、労働者の生命・健康の保謹以外に、①村八分（三○ｇ冒頭）からの保護、②
就労させる義務（国の⑪の嵐｛豆、目、の目】●耳）、③同一取扱いの原則（の一の】ｎ房の冒且旨口、、四自己の９Ｎ）、④両性の平等
（、）
（○一の］・目の】己の『○の、。ご①○三の局）、⑤遺伝的な検査などが議論されている。
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ｐ労働者の生命・健康に関する特別な保護義務（ウの、。且の局の、。百百菖一ロ亘）㈹一一一二八条二項は労働者の生命や健
康
、
個
人
的
な
道
徳的完全性を保護すべき義務を定める。これは同条一項の労働者の人格保護を具体化したに過ぎず、
（川）
使用者の配慮義務の拡張を意図したものではない。
（伽）
このような保護義務に基づいて、具体的には、使用者は次のようなことをなす必要がある。まず第一に、労働場所
に
関
し
て
で
あ
る
が
、
使
用
者
は
労
働
者
の
生
命
や
健
康
が
保
護
さ
れ
る
よ
う
に
こ
れ
を
整
備
・
維
持
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
作業器具や機械設備については、作業が危険なしに行われるように危険防止装置を取り付けるべきであり、必要な場
合
に
は
、
保
護
マ
ス
ク
や
保
護
メ
ガ
ネ
な
ど
を
労
働
者
に
使
用
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
よ
う
な
物
的
設
備
の
安
全
性
だ
け
で
な
く
、
労
働
者
の
生
命
・
健
康
を
保
護
す
る
た
め
に
適
切
な
服
務
規
則
の
作
成
や
指
図
を
な
す
べ
き
義
務
も
使
用
者
に
課
さ
れ
る
。
危
険
が
直
ち
に
は
労
働
者
に
認
識
可
能
で
な
い
よ
う
な
場
合
に
は
、
使
用
者
は
労
働
者
に
こ
れ
を
警
告
し
説
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
具
体
的
に
は
、
書
面
や
口
頭
に
よ
る
指
導
、
警
告
信
号
や
警
告
板
の
設
置
な
ど
の
方
法
が
考
え
ら
れる。また、労務遂行の方法や保護装置の使用などについて必要な指図を行い、労働者がこれを遵守しているかどう
か
を
十
分
に
監
視
・
監
督
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
さらに、労働者の生命や健康を害しないように、使用者は営業や一般的な労働経過、具体的な作業工程を組織すべ
（脳）
き義務を負う。勤務時間のムロ目的的でない規制や過労をもたらすような異常な要求、さらに、不適切な労働者に当該
作
業
を
行
わ
せ
た
り
、
補
助
者
を
付
け
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
こ
の
よ
う
な
組
織
義
務
の
違
反
が
存
在
す
る
。（、）
口一一一二八条二項は使用者に保護義務を課すだけではなくて、これの制限についても規定する。使用者の保護義務は
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
寅
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
四
七
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もちろん無制限ではあり得ないが、スイス債務法はこれの制限基準を明一不的に規定する点で特徴的である。具体的に
は
、
次
の
よ
う
な
制
限
に
服
す
る
。
①
経
験
に
基
づ
く
必
要
性
に
よ
る
制
限
保
護
対
策
が
経
験
に
よ
れ
ば
必
要
で
あ
る
限
り
で
の
み
、
保
謹
義
務
は
成
立
す
る
。
当
該
営
業
の
中
で
得
ら
れ
た
知
識
だ
け
で
な
く
、
他
の
営
業
や
専
門
雑
誌
、
労
働
官
庁
や
ス
イ
ス
事
故
保
険
協
会
（
Ｓ
Ｕ
Ｖ
Ａ
）
の
実
務
か
ら
得
られた一般的な経験も基準となる。当該使用者が保護対策を実際に認識していたかどうかは何の役割も演じない。
②
技
術
水
準
に
よ
る
制
限
平
均
的
な
専
門
家
に
と
っ
て
明
白
で
あ
り
、
実
際
的
か
つ
一
般
的
に
認
め
ら
れ
た
技
術
の
法
則
が
規
準
と
さ
れ
る
。
技
術
の
進
歩
が
計
算
に
入
れ
ら
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
従
来
通
例
で
あ
っ
た
と
い
う
だ
け
で
は
十
分
で
な
い
。
③
適
切
性
に
よ
る
制
限
保
護
対
策
は
営
業
ま
た
は
使
用
者
の
財
政
と
の
関
係
で
適
切
な
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
中
小
企
業
に
は
大
企
業
と
同
程
度
の
保
護
対
策
を
要
求
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
も
っ
と
も
、
生
命
に
重
大
な
危
険
を
も
た
ら
す
場
合
に
は
、
経
済
的
な
理
由
に
よ
る
使
用
者
の
免
賢
は
認
め
ら
れ
な
い
。
④
労
働
関
係
の
種
類
や
労
務
給
付
の
性
質
に
よ
る
制
限
労
働
関
係
の
種
類
や
労
務
給
付
の
性
質
に
よ
れ
ば
正
当
に
使
用
者
に
要
求
で
き
る
限
り
で
、
使
用
者
は
保
護
義
務
を
負
う
。
成
人
し
た
経
験
豊
か
な
労
働
者
と
比
べ
る
と
、
徒
弟
や
青
少
年
、
経
験
が
無
く
糖
神
的
に
未成熟な労働者などに対しては、より注意深く危険について教え、より多くの管理・監督を必要とする。
㈹
使
用
者
の
保
護
義
務
に
関
し
て
は
、
償
務
法
だ
け
で
な
く
、
公
法
上
の
労
働
保
護
法
も
こ
れ
を
規
定
す
る
。
た
と
え
ば
、
労
働
法
六
（咽）
条や事故保険法（ＵＶＧ）八一一条一項、これに関連する政令などがそうである。そこで、このような公法上規定され
た保護義務も三二八条二項の制限基準に服するのかどうかが問題となる。
このような公法上の義務が個別労働契約の内容となりうる場合には、三四二条一一項により、民法上の履行熱輌求権が
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労
働
者
に
認
め
ら
れ
る
が
、
こ
の
規
定
は
絶
対
的
な
強
行
規
定
と
さ
れ
る
（
三
六
一
条
一
項
）
。
従
っ
て
、
公
法
上
規
定
さ
れ
た
保
護
義
務
に
つ
い
て
は
、
三
二
八
条
二
項
の
制
限
は
適
用
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
ろ
う
。
こ
の
意
味
で
は
、
公
法
上
の
保
護
義
務
は
使
用
者
の
保
護
義
務
の
最
低
限
度
で
あ
り
、
こ
れ
を
下
回
る
こ
と
は
な
い
と
い
っ
て
よ
い
。
同
条
の
制
限
が
適
用
さ
れ
る
の
は
、
公
法
上
の
保
護
義
務
が
存在しない場合に限られる。この点については、学説上争いはない。
そ
れ
で
は
、
逆
に
、
公
法
上
の
保
護
義
務
が
使
用
者
に
と
っ
て
義
務
づ
け
ら
れ
る
上
限
と
な
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
こ
れ
は
公
法
上
の
保
護
義
務
の
絶
対
的
強
行
法
規
性
と
並
ん
で
、
保
護
義
務
に
関
す
る
三
一
一
八
条
が
片
面
的
強
行
規
定
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
の
関
連
で
問
題
（川）
となる。一部の見解はこれを肯定し、それ故、’一一二八条二項の実際的な重要性は僅かであるという。これに対して、
反
対
説
に
よ
れ
ば
、
私
法
上
の
保
護
義
務
と
公
法
上
の
保
護
義
務
が
一
致
す
る
必
要
は
な
い
。
公
法
上
許
さ
れ
る
こ
と
は
、
必
然
的
に
私
法
上
の
保
護
義
務
の
観
点
の
下
で
も
許
さ
れ
る
と
す
る
必
要
は
な
い
。
ま
た
、
保
護
義
務
に
関
す
る
三
二
八
条
は
片
面
的
な
強
行
規
定
で
あるから（三六二条一項）、一一一四二条二項が絶対的な強行規定であるとしても、もっと厳格な保護義務を合意するこ
（Ⅲ） 
と
は
当
事
者
の
自
由
裁
量
に
委
ね
ら
れ
た
ま
ま
で
あ
る
と
主
張
す
る
。
こ
の
よ
う
に
見
解
の
対
立
が
み
ら
れ
る
が
、
反
対
説
を
支
持
す
べ
き
も
の
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
理
由
を
敷
行
す
る
と
、
三
四
二
条
二
項
は
公
法
上
の
規
定
に
民
法
上
の
効
力
を
付
与
し
た
も
の
で
あ
り
、
三
六
一
条
は
こ
の
よ
う
な
民
法
上
の
効
力
（
履
行
請
求
権
）
を
剥
奪
す
る
合
意
を
禁
止
し
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
。
従
っ
て
、
特
約
が
あ
る
場
合
に
も
、
公
法
上
の
規
定
は
当
然
に
使
用
者
の
保
護
義
務
を
構
成
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
し
か
し
、
こ
の
保
護
義
務
の
具
体
的
な
内
容
や
程
度
に
つ
い
て
は
、
も
っ
ぱ
ら
三
二
八
条
二
項
に
よ
っ
て
判
断
さ
れ
る
。
こ
れ
は
片
面
的
強
行
規
定
で
あ
っ
て
、
労
働
者
に
不
利
な
解
釈
は
禁
止
さ
れ
る
か
ら
、
こ
の
場
合
の
具
体
的
な
内
容
や
程
度
を
公
法
上
の
規
定
よ
り
も
下
回
っ
て
判
断
す
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
許
さ
れ
な
い
が
、
し
か
し
、
逆
に
、
こ
の
内
容
を
拡
張
し
あ
る
い
は
程
度
を
厳
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
貴
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
四九
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格化することは可能であろう。同様に、使用者の責任を厳格化する〈ロ意も許される。
⑪
労
働
者
の
財
産
を
保
護
す
べ
き
義
務
使
用
者
の
配
慮
義
務
は
労
働
者
の
財
産
を
保
護
す
る
こ
と
に
も
及
ぶ
。
た
と
え
ば
、
民
法
に
規
定
す
る
も
の
と
し
て
は
、
労
働
者
が
使
用
者
の
同
意
を
得
て
自
分
で
労
務
を
行
う
た
め
に
機
具
や
材
料
を
用
立
て
た
場
合
に
お
け
る
使
用者の賠償義務（三二七条一一項）、および、労務遂行によって不可避的に生ずる費用の賠償義務（一一一二七ａ条一項）、
使
用
者
ま
た
は
自
分
の
自
動
車
を
使
用
す
る
場
合
に
お
け
る
稼
働
費
用
や
維
持
費
用
の
支
払
い
義
務
（
三
二
七
ｂ
条
一
項
）
な
ど
が
そ
の
例
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
一
般
的
な
配
慮
義
務
か
ら
直
接
に
導
か
れ
る
も
の
と
し
て
、
①
労
働
者
の
物
の
安
全
な
保
管
手
段
を
提
供
す
べ
き
義
務
や
②
企
業
に
関
す
る
社
会
給
付
や
保
険
給
付
な
ど
に
関
し
て
労
働
者
に
情
報
提
供
す
べ
き
義
務
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。
さ
ら
に
、
③
労
働
者
が
労
務
の
遂
行
中
に
第
三
者
に
損
害
を
与
え
ま
た
は
自
己
に
損
害
を
惹
起
し
た
場
合
に
は
、
労
働
者
が
使
用
者
と
の
関
係
で
免
責
（川）
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
限
り
で
、
こ
れ
を
賠
償
す
べ
き
義
務
も
こ
の
例
の
一
つ
と
す
る
見
解
も
あ
る
。
㈲
配
慮
義
務
違
反
の
効
果
使
用
者
が
配
慮
義
務
に
違
反
す
る
場
合
に
は
、
労
働
者
の
生
命
・
健
康
等
に
関
す
る
保
護
義
務
の
違
反
を
含
め
て
、
次
の
よ
う
な
法
的
救
済
手
段
が
労
働
者
に
認
め
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
①
労
務
給
付
の
拒
絶
、
②
履
行
請
求
訴
訟
、
③
損
害
賠
償請求、④解約告知の四つである。この中で損害賠償の請求が実際上最も重要なものである。
こ
の
よ
う
な
契
約
上
の
損
害
賠
償
義
務
が
使
用
者
に
生
ず
る
た
め
に
は
、
①
配
慮
義
務
な
い
し
保
護
義
務
の
違
反
、
②
使
用
者
の
過
失
、
③
労
働
者
の
損
害
、
④
相
当
因
果
関
係
の
存
在
を
必
要
と
す
る
。
使
用
者
の
責
任
は
過
失
責
任
の
原
則
に
服
す
る
。
し
か
し
、
通
常
の
債
務
不
履
行
の
場
合
と
同
様
に
、
債
務
者
で
あ
る
使
用
者
の
過
失
は
推
定
さ
れ
る
か
ら
、
自
己
に
過
失
の
な
い
こ
と
を
証
明
し
な
い
限
り
、
使用者は損害を賠償しなければならない（九七条一項）。
もっとも、保護義務違反が問題とされるところでは、連邦裁判所は過度の注意や予見を要求することによって、す
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②
使
用
者
の
賠
償
責
任
と
社
会
保
険
法
③スイスで働く労働者が職業事故（、の弓巨、目帛Ｐ一一）や職業病（、の『具、胃目与の一一）により損害を被った場合には、
事
故
保
険
法
な
ど
に
よ
る
保
険
給
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
れ
に
関
し
て
は
、
一
九
一
一
年
六
月
一
三
日
に
制
定
さ
れ
た
疾
病
・
事故保険法（、目』の⑪由の、の目与の『１－の【『自丙のご‐目ニロロ区］ぐの『巴呂のＨ自四【ごくの）が規定していた。
その後、一九八一年一一一月二○日に事故保険法（団目」の⑩、の、の甘弓の『ｓのごロ巨一ぐの『、一・盲『百ｍどくの）が新たに制定
さ
れ
た
（
一
九
八
四
年
一
月
一
日
施
行
）
。
こ
れ
は
職
業
事
故
だ
け
で
な
く
職
業
病
に
も
適
用
さ
れ
る
（
六
条
一
項
、
九
条
三
項
）
。
従
っ
ス
イ
ス
悩
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
五一
べての職業リスク（、の『貝切『回【・）に関して使用者に責任を課す傾向にあるとされる。とりわけ機械への危険防止装
置
に
関
し
て
は
そ
う
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
使
用
者
は
労
働
者
の
不
注
意
の
結
果
と
し
て
は
じ
め
て
現
実
化
す
る
よ
う
な
危
険
に
対
し
て
（収）
も
、
こ
の
労
働
者
の
不
注
意
が
通
常
の
予
見
可
能
性
の
外
に
な
い
限
り
で
、
労
働
者
を
保
護
し
な
け
れ
ば
な
・
ｂ
な
い
。
ま
た
、
他
の
労
働
者
に
よ
っ
て
怪
我
さ
せ
ら
れ
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
に
必
要
な
予
防
措
置
を
行
う
べ
き
で
あ
り
、
こ
れ
に
違
反
す
る
と
き
は
、
使
用
者
（川）
は
賠
償
責
任
を
負
う
と
い
う
よ
う
に
、
使
用
者
の
保
護
義
務
に
過
度
の
要
求
を
課
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
保
護
義
務
の
厳
格
化
・
拡
張
化
に
よ
っ
て
、
広
範
囲
に
因
果
責
任
と
同
様
の
結
果
が
も
た
ら
さ
れ
て
い
る
。
（Ⅲ） 
学
説
で
は
こ
の
よ
う
な
判
例
の
傾
向
は
正
当
な
も
の
で
あ
る
と
し
て
支
持
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
近
時
で
は
、
営
業
リ
ス
ク
の
観
点
（順）
か
雲
り
、
使
用
者
は
過
失
と
は
無
関
係
に
労
働
者
の
損
害
を
賠
償
す
べ
き
だ
と
す
る
見
解
が
主
張
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
労
働
者
の
加
害
の
類
型
を
含
め
て
統
一
的
に
理
解
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
見
解
に
つ
い
て
は
、
労
働
者
加
害
の
類
型
の
中
で
ま
と
め
て
見
る
こ
と
に
し
た
い
。
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（川）
て、労災事故に関しては、これは従来のＫＵＶＧに代わるものである。
また、二○○○年一○月六日には、社会保険法の通則法（因巨且の、函の、の官弓の『」のロと一ｍの白の旨のロ曰の』｝□のｍｍ８区‐
この風呂の司冒、、【の。写の）し弓、の）が制定された（一一○○三年一月一日施行）。これに伴い、事故保険法や疾病保険法
（ＫＶＧ）など関連する一六の連邦法が改正された。
⑪これが労災に関する社会保険法の変遷であるが、このような保険給付と使用者の労働者に対する賠償義務とはど
の
よ
う
な
関
係
に
立
つ
の
だ
ろ
う
か
。
こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
一
九
二
年
の
Ｋ
Ｕ
Ｖ
Ｇ
に
お
い
て
、
使
用
者
の
免
責
特
権
が
規
定
さ
れ
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
使
用
者
が
保
険
の
掛
け
金
を
支
払
っ
て
い
る
と
き
は
、
使
用
者
は
事
故
を
故
意
ま
た
は
重
過
失
で
惹
起
し
た場合にのみこの事故に関して責任を負えば足りる（一一一九条二項）。
こ
の
よ
う
な
使
用
者
の
軽
過
失
免
責
は
新
た
に
制
定
さ
れ
た
Ｕ
Ｖ
Ｇ
に
お
い
て
も
引
き
継
が
れ
た
。
同
法
四
四
条
二
項
に
よ
れ
ば
、
職
業事故に基づく使用者に対する被保険者の損害賠償請求権（四口（ｇ蔑・三画ロ、己『巨呂）は、使用者がこれを故意または
重
過
失
で
惹
起
し
た
場
合
に
の
み
成
立
す
る
も
の
と
さ
れ
た
。
こ
の
よ
う
な
使
用
者
の
免
責
は
Ｕ
Ｖ
Ｇ
四
三
条
の
意
味
で
の
保
険
給
付
に
よ
っ
て
全
部
ま
た
は
一
部
カ
バ
ー
さ
れ
る
同
種
の
損
害
（函］の冒冨員、の『の呂且のロ）に関してのみ妥当する。従って、保険給付と同じ種類でない損害に関しては、免責の対象
と
は
な
ら
な
い
か
ら
、
労
働
者
は
こ
れ
の
賠
仙
を
謂
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
と
え
ば
、
労
働
者
の
物
的
損
害
や
慰
謝
料
な
ど
が
そ
う
（晒）
である。また、労働者が死亡した場ムロには、遺族は不法行為を理由に扶養損害の賠償を請求できる。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
使
用
者
の
免
責
特
権
に
関
し
て
、
二
○
○
○
年
の
Ａ
Ｔ
ｓ
Ｇ
は
注
目
す
べ
き
改
正
を
行
っ
た
。
そ
こ
で
は
、
右
のＵＶＧ四四条一一項は削除され、「職業事故（国の『貝、目歓一一）に基づく使用者に対する保険者の償還請求権（勾旨高‐
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こ
の
よ
う
な
法
改
正
が
な
さ
れ
た
理
由
は
、
一
方
で
は
、
使
用
者
が
職
業
事
故
保
険
に
関
し
て
保
険
者
に
掛
金
を
支
払
っ
て
い
る
が
故
に
、
使
用
者
に
対
す
る
保
険
者
の
償
還
請
求
は
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
は
な
い
が
、
他
方
で
は
、
被
害
者
の
補
填
さ
れ
て
い
な
い
損
害
に
っ
（川）
いては、被害者は使用者に損害賠償を請求し》つるべきだという点にある。
こ
の
よ
う
な
現
行
法
に
よ
れ
ば
、
従
来
と
は
異
な
り
、
①
使
用
者
の
軽
過
失
の
場
合
に
も
、
労
働
者
は
使
用
者
に
賠
償
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
と
も
に
、
②
保
険
給
付
と
同
種
の
損
害
で
あ
る
か
否
か
を
問
う
こ
と
な
く
、
保
険
給
付
で
補
填
さ
れ
な
い
損
害
す
べ
て
を
陪
（四）
償
請
求
で
き
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
人
的
損
害
に
関
す
る
賠
償
の
欠
峡
が
閉
じ
ら
れ
た
。
このような新法の下では、使用者に対する損害賠償請求訴訟が旧法下よりもさらに増加することが予想されるが、
リ
ス
ク
責
任
論
な
ど
に
よ
る
使
用
者
の
賠
償
責
任
の
厳
格
化
は
単
に
理
論
上
に
と
ど
ま
ら
ず
現
実
的
・
実
践
的
な
意
義
を
猶
得
し
た
と
い
（伽）
える。
を欠くが、
九条三項）。
『一瀞自助で『匡呂）は、使用者がこれを故意または重過失で惹起した場合にのみ成立する」という規定に置き換えられ
た
（
七
五
条
二
項
）
。
こ
れ
は
保
険
者
か
ら
の
使
用
者
に
対
す
る
償
還
請
求
権
を
制
限
す
る
も
の
で
あ
り
、
使
用
者
の
免
責
特
権
田
凰
‐
目。、８１己の、）から使用者の償還特権（幻の、『の、、ロゴ一一の、）への変更を意味する。職業病の場合については明文規定
を
欠
く
が
、
こ
れ
と
同
様
の
こ
と
が
妥
当
し
よ
う
。
職
業
病
は
原
則
と
し
て
職
業
事
故
と
同
一
に
取
り
扱
わ
れ
る
か
ら
で
あ
る
（
Ｕ
Ｖ
Ｇ
スイス憤務法におけるリスク責任について（宮本）
五
＝ 
￣ 
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Ⅲ
労
働
者
の
賠
償
責
任
と
債
務
法
上
の
一
般
原
則
労
働
者
加
害
の
類
型
に
つ
い
て
み
る
と
、
ま
ず
第
一
に
、
労
働
者
が
使
用
者
に
損
害
を
与
え
た
場
合
に
は
、
労
働
者
は
不
法
行
為
賀
任
と
と
も
に
、
債
務
不
履
行
責
任
を
負
う
（
三
二
一
ｅ
条
一
項
）
。
労
働
者
は
彼
に
任
さ
れ
た
作
業
を
注
意
深
く
行
う
べ
き
義
務
に
違
反
し
た
か
ら
で
あ
る
（
一
一
一
二
一
ａ
条
一
項
）
。
こ
こ
で
も
九
七
条
の
一
般
原
則
が
適
用
さ
れ
る
か
ら
、
労
働
者
の
過
失
は
推
定
さ
れ
る
。
従
っ
て
、
労
働
者
が
責
任
を
免
れ
る
た
め
に
は
、
故
意
・
過
失
の
不
存
在
に
つ
き
立
証
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
第
二
に
、
労
働
者
が
第
三
者
を
加
害
し
た
場
合
に
は
、
労
働
者
は
不
法
行
為
に
基
づ
く
賠
償
責
任
を
負
う
（
四
一
条
一
項
）
。
さ
ら
に
、
使
用
者
も
、
こ
の
損
害
が
雇
用
上
ま
た
は
業
務
上
の
仕
事
の
実
施
に
つ
き
惹
起
さ
れ
た
と
き
は
、
こ
の
第
三
者
に
対
し
て
損
害
を
賠
償
し
（Ⅲ） 
なければならない。ただし、①損害を防止するために事情に応じて要求されるすべての注意（の。『、巨計）を用いたこ
と
、
ま
た
は
②
こ
の
注
意
を
用
い
て
も
損
害
が
生
じ
た
で
あ
ろ
う
こ
と
を
使
用
者
が
立
証
し
た
と
き
は
、
使
用
者
は
賠
償
責
任
を
免
れ
る
ことができる（五五条一項、旧債務法六二条一項）。
使
用
者
が
被
害
者
た
る
第
三
者
に
賠
償
し
た
と
き
は
、
加
害
者
た
る
労
働
者
自
身
が
損
害
賠
償
義
務
を
負
う
限
り
で
、
使
用
者
は
労
働
（、）
者
に
求
償
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
五
五
条
二
項
）
。
ま
た
、
労
働
者
の
第
三
者
に
対
す
る
加
害
が
労
働
契
約
上
の
注
意
義
務
違
反
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
三
二
一
ｅ
条
に
基
づ
い
て
、
使
用
者
は
労
働
者
に
こ
れ
の
賠
償
を
請
求
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
労
働
者
加
害
の
類
型
に
関
す
る
債
務
法
上
の
規
定
は
こ
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。
こ
の
限
り
で
は
わ
が
国
の
民
法
典
と
大
き
な
差
異
は
ないが、ここで特に注目すべきは損害賠償に関する一般原則および労働者の責任軽減を明文で規定した三二一ｅ条の
二
労
働
者
加
害
の
類
型
法
学
志
林
第
一
○
七
巻
第
四
号
五四
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こ
の
よ
う
な
見
解
は
、
す
で
に
旧
債
務
法
の
時
代
に
プ
ル
ッ
ク
ハ
ル
ト
や
ツ
ゥ
ル
ッ
セ
ル
（
自
己
用
の
一
）
な
ど
に
よ
っ
て
主
張
さ
れ
て
（剛）
い
た
。
彼
ら
は
、
ま
ず
第
一
に
、
労
働
者
の
過
失
が
使
用
者
貿
任
の
要
件
を
構
成
す
る
か
ど
う
か
に
関
し
て
、
こ
れ
を
否
定
す
る
。
法
は
労
働
者
に
よ
っ
て
惹
起
さ
れ
た
損
害
と
規
定
し
て
い
る
。
こ
の
法
の
文
言
に
よ
れ
ば
、
違
法
行
為
と
損
害
の
間
に
因
果
関
係
が
存
在
す
る
こ
と
だ
け
が
要
件
と
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
以
外
の
こ
と
は
必
要
で
は
な
い
。
こ
れ
は
不
法
行
為
法
の
章
の
中
で
遵
守
さ
れ
て
い
る
用
語
法
と一致する。また、求償権は労働者が賠償義務を負う限りで認められる旨が規定されているが（旧債務法六三条、新
債
務
法
五
五
条
二
項
）
、
こ
れ
に
よ
っ
て
法
は
帰
責
可
能
で
な
い
労
働
者
の
加
害
行
為
に
関
し
て
も
使
用
者
に
資
任
を
負
わ
せ
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
労
働
者
の
過
失
は
要
件
で
は
な
い
か
ら
、
使
用
者
責
任
は
「
他
人
の
過
失
に
関
す
る
責
任
」
で
は
な
い
。
こ
れ
は
純
粋
に
客
観
的
な
要
件
の
存
在
に
基
づ
く
賢
任
に
他
な
ら
な
い
。
第
二
に
、
使
用
者
の
過
失
に
関
し
て
で
あ
る
が
、
こ
こ
で
は
使
用
者
の
免
資
立
証
に
関
す
る
規
定
（
旧
債
務
法
六
二
条
一
項
、
新
債
務
ス
イ
ス
償
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
資
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
五五
解されている。
②使用者資任の法的性質
使用者資任の法的性質について、判例・通説は、家長（甸口目一一の目眉耳）の責任と同じく（旧債務法六一条、民法
（脳）
一一一一一一一一一条一項）、緩和された因果貴任（日巨の【口巨ｍｍ－冨扁目ロ、）として把握する。つまり、違法な加害行為、損害、
両
者
の
間
の
因
果
関
係
と
い
う
客
観
的
な
事
実
が
存
在
す
れ
ば
足
り
、
労
働
者
や
使
用
者
の
過
失
な
ど
の
主
観
的
要
件
は
不
要
で
あ
る
と
存
在
で
あ
る
。
ま
た
、
使
用
者
責
任
の
法
的
性
質
に
つ
い
て
も
興
味
深
い
理
解
が
な
さ
れ
て
い
る
。
労
働
者
の
貴
任
軽
減
と
は
直
接
的
に
関
連
す
る
も
の
で
は
な
い
が
、
こ
れ
か
ら
先
に
見
て
お
く
こ
と
に
し
よ
う
。
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法
五
五
条
一
項
）
を
ど
の
よ
う
に
理
解
す
る
か
が
問
題
と
な
る
。
反対説によれば、使用者責任は使用者自身の過失に基づく責任であり、ここでは過失の挙証責任が転換されている
に
過
ぎ
な
い
と
さ
れ
る
。
し
か
し
、
原
告
が
こ
れ
の
証
明
に
つ
き
困
難
な
状
況
に
あ
る
か
否
か
と
は
無
関
係
に
、
こ
の
よ
う
に
証
明
責
任
を一般的に被告に課すときは、過失がなくとも資任を負わされる危険に人はさらされることになる。さらに、最も重
要
な
こ
と
は
、
免
責
証
明
に
つ
い
て
の
理
解
で
あ
る
。
こ
れ
を
単
な
る
挙
証
責
任
の
転
換
だ
と
解
す
る
場
合
に
は
、
被
告
は
生
じ
た
損
害
と
因
果
関
係
に
あ
る
す
べ
て
の
過
失
の
欠
映
を
証
明
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
ろ
う
。
し
か
し
、
法
文
に
よ
れ
ば
そ
う
で
は
な
い
。
そ
こ
で
は
、
消
極
的
な
事
実
の
証
明
は
被
告
に
課
さ
れ
て
い
な
い
。
む
し
ろ
、
被
告
が
繭
極
的
な
こ
と
、
す
な
わ
ち
法
文
に
規
定
さ
れ
た
注
意
を
（瞳）
用いたことの証明を要求している。従って、これは無過失の証明（固×・巳ご目・ロめずの急の』の）ではなくて、抗弁の証明
（回潴８℃ごＣｐｇの肴の】の）であると主張した。
（脳）
（卿）
こ
の
よ
う
な
学
説
の
影
響
を
受
け
て
、
判
例
は
過
失
責
任
説
か
ら
因
果
責
任
説
へ
と
見
解
を
変
更
し
た
。
こ
の
立
場
は
現
在
で
も
維
持
（棚）
さ
れ
て
お
り
、
通
説
も
こ
れ
を
支
持
す
る
。
こ
の
よ
う
に
解
す
る
こ
と
が
規
定
の
文
言
や
趣
旨
に
適
合
す
る
と
い
う
の
が
判
例
の
挙
げ
る
（噸）
理由であるが、学説では、さらに、このような使用者の厳格な責任の理’田として、使用者は自己の利益のために労働
者を第一一一者を加害しうるような作業のために用いたこと、使用者は職業リスク（１ｍ目：『・【の⑩臼・目の一）として、こ
（伽）
の
よ
う
な
労
働
力
の
使
用
に
内
在
す
る
リ
ス
ク
を
負
担
す
べ
き
こ
と
な
ど
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
このような因果関係説によれば、①労働者については、その加害行為が違法であれば足り、過失の存在は必要でな
い。従って、労働者に判断能力が欠けている場合にも、使用者責任は認められる。また、労働者に故意または重過失
（川）（醜）
が存在する場〈ロでも、使用者は責任を免れることはできない。また、使用者の過失も不要とされるから、過失責任の
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こ
の
よ
う
な
注
意
義
務
な
い
し
予
防
措
置
の
内
容
的
な
拡
大
・
充
実
化
に
よ
っ
て
、
免
責
立
証
の
余
地
は
狭
め
ら
れ
、
使
用
者
賀
任
は
実
際
的
に
は
「
緩
和
さ
れ
た
因
果
責
任
」
で
は
な
く
て
「
厳
格
な
因
果
責
任
」
に
近
づ
く
。
次
に
、
免
責
立
証
の
第
二
の
方
法
す
な
わ
ち
「
こ
の
注
意
を
用
い
て
も
損
害
が
生
じ
た
で
あ
ろ
う
こ
と
」
の
証
明
に
つ
い
て
で
あ
る
が
、
こ
の
規
定
は
特
別
な
意
味
を
有
し
な
い
と
解
さ
れ
て
い
る
。
使
用
者
の
不
注
意
と
生
じ
た
損
害
の
間
に
因
果
関
係
が
存
在
し
な
け
れ
ば
貴
任
が
生
じ
な
い
こ
と
は
自
明
の
こ
と
だ
か
ら
で
あ
る
。
場合とは異なって、過失を意味しないようなごく僅かな義務違反のみが彼に非難される場合や、使用者が加害の時点
で
判
断
能
力
が
な
か
っ
た
場
合
、
使
用
者
自
身
に
は
全
く
不
注
意
は
な
い
が
、
彼
に
従
属
す
る
幹
部
に
不
注
意
が
あ
る
場
合
で
も
、
使
用
（掴）
者
の
資
任
は
肯
定
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
点
で
、
使
用
者
責
任
が
認
め
ら
れ
る
範
囲
は
他
の
見
解
よ
り
も
広
い
。
な
お
、
使
用
者
の
免
責
立
証
に
つ
い
て
、
こ
こ
で
若
干
付
言
す
る
と
、
第
一
の
免
責
事
由
は
使
用
者
が
損
害
を
防
止
す
る
た
め
に
事
情
に
応
じ
て
要
求
さ
れ
る
す
べ
て
の
注
意
を
用
い
た
こ
と
で
あ
る
が
、
こ
の
よ
う
な
使
用
者
の
注
意
義
務
な
い
し
予
防
措
置
と
し
て
、
従
来
、
①被用者の選択における注意（目『口冒の一］、のａ・）、②指図における注意（２『日日ロ、←『の己。）、③監視における注意
（剛）
（ロロ日旨目⑪一・ｓの己。）が問題とされてきた。
（旧）
しかし、今日では、さらに、④適切な工作器具や材料の使用における注意、⑤営業の合目的的な組織化（Ｎ葛の⑤【‐
（噸）
（町）
曰叫の巴、の○『ぬ口日切島・ゴーの、■の目のヶ、）における注意、⑥製造物の最終チェック（回且丙・ロ可。一一の）に関する注意もこ
れ
に
属
す
る
と
さ
れ
る
。
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
五
七
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③
労
働
者
の
賠
償
賢
任
の
軽
減
③
損
害
賠
倣
の
範
囲
に
関
す
る
一
般
原
則
に
よ
る
責
任
軽
減
ス
イ
ス
価
務
法
で
は
、
償
務
不
履
行
に
よ
る
損
害
賠
値
の
範
囲
に
関
し
て
は
、
不
法
行
為
責
任
に
関
す
る
規
定
が
準
用
さ
れ
る
（
九
九
条
三
項
）
。
従
っ
て
、
両
者
は
同
一
の
原
則
に
服
す
る
。
唯
一
異
な
る
の
は、債務不履行の場合には、．特にこの取引が償務者の如何なる利益をも目的としないときは、賢任の範囲が減額的に
判断されるという点だけである（九九条二項）。
損
害
賠
償
の
仕
方
と
大
き
さ
に
つ
い
て
は
、
裁
判
官
が
当
該
諸
事
情
と
過
失
の
程
度
を
考
慮
し
て
決
定
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
る
（
四
三
条
一
項
）
。
ま
た
、
被
害
者
（
債
権
者
）
が
加
害
行
為
を
承
諾
し
た
場
合
、
ま
た
は
、
被
害
者
の
貴
任
を
負
う
べ
き
事
情
が
損
害
の
発
生
や
拡
大
に
影
轡
を
与
え
た
か
、
あ
る
い
は
賠
仙
義
務
者
の
立
場
を
困
難
に
し
た
場
合
に
は
、
裁
判
官
は
賠
償
義
務
を
軽
減
ま
た
は
全
部
免
責
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
四
四
条
一
項
）
。
賠
償
義
務
者
が
こ
の
賠
償
に
よ
っ
て
窮
地
に
置
か
れ
る
場
合
に
も
、
こ
の
損
害
を
故
意
ま
た
は
重
過
失
で
惹
起
し
た
の
で
は
な
い
と
き
は
、
裁
判
官
は
賠
償
義
務
を
減
額
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
四
四
条
二
項
）
。
こ
の
よ
う
な
一
般
原
則
は
労
働
者
の
賠
償
義
務
に
つ
い
て
も
妥
当
す
る
。
従
っ
て
、
労
働
者
が
使
用
者
ま
た
は
第
三
者
に
損
害
を
与
え
た場合において、このような一般的な減額事由が存在するときは、この限度で労働者の責任は軽減される。また、労
働
者
の
使
用
者
に
対
す
る
債
務
不
履
行
責
任
に
関
し
て
も
、
同
様
の
こ
と
が
い
え
る
。
⑪
三
二
一
ｅ
条
に
よ
る
特
別
な
責
任
軽
減
右
の
よ
う
な
一
般
原
則
に
よ
る
責
任
軽
減
の
他
に
、
ス
イ
ス
債
務
法
は
、
労
働
者
の
債
務
不
履
行
資
任
に
関
し
て
特
別
に
規
定
す
る
。
三
二
一
ｅ
条
が
そ
う
で
あ
る
。
こ
れ
は
ド
イ
ツ
・
オ
ー
ス
ト
リ
ア
お
よ
び
わ
が
国
の
民
法
典
（側）
に
は
見
ら
れ
な
い
も
の
で
あ
っ
て
、
ス
イ
ス
債
務
法
の
注
目
す
べ
き
特
徴
の
一
つ
と
い
っ
て
よ
い
。
三一一一ｅ条は、まず初めに、通常の債務不履行の場合と同様に（九九条一項）、過失寅任の原則に基づいて、労働
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者は故意・過失により使用者に加えた損害を賠償すべきことを明らかにする（同条一項）。その上で、「労働者が賀任
を負うべき注意の程度（ごロ、⑩」の『の。『、莅一庁）は、その個々の労働関係に従って、職業リスク（、の『具、『一ｍ房。）やこ
の仕事に必要な職業教育の程度や専門的知識、使用者が知りまたは知ることができた労働者の能力や性格（忍巨、‐
丙骨の二目Ｑ国四目⑪。高言ロ）を考慮して決定される」と規定する（同条二項）。
これによれば、労働者の能力や性格という主観的な事情が使用者の認識可能性の存在という制限付きではあるが、
（伽）
（川）
労
働
者
の
注
意
義
務
の
考
慮
要
素
と
さ
れ
る
。
こ
れ
は
注
意
義
務
を
主
観
的
に
書
き
換
一
え
た
も
の
で
あ
っ
て
、
制
限
付
き
の
主
観
的
過
失
を
意
味
す
る
。
こ
の
点
で
、
労
働
者
の
過
失
の
否
定
す
な
わ
ち
労
働
者
の
債
務
不
履
行
責
任
の
否
定
と
い
う
結
論
が
他
の
契
約
関
係
よ
り
も多く導かれることになる（職業リスクについては後述）。
さ
ら
に
、
こ
の
規
定
は
裁
判
官
に
よ
る
損
害
賠
償
額
の
決
定
に
際
し
て
も
第
一
次
的
な
規
範
と
し
て
機
能
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
て
い
（Ⅲ） 
る
。
従
っ
て
、
労
働
者
が
債
務
不
履
行
責
任
を
負
う
場
〈
ロ
で
も
、
職
業
リ
ス
ク
、
労
働
者
の
教
育
の
程
度
・
専
門
的
知
識
、
労
働
者
の
能
力
や
性
質
を
考
慮
し
て
、
債
務
不
履
行
に
よ
る
賠
償
額
は
減
額
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
も
ち
ろ
ん
、
こ
こ
で
も
、
す
で
に
述
べ
た
一
般
的
な減額事由が存在するときは、賠償額は補充的ないし追加的に減額される。
なお、’一一二一ｅ条は片面的強行規定とされるから（一一一六二条一項）、労働者に不利な合意は無効となる。
Ⅲ歴史的な沿革
歴史的に見ると、一八八一年の旧債務法では、串
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
一
一
一
債
務
法
三
二
一
ｅ
条
の
沿
革
と
同
条
の
類
推
適
用
に
よ
る
統
一
的
処
理
労
働
者
の
責
任
軽
減
に
関
す
る
規
定
は
存
在
し
な
か
っ
た
。
そ
こ
で
は
、
労
働
ご）
五九
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も
っ
と
も
、
一
九
六
七
年
に
議
会
に
提
出
さ
れ
た
連
邦
政
府
の
法
案
で
は
、
職
業
リ
ス
ク
の
文
言
は
存
在
せ
ず
、
三
二
一
ｅ
条
は
そ
の
（Ⅲ） 
当時の一一一二八条二項・三項の文言と全く同じであった。職業リスクという要素が追加されたのは、国民議会の委員会
に
お
い
て
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
労
働
者
の
軽
過
失
免
責
を
主
張
す
る
グ
ル
ー
プ
と
法
案
の
立
場
を
支
持
す
る
グ
ル
ー
プ
が
激
し
く
対
立
し
法
学
志
林
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六
○
者の自己遂行義務（三三九条）を労働者の義務として定めていたに過ぎない。
こ
の
よ
う
な
労
働
者
の
責
任
軽
減
を
初
め
て
規
定
し
た
の
は
一
九
一
一
年
の
新
債
務
法
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
三
二
八
条
は
注
意
深
く
労
務
を
遂
行
す
べ
き
義
務
二
項
）
お
よ
び
労
働
者
の
過
失
責
任
の
一
般
原
則
（
二
項
）
を
明
ら
か
に
し
た
上
で
、
労
働
者
の
注
意
義
務
の
程
度
の
決
定
に
際
し
て
考
慮
す
べ
き
事
情
を
職
業
リ
ク
ス
を
除
い
て
現
行
法
と
同
様
に
規
定
し
た
（
三
項
）
。
こ
の
よ
う
な
三
項
の
規
定
が
新
設
さ
れ
た
理
由
は
、
連
邦
政
府
の
説
明
に
よ
る
と
、
労
働
者
に
は
あ
ら
ゆ
る
注
意
を
用
い
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
る
が
、
し
か
し
、
こ
の
注
意
の
実
際
的
な
程
度
は
個
々
の
事
例
に
応
じ
て
非
常
に
変
化
す
る
。
そ
こ
で
、
こ
れ
の
評
価
に
際
し
て
考
慮
さ
れ
る
べ
き
要
素
を
三
二
八
条
三
項
が
強
調
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
法
律
が
必
要
な
明
確
性
を
付
与
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
い
う
（叩）
点
に
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
労
働
者
の
責
任
軽
減
を
図
る
と
い
う
よ
う
な
積
極
的
な
意
図
は
見
い
だ
さ
れ
な
い
。
し
か
し
、
労
働
者
の
責
任
に
つ
い
て
債
務
不
履
行
の
一
般
原
則
か
ら
の
相
反
を
意
図
し
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
規
定
を
特
に
お
く
必
要
は
な
い
。
ま
た
、
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
制
限
的
な
主
観
的
過
失
を
採
用
し
た
の
で
あ
る
か
ら
、
起
草
者
の
意
図
が
ど
う
で
あ
れ
、
労
働
者
の
責
任
軽
減
に
導
く
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
（側）
一九七一年に雇用契約法が全面的に改正されたが、そこでは、従来の一一一二八条二項および一一一項は一一一二一ｅ条の一項
および二項にそれぞれ引き継がれた。しかし、その際、「職業リスク（国の『口｛の１ｍ房・）」という新しい考慮要素が同条
二
項
の
中
に
追
加
さ
れ
た
。
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るiii貴
Ｏ～’、.／
、
②
職
業
リ
ス
ク
と
危
険
労
働
理
論
こ
の
よ
う
な
職
業
リ
ス
ク
と
い
う
要
素
の
導
入
は
、
い
わ
ゆ
る
危
険
労
働
理
論
を
明
文
化
し
た
も
の
と
一
般
的
に
解
さ
れ
て
い
る
。
す
なわち、経験的に使用者への加害の増大した危険を伴うような職業活動、いわゆる危険労働（、３且●づめ、自国臼の
。Ｐ閂囚の駐胃目的のロの狩庁のシ弓すの芹）の場合には、この営業リスク（国の国のす、国巴丙・）を企業者リスク（ロ日の目：日の円‐
鳥
涛
・
）
の
一
部
と
し
て
取
扱
い
、
こ
の
損
害
の
全
部
ま
た
は
一
部
を
使
用
者
に
転
嫁
す
る
こ
と
が
正
当
で
あ
る
。
そ
れ
故
に
、
増
大
し
（噸）
た
職
業
リ
ス
ク
は
労
働
者
の
損
害
賠
償
義
務
の
削
減
ま
た
は
脱
落
に
導
く
と
さ
れ
る
。
具体的には、ドイツの判例・通説と同じく、過失を一一一つに分けて、①最軽過失（」の】口亘の句：１酢、印碕丙の辱）の場合
には、労働者の全部免寳、②中間の過失（且＃｝の円の甸呂些肝巴、戸島）の場合には、両者間での損害の分割（一部免
責）、③重過失（臼○ヶの閻冒｝勝巴鴇：）の場合には、労働者の全部責任（免責の全部否定）を認めるのが通説であ
て
い
た
が
、
両
者
の
妥
協
の
結
果
と
し
て
、
職
業
リ
ス
ク
を
労
働
者
の
責
任
に
お
い
て
考
慮
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
た
。
全
州
議
会
（噸）
（ｍ威己の局四一）の委員会はこの点の議論なくして国民議会の提案に賛成した。このようにして職業リスクを新たに追
加した三二一ｅ条二項が成立するに至ったのである。
これに対して、軽過失（」の旨亘⑪關冒一肝、狩丙の】←）と重過失（宵・ずの甸各１肝巴、丙の］（）の一一分類を前提として、一つ
には、軽過失の場合には、職業リスクは損害賠償義務の重大な削減（⑩岳の臣・ずの、の：豆。ご）または全部の脱落
（溜息の『言の函屋］）に導く。とりわけ損害が軽微なときは、全部免責の余地があるとし、重過失の場合にも減額は可
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
一ハ’
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こ
の
よ
う
に
免
責
の
範
囲
に
つ
い
て
は
見
解
は
分
か
れ
る
が
、
い
ず
れ
も
職
業
リ
ス
ク
を
ド
イ
ツ
に
お
け
る
危
険
労
働
法
理
と
同
視
し
て、そこでの議論をそのまま援用する点では共通する。しかし、スイス法において危険労働理論を持ち出す際には、
い
く
つ
か
の
点
に
注
意
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。
ま
ず
第
一
に
、
危
険
労
働
の
位
置
づ
け
に
関
し
て
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
で
は
、
従
来
、
危
険
労
働
性
は
労
働
者
の
責
任
軽
減
法
理
の
適
用
要
件
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
き
た
。
従
っ
て
、
た
と
え
労
働
者
が
軽
過
失
ま
た
は
最
軽
過
失
で
あ
っ
た
と
し
て
も
、
危
険
労
働
で
な
い
（側）
と
き
は
労
働
者
の
責
任
軽
減
は
認
め
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
そ
の
後
、
危
険
労
働
で
な
い
場
△
ロ
に
も
労
働
者
の
責
任
軽
減
の
必
要
性
が
認
（肌）
識
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
一
九
九
四
年
、
連
邦
労
働
裁
判
所
（
Ｂ
Ａ
Ｇ
）
は
従
来
の
判
例
法
理
を
変
更
す
る
］
曰
の
決
定
を
し
た
。
す
な
わ
ち
、
労
働
者
の
責
任
軽
減
法
理
は
た
と
え
危
険
な
も
の
で
な
く
と
も
、
企
業
（
国
の
菖
呂
）
に
よ
っ
て
指
示
さ
れ
か
つ
労
働
関
係
に
基
づ
い
て
給
付
さ
れ
る
す
べ
て
の
労
働
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
り
、
危
険
労
働
性
は
Ｂ
Ｇ
Ｂ
二
五
四
条
に
よ
る
損
害
分
割
に
際
し
て
考
慮
さ
れ
る
べ
き
事
情
の
一
つ
に
過
ぎ
な
い
と
さ
れ
た
。
右
に
挙
げ
た
ス
イ
ス
の
学
説
の
論
述
に
よ
れ
ば
、
危
険
労
働
は
労
働
者
の
責
任
軽
減
の
た
め
の
要
件
で
あ
る
か
の
よ
う
に
誤
解
さ
れ
る
恐れがあろう。スイス債務法三二一ｅ条二項では、すでに明らかなように、職業リスクすなわち危険労働性は労働者
の教育の程度や専門知識、労働者の能力や性質などと並ぶ注意義務の考慮要素および賠償責任の減額事由の一つに過
ぎないのだから、ドイツ法におけるような問題は当初から全く存在しない。この点を明確に認識した上で、職業リス
クを論ずることが必要だと思われる。
（剛）
能だとする見解、（Ⅲ） 
見解などがある。
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（剛）
見
解
、
他
の
一
つ
に
は
、
軽
過
失
の
場
合
に
は
減
額
で
は
な
く
て
全
部
免
責
、
重
過
失
の
場
ム
ロ
に
は
減
額
の
み
可
能
と
す
る
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こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
三
二
一
ｅ
条
二
項
が
単
に
注
意
義
務
の
程
度
に
関
し
て
だ
け
で
な
く
、
損
害
賠
償
の
範
囲
に
関
し
て
も
適
用
さ
れ
る
と
い
う
点
を
も
考
慮
す
る
と
、
職
業
リ
ス
ク
は
二
つ
の
領
域
に
ま
た
が
っ
て
機
能
す
る
も
の
と
い
う
べ
き
で
は
な
か
ろ
う
か
。
第
三
に
、
労
働
者
の
過
失
の
程
度
と
責
任
軽
減
の
範
囲
と
の
関
連
で
あ
る
。
学
説
は
危
険
労
働
の
場
合
に
両
者
を
結
合
さ
せ
て
、
労
働
者
の
過
失
の
程
度
に
応
じ
て
賠
償
責
任
の
範
囲
を
決
定
す
る
。
し
か
し
、
ス
イ
ス
債
務
法
で
は
、
こ
の
よ
う
な
硬
直
的
な
解
決
方
法
は
と
ら
れ
て
い
な
い
。
確
か
に
、
一
般
的
な
原
則
に
よ
れ
ば
、
過
失
の
程
度
を
考
慮
し
て
裁
判
官
は
損
害
賠
償
の
範
囲
を
決
定
す
べ
き
も
の
と
さ
れ
る
が
、
そ
こ
で
も
、
過
失
の
程
度
だ
け
で
は
な
く
て
、
こ
れ
以
外
の
諸
事
情
も
考
慰
さ
れ
る
。
ま
た
、
三
二
一
ｅ
条
二
項
は
損
害
賠
償
の
範
囲
を
定
め
る
際
に
も
適
用
さ
れ
る
か
ら
、
労
働
者
の
教
育
の
程
度
や
専
門
的
知
識
、
労
働
者
の
能
力
や
性
格
な
ど
も
賠
償
の
範
囲
に
影
響
す
る
。
従
っ
て
、
こ
の
よ
う
な
柔
軟
性
を
有
す
る
法
制
度
の
下
で
は
、
職
業
リ
ス
ク
が
存
在
す
る
場
合
で
も
、
過
失
の
程
度
と
賢
任
軽
減
の
範
囲
を
直
線
的
に
結
び
つ
け
る
こ
と
は
妥
当
で
は
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
一ハーニ
（脚）
張する。
第
二
に
、
職
業
リ
ス
ク
と
労
働
者
の
過
失
と
の
関
連
で
あ
る
。
労
働
者
の
責
任
制
限
の
理
論
的
な
基
礎
に
関
し
て
は
、
債
務
不
履
行
自
体
の
否
定
、
あ
る
い
は
違
法
性
や
有
資
性
を
否
定
す
る
な
ど
、
種
々
の
方
法
が
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
三
二
一
ｅ
条
二
項
の
法
文
に
よ
れ
ば
、
職
業
リ
ス
ク
の
要
素
も
注
意
義
務
の
程
度
の
判
定
に
際
し
て
考
慮
す
べ
き
要
素
と
さ
れ
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
｜
部
の
学
説
は
、
ス
イ
ス
の
立
法
者
は
職
業
リ
ス
ク
を
過
失
の
領
域
に
お
い
て
考
慮
す
る
こ
と
を
明
確
に
し
た
の
だ
か
ら
、
理
論
的
基
礎
づ
け
に
（皿）
関
す
る
争
い
は
意
味
が
な
い
と
す
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
有
力
説
は
こ
れ
を
誤
解
的
な
公
式
化
で
あ
る
と
批
判
し
、
職
業
リ
ス
ク
の
要
素
は労働者の注意義務自体を減少させるわけではない。つまり、職業リスクは労働者の加害行為を合法化するのでも、
過
失
の
非
難
か
ら
労
働
者
を
免
れ
さ
せ
る
の
で
は
な
く
て
、
単
に
損
害
賠
償
義
務
の
一
部
ま
た
は
全
部
の
免
責
に
導
く
に
過
ぎ
な
い
と
主
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③
債
務
法
三
二
一
ｅ
条
二
項
の
類
推
適
用
に
よ
る
統
一
的
処
理
三
二
一
ｅ
条
二
項
は
直
接
的
に
は
労
働
者
の
使
用
者
に
対
す
る
債
務
不
履
行
責
任
を
規
律
対
象
と
す
る
。
し
か
し
、
使
用
者
が
不
法
行
為
に
基
づ
い
て
賠
償
請
求
す
る
と
き
で
も
、
請
求
権
競
合
の
観
点
か
ら
、
こ
れ
も
同
条
の
制
限
に
服
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
問
題
と
な
る
の
は
、
こ
の
よ
う
な
使
用
者
に
対
す
る
加
害
の
場
合
だ
け
で
な
く
、
第
三
者
に
対
す
る
加
害
の
場
合
、
さ
ら
に
、
労
働
者
自
ら
が
損
害
を
被
っ
た
場
合
（
労
働
者
被
害
の
類
型
）
に
も
、
同
様
の
こ
と
が
妥
当
し
な
い
の
か
ど
う
か
で
あ
る
。
一
一
三
一
ｅ
条
二
項
の
「
職
業
リ
ス
ク
」
が
危
険
労
働
を
意
味
し
、
こ
れ
に
よ
る
労
働
者
の
資
任
軽
減
が
使
用
者
の
営
業
リ
ス
ク
や
企
業
者
リ
ス
ク
の
思
想
を
基
礎
と
す
る
も
の
だ
と
す
る
と
、
こ
れ
ら
の
場
合
を
使
用
者
に
対
す
る
加
害
の
場
合
と
異
な
っ
て
処
理
す
べ
き
理
由
は
存
在
し
な
い
。
い
ず
れ
の
場
合
も
、
労
働
過
程
で
生
じ
た
損
害
（
損
失
）
が
問
題
と
な
っ
て
お
り
、
使
用
者
と
労
働
者
の
内
部
関
係
に
お
け
る
損
害
の
帰
属
（
損
失
負
担
）
の
あ
り
方
が
問
わ
れ
て
い
る
点
で
同
じ
だ
か
ら
で
あ
る
。
使
用
者
ま
た
は
第
三
者
に
対
す
る
損
害
賠
償
義
務
や
使
用
者
か
ら
の
求
償
に
応
ず
べ
き
義
務
、
あ
る
い
は
、
こ
の
よ
う
な
法
的
義
務
を
媒
介
と
し
な
い
直
接
的
に
被
っ
た
自
己
の
損
害
と
い
う
よ
う
に
、
単に損害の表現形式が異なるに過ぎず、これらの差異は使用者と労働者の内部関係における損害の帰属という問題の
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スイス法上の議論にはこれらの点で若干疑問があるが、いずれにせよ、危険労働法理（労働者の責任軽減法理）は
スイス法では一一一二一ｅ条二項に明確な実定法上の根拠を有する。これに対して、ドイツでは、危険労働法理を立法化
（Ⅲ） 
す
る
試
み
が
何
度
と
な
く
繰
り
返
さ
れ
て
い
る
が
、
未
だ
実
現
さ
れ
る
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
こ
の
よ
う
な
ド
イ
ツ
の
法
状
況
に
鑑
み
る
と
、
ス
イ
ス
法
が
す
で
に
一
九
七
一
年
の
段
階
で
こ
れ
を
債
務
法
の
中
に
取
り
込
み
、
職
業
リ
ス
ク
の
要
素
を
労
働
者
の
貿
任
軽
減
の
た
め
の
一
つ
の
事
由
と
し
た
こ
と
は
高
く
評
価
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
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（脳）
評価に影響を及ぼすＪｂのではない。
このように考えると、一一一二一ｅ条二項を他の類型に類推適用して、労働過程で生じた損害を統一的に処理すること
が
検
討
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
学
説
の
中
に
は
、
こ
の
よ
う
な
方
向
を
指
向
す
る
も
の
が
み
ら
れ
る
。
（噸）
③たとえば、第一一一者に対する加害の類型に関してであるが、マイエル（巨巴の円）は次のように主張する。㈹使用者
が
第
三
者
に
賠
償
し
、
こ
れ
を
労
働
者
に
求
償
す
る
場
合
に
は
、
過
失
あ
る
者
（
労
働
者
）
に
対
す
る
求
償
を
定
め
た
五
一
条
二
項
の
適
用
は
こ
こ
で
は
否
定
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
職
業
リ
ス
ク
を
考
慮
し
な
い
で
使
用
者
は
労
働
者
に
求
償
し
う
る
と
す
る
と
、
使
用
者
は
す
べ
て
の
職
業
リ
ス
ク
を
労
働
者
に
転
嫁
で
き
る
こ
と
に
な
り
、
衡
平
に
反
す
る
か
ら
で
あ
る
。
従
っ
て
、
使
用
者
の
求
倣
に
つ
い
て
は
裁
判官の裁蟄に委ねられることになるが（五一条一項による五○条一一項の準用）、この際、裁判官は一一一二一ｅ条二項に
依
拠
し
て
求
償
の
可
否
お
よ
び
範
囲
を
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
使
用
者
の
労
働
者
に
対
す
る
求
償
を
労
働
者
に
よ
る
使
用
者
の
直
接
的
な
加
害
と
異
な
る
規
制
に
服
さ
せ
る
理
由
は
存
在
し
な
い
か
ら
で
あ
る
。
また、回被害者たる第三者が労働者に賠償請求する場合には、労働者の使用者に対する免寅請求権（甲の】⑩計の］一目、‐
⑩目呂目８）が問題となる。危険労働のときは、いの場合と同様に五一条二項の適用は否定されるべきだから、労働
者
は
五
一
条
一
項
で
準
用
さ
れ
た
五
○
条
二
項
に
よ
り
使
用
者
に
求
償
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
求
償
の
可
否
お
よ
び
範
囲
は
裁
判
官
の
裁
量によるが、使用者を直接的に加害したとすれば一一一二一ｅ条二項により労働者が免責される限度で、労働者の使用者
に
対
す
る
求
償
は
認
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
も
っ
と
も
、
使
用
者
が
一
○
一
条
ま
た
は
五
五
条
に
基
づ
く
責
任
を
負
わ
な
い
と
き
は、このような五一条一項・五○条一一項の適用の余地は存在しない。しかし、一一一二一ｅ条二項という特別規定を定め
た
時
に
、
立
法
者
は
第
三
者
に
対
す
る
加
害
の
事
例
に
つ
い
て
も
規
定
を
設
け
る
べ
き
だ
っ
た
の
に
こ
れ
を
怠
っ
た
の
だ
か
ら
、
こ
こ
で
スイス個務法におけるリスク賢任について（宮本）
六
五
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は法の欠訣が存在する。裁判官は一一一二一ｅ条二項を類推してこの欠映を閉じることが妥当である。
このように第一一一者に対する加害の場合の内部的な求償関係について、マイェルは一一一二一ｅ条二項に依拠して処理す
べ
き
こ
と
を
主
張
す
る
。
彼
は
労
働
者
被
害
の
類
型
に
つ
い
て
言
及
し
て
い
な
い
が
、
こ
れ
は
彼
が
考
察
対
象
を
労
働
者
の
賠
償
責
任
に
限
定
し
て
い
る
か
ら
に
他
な
ら
な
い
。
⑪さらに、第三者に対する加害の場合だけでなく、労働者被害の類型をも含めて、一一一二一ｅ条二項の類推適用によ
る統一的な処理を主張する見解もある。
（町）
レーピンダー（”のｇ］且の弓）は営業リスク（国の日のす、己巴澪・）の観点からこれを論ずる。使用者は自己の過失とは
無関係に、第三者の損害賠償請求権から労働者を免責しなければならない（いわゆる営業内部の損害補償）。また、
（剛）
職業事故（国の用具切目画」）による人的損害のような免責的な保険給付が規定されていない限りで、労働者固有の損害
についても使用者は自己の過失とは無関係に賠償しなければならないと主張する。前者は労働者の第三者に対する加
害の類型、後者は労働者被害の類型に該当するが、いずれの場合も三二一ｅ条二項の類推適用に根拠を求める。
ポールトマン（勺・冒日日日）も、労働者が労働契約上の仕事を行う際に使用者ではなくて、自分自身または第一一一者
（咽）
に損害を惹起した場合には、一一一二一ｅ条二項が類推適用されるべきだとする。具体的には、使用者は営業リスクに基
づいて場合によっては労働者の損害を全額負担しなければならない。また、労働契約上の義務の履行中に第三者に損
害を与え、労働者がこの第一一一者に対して賠償責任を負う場合には、労働者が使用者との関係で一一一二一ｅ条二項により
免責される限りで、使用者は労働者を第三者に対する責任から免れさせなければならない。求償に関しても、一一一二一
（伽）
ｅ条一一項が顧慮されるべきであり、同条は五○条．五一条の特別法（］の渓の己の：］〕、）である。
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こ
れ
ら
の
学
説
に
よ
れ
ば
、
労
働
過
程
で
生
じ
た
損
害
は
、
労
働
者
加
害
の
類
型
で
あ
る
か
、
労
働
者
被
害
の
類
型
で
あ
る
か
を
問
う
こ
と
な
く
、
統
一
的
に
使
用
者
に
帰
属
す
る
こ
と
に
な
る
。
そ
し
て
、
す
で
に
指
摘
し
た
よ
う
に
、
二
○
○
○
年
の
社
会
保
険
法
の
通
則
法
（
Ａ
Ｔ
ｓ
Ｇ
）
の
下
で
は
、
こ
れ
ら
の
理
論
は
極
め
て
重
要
な
現
実
的
意
味
を
極
得
し
た
。
何
本
稿
で
は
、
事
務
管
理
・
委
任
お
よ
び
労
働
契
約
を
中
心
と
し
て
、
事
務
処
理
者
の
被
っ
た
損
害
に
関
す
る
本
人
の
責
任
に
つ
い
て
見
て
き
た
。
要
約
的
に
み
る
と
、
事
務
管
理
の
領
域
で
は
、
四
二
二
条
一
項
は
本
人
の
無
過
失
損
害
賠
償
を
定
め
る
が
、
判
例
お
よ
び
学
説
は
す
で
に
古
く
か
ら
無
償
委
任
へ
の
類
推
適
用
を
認
め
て
き
た
。
ま
た
、
近
時
、
判
例
は
好
意
関
係
に
も
同
条
の
類
推
適
用
を
肯
定
す
る
に
至
り
、
こ
れ
の
範
囲
は
さ
ら
に
拡
張
さ
れ
た
。
こ
の
よ
う
な
本
人
の
厳
格
な
責
任
は
一
般
的
に
は
「
利
他
的
か
つ
他
人
の
た
め
に
行
為
す
る
者
は
こ
れ
に
よ
っ
て
損
失
を
被
る
べ
き
で
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
寅
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
六
七
こ
の
よ
う
に
レ
ー
ビ
ン
ダ
ー
や
ポ
ー
ル
ト
マ
ン
は
、
労
働
過
程
で
生
じ
た
損
害
に
つ
い
て
は
、
使
用
者
の
過
失
と
は
無
関
係
に
営
業
リ
ス
ク
の
観
点
か
ら
統
一
的
に
使
用
者
に
こ
の
損
失
を
帰
属
さ
せ
よ
う
と
す
る
。
労
働
者
の
使
用
者
に
対
す
る
加
害
の
場
合
に
は
三
二
一
ｅ
条
二
項
の
適
用
、
そ
の
他
の
場
合
に
は
同
条
の
類
推
適
用
に
こ
の
実
定
法
上
の
根
拠
を
求
め
る
点
で
両
者
は
一
致
す
る
。
レ
ー
ビ
ン
ダ
ー
は使用者の求償権の制限について言及していない点でポールトマンと異なるが、この求償権につき一一一二一ｅ条二項の
類
推
適
用
を
否
定
す
る
趣
旨
で
あ
る
と
解
す
べ
き
で
は
な
か
ろ
う
。
ま
た
、
ホ
ン
セ
ル
は
、
労
働
者
加
害
の
類
型
と
労
働
者
被
害
の
類
型
は
決
定
的
な
点
で
類
似
す
る
か
ら
両
者
を
パ
ラ
レ
ル
に
判
断
す
べ
（Ⅲ） 
き
で
あ
る
と
し
、
リ
ス
ク
責
任
す
な
わ
ち
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
の
リ
ス
ク
責
任
に
基
づ
い
て
解
決
す
べ
き
こ
と
を
主
張
す
る
。
ス
イ
ス
法
と
の
関
連
は
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
右
に
見
た
見
解
と
同
様
に
、
条
文
上
の
根
拠
と
し
て
は
三
二
一
ｅ
条
二
項
の
類
推
適
用
に
求
め
る
こ
と
に
な
る
と
思
わ
れ
る
。
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こ
の
よ
う
に
リ
ス
ク
責
任
論
は
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
い
て
次
第
に
確
固
た
る
地
位
を
占
め
つ
つ
あ
る
。
す
で
に
古
く
か
ら
責
任
原
因
の
多
様
性
が
主
張
さ
れ
、
過
失
責
任
以
外
に
も
信
頼
責
任
や
危
険
貴
任
な
ど
が
存
在
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
き
た
。
リ
ス
ク
責
任
は
「
行
為
の
危
険
性
」
に
着
目
し
た
危
険
責
任
に
他
な
ら
な
い
か
ら
、
こ
れ
を
責
任
原
因
の
一
つ
と
す
る
こ
と
に
そ
れ
ほ
ど
大
き
な
問
題
は
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
責
任
の
存
否
よ
り
も
、
こ
れ
を
前
提
と
し
た
上
で
、
よ
り
詳
細
な
責
任
要
件
や
責
任
限
定
の
た
め
の
基
準
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
今
後
取
組
む
べ
き
課
題
で
あ
る
と
言
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
も
ち
ろ
ん
有
償
委
任
に
お
い
て
は
、
四
二
二
条
一
項
の
類
推
適
用
は
否
定
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
ス
イ
ス
債
務
法
に
は
過
失
責
任
の
原則を採用した四○二条二項という明文規定が存在することに起因する（法解釈の限界性）。従って、これを理由に
法
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は
な
い
」
と
い
う
原
則
に
そ
の
基
礎
が
求
め
ら
れ
る
。
し
か
し
、
行
為
の
危
険
性
に
着
目
す
る
有
力
な
見
解
も
み
ら
れ
る
。
二
○
○
二
年
の
連
邦
裁
判
所
の
判
決
は
四
二
二
条
一
項
の
責
任
を
リ
ス
ク
責
任
の
要
素
を
含
む
も
の
と
判
示
し
、
「
特
別
な
行
為
リ
ス
ク
」
「
｜
般
的
な
生
活
リ
ス
ク
」
の
概
念
を
用
い
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
い
わ
ゆ
る
「
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
の
リ
ス
ク
責
任
」
論
を
採
用
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
こ
れ
は
単
に
好
意
関
係
に
と
ど
ま
ら
ず
、
右
の
す
べ
て
の
領
域
に
妥
当
す
る
も
の
で
あ
る
。
今
後
の
実
務
で
は
、
こ
の
よ
う
な
リ
ス
ク
資
任
論
を
基
礎
と
し
て
、
事
案
の
解
決
が
図
ら
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
こ
の
意
味
に
お
い
て
、
こ
の
判
決
は
リ
ス
ク
責
任
論
の展開にとって画期的な意義を有する。
また、労働契約の領域では、一一一二一ｅ条二項が労働者の賠償責任の軽減を定めるが（労働者加害の類型）、学説で
は
労
働
者
被
害
の
類
型
に
も
こ
れ
を
類
推
適
用
す
べ
き
だ
と
す
る
見
解
が
主
張
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
れ
ば
、
労
働
過
程
で
生
じ
た
損
害
は
い
ず
れ
の
類
型
か
を
問
う
こ
と
な
く
統
一
的
に
使
用
者
に
帰
せ
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
こ
れ
の
基
礎
は
リ
ス
ク
責
任
に
求
め
ら
れ
る
｡ 
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ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
の
観
点
か
ら
、
委
任
・
事
務
管
理
お
よ
び
労
働
契
約
を
中
心
と
し
て
見
て
き
た
が
、
わ
が
国
の
民
法
六
五
○
条
三
項
を
雇
用
・
労
働
契
約
に
類
推
適
用
し
て
、
使
用
者
の
過
失
損
害
賠
倣
資
任
を
肯
定
す
べ
き
で
あ
る
と
す
る
私
見
と
の
関
連
で
は
、
と
り
わ
け
次
の
よ
う
な
点
が
重
要
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
ま
ず
第
一
に
、
ス
イ
ス
の
立
法
者
は
受
任
者
の
被
っ
た
損
害
に
関
す
る
委
任
者
の
賠
償
責
任
に
つ
い
て
、
他
の
立
法
例
と
は
異
な
り
、
明
示
的
に
過
失
責
任
の
原
則
を
採
用
し
た
（
四
○
二
条
二
項
）
。
こ
れ
に
対
し
て
、
事
務
管
理
で
は
、
本
人
の
無
過
失
損
害
賠
償
資
任
が
一九一一年の新債務法において明文で規定された（四二二条一項）。このような法状況はオーストリアや我が国の民
法
典
と
は
全
く
正
反
対
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
民
法
典
に
は
、
委
任
者
の
無
過
失
損
害
賠
償
責
任
に
関
す
る
規
定
は
存
在
す
る
が
、
事
務
管
理ではこれに対応する規定を有しない。
こ
の
よ
う
な
立
法
上
の
相
違
か
ら
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
や
我
が
国
で
は
、
委
任
の
規
定
を
事
務
管
理
に
類
推
適
用
し
う
る
か
が
問
題
と
さ
れるのに対して、スイス法では、逆に事務管理の規定を委任契約へ類推適用することが問題とされる。
スイスの判例は、四二二条一項を無償委任契約に類推適用して、委任者の無過失賠償責任を肯定した。また、近時、
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
六九
リスク責任が民法上の責任原因の一つであることを否定することはできない。判例が同条項の過失を委任者の「最軽
過
失
」
で
足
り
る
と
し
て
、
実
質
的
に
委
任
者
の
厳
格
な
責
任
を
実
現
し
て
い
る
こ
と
も
、
こ
れ
と
の
関
連
で
は
注
意
す
る
必
要
が
あ
る
壱っ。む
す
び
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好意関係についてもこれを肯定し、四二二条一項の類推適用の範囲はさらに拡張された。オーストリアでも、判例は、
委
任
に
関
す
る
一
○
一
四
条
の
規
定
を
雇
用
・
労
働
契
約
に
類
推
適
用
す
る
だ
け
で
な
く
、
同
じ
く
委
任
の
一
○
一
五
条
を
緊
急
事
務
管
（腿）
理
に
類
推
適
用
す
る
こ
と
を
認
め
た
。
こ
こ
で
は
、
無
過
失
責
任
に
関
す
る
規
定
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
、
こ
れ
の
類
推
適
用
を
消
極
的
に解するというような法解釈は採用されていない。
また、四一一二条一項の無償委任への類推適用によって、過失責任の原則を採用した四○一一条二項の適用は有償委任
の
場
合
に
限
定
さ
れ
た
。
し
か
し
、
そ
こ
で
も
、
判
例
に
よ
れ
ば
、
こ
こ
で
の
過
失
は
最
軽
過
失
で
足
り
る
か
ら
、
委
任
者
の
責
任
は
通
常
の
過
失
責
任
よ
り
も
広
く
認
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
学
説
で
は
、
有
償
の
場
合
で
も
、
一
定
の
要
件
の
下
で
四
二
二
条
一
項
の
類
推
適
用
を
肯
定
す
る
見
解
も
有
力
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
有
償
委
任
で
も
過
失
責
任
の
原
則
が
全
面
的
に
適
用
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
立
法者によって排斥された委任者の無過失責任の実質的な復活であると評価することもできる。我が国では、委任者の
無
過
失
賠
償
責
任
を
定
め
た
六
五
○
条
三
項
を
無
償
委
任
に
適
用
を
制
限
し
、
有
償
委
任
で
は
過
失
責
任
の
原
則
に
よ
る
と
す
る
見
解
が
有力なようであるが、これはスイスの判例・学説の動向とは大きく異なる。また、スイスでは、事務管理者や受任者
に過失がある場合でも、本人や委任者は無過失損害賠償責任を免れることはできない。事務管理者や受任者の過失は
賠
償
額
を
定
め
る
際
の
考
慮
事
由
の
一
つ
と
解
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
の
議
論
も
我
が
国
の
解
釈
論
に
と
っ
て
有
益
な
示
唆
を
与
え
る
も
第二に、労働契約に関してみると、スイス債務法は労働者の債務不履行責任を制限する独自の規定を有する（一一一二
一ｅ条二項）。これは、労働者加害の類型に関して、使用者との内部関係における労働者の責任軽減を定めたもので
ある。これはスイス債務法の注目すべき特徴の一つといえる。
のと思われる。
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こ
れ
に
対
し
て
、
労
働
者
被
害
の
類
型
に
関
し
て
は
、
特
別
規
定
は
存
在
し
な
い
。
し
か
し
、
労
働
者
の
人
的
損
害
に
つ
い
て
は
、
保
険
法
上
の
給
付
が
使
用
者
の
過
失
の
有
無
を
問
わ
ず
な
さ
れ
、
他
方
で
、
使
用
者
に
免
責
特
権
が
付
与
さ
れ
、
使
用
者
は
労
働
者
に
賠
償
す
べ
き
直
接
的
な
責
任
を
負
わ
な
い
。
こ
の
よ
う
な
法
制
度
の
下
で
は
、
主
に
労
働
者
の
物
的
損
害
が
問
題
と
し
て
残
る
が
、
学
説
の
中
で
は
、
「
職
業
リ
ス
ク
」
の
観
点
か
ら
三
二
一
ｅ
条
二
項
を
類
推
適
用
し
て
、
労
働
者
加
害
の
場
合
と
統
一
的
に
処
理
す
べ
き
だ
と
す
る
見
解
が
有
力
で
あ
る
。
近
時
、
新
た
に
社
会
保
険
法
の
通
則
法
が
制
定
さ
れ
た
が
、
こ
れ
に
よ
っ
て
、
使
用
者
の
免
責
特
権
が
廃
止
さ
れ
て
使
用
者
の
値
還
特
権
へ
と
変
更
さ
れ
た
。
こ
の
現
行
法
の
下
で
は
、
労
働
者
加
害
と
の
統
一
的
処
理
す
な
わ
ち
三
二
一
ｅ
条
二
項
類
推
適
用
論
は
大
き
な
現
実
的
意
味
を
極
得
し
た
と
い
え
よ
う
。
判
例
は
委
任
規
定
の
雇
用
へ
の
類
推
適
用
に
否
定
的
で
あ
る
が
、
そ
れ
は
何
故
な
の
か
と
い
う
野
田
教
授
の
冒
頭
で
引
用
し
た
疑
問
に
対しては、このような三一一一ｅ条二項という特別規定の存在を指摘することで答えることができよう。ドイツ・オー
ス
ト
リ
ア
お
よ
び
我
が
国
で
は
、
こ
の
よ
う
な
規
定
は
存
在
し
な
い
。
そ
こ
で
、
ド
イ
ツ
で
は
、
労
働
者
加
害
の
類
型
に
つ
い
て
は
危
険
労
働
法
理
を
適
用
し
、
労
働
者
被
害
の
類
型
で
は
、
使
用
者
の
免
責
特
権
が
適
用
さ
れ
な
い
物
的
損
害
に
つ
い
て
は
六
七
○
条
の
類
推
適
用がなされる。また、オーストリアでは、被用者賠償責任法（ロのご切目呂日の『高｛８悪◎宮、の②の高）という特別法が労
働
者
の
不
法
行
為
資
任
の
軽
減
を
定
め
る
が
、
こ
れ
と
は
別
に
、
判
例
は
い
ず
れ
の
類
型
に
も
一
○
一
四
条
の
類
推
適
用
を
認
め
る
。
こ
れ
ら
の
法
実
態
に
鑑
み
る
と
、
我
が
国
に
お
い
て
も
、
労
働
者
加
害
の
類
型
や
労
働
者
被
害
の
類
型
を
問
わ
ず
、
六
五
○
条
三
項
を
雇
用
・
労
働
契
約
に
類
推
適
用
し
、
労
働
過
程
で
生
じ
た
損
失
を
統
一
的
に
使
用
者
に
帰
す
る
と
い
う
方
向
に
進
む
べ
き
だ
と
思
わ
れ
る
。
第
三
に
、
無
過
失
損
害
賠
償
責
任
の
理
論
的
基
礎
に
関
し
て
で
あ
る
が
、
判
例
は
、
事
務
管
理
に
お
け
る
四
二
二
条
一
項
を
「
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
の
リ
ク
ス
責
任
」
の
原
則
に
基
づ
く
も
の
と
理
解
し
た
。
こ
の
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
の
リ
ス
ク
責
任
論
は
カ
ナ
ー
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
賢
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
七一
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ホ
ン
セ
ル
は
こ
の
よ
う
な
リ
ス
ク
責
任
論
を
全
面
的
に
支
持
し
、
こ
の
よ
う
な
立
場
か
ら
好
意
関
係
に
四
二
二
条
一
項
を
類
推
適
用
し
た
判
例
に
賛
同
す
る
。
ホ
ン
セ
ル
は
こ
の
リ
ス
ク
責
任
論
は
労
働
関
係
に
も
適
用
さ
れ
る
と
す
る
が
、
三
二
一
ｅ
条
二
項
と
の
関
連
は
明
ら
か
で
は
な
い
。
し
か
し
、
彼
の
基
本
的
立
場
か
ら
す
る
と
、
同
条
の
基
礎
も
リ
ス
ク
責
任
論
に
求
め
る
こ
と
が
首
尾
一
貫
す
る
と
思
わ
れ
る
。
ま
た
、
一
部
の
学
説
は
同
条
へ
の
「
職
業
リ
ス
ク
」
の
導
入
を
危
険
労
働
法
理
を
採
用
し
た
も
の
と
解
す
る
が
、
同
条
に
お
い
て
は
「
職
業
リ
ス
ク
」
は
他
の
要
素
と
並
ぶ
労
働
者
の
責
任
軽
減
の
た
め
の
一
要
素
に
過
ぎ
な
い
の
だ
か
ら
、
こ
れ
を
危
険
労
働
法
理
と
し
て
把
握
す
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
。
一
一
三
一
ｅ
条
二
項
は
全
体
と
し
て
「
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
の
リ
ス
ク
責
任
」
の
原
則
を
表
し
た
も
の
と
解
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
こ
の
こ
と
は
、
四
二
二
条
一
項
に
関
連
し
て
で
あ
る
が
、
こ
の
リ
ス
ク
責
任
を
「
契
約
上
も
契
約
外
で
も
有
効
な
原
則
」
と
し
た
二
○
○
二
年
判
決
に
も
適
合
す
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
こ
の
「
他
人
の
た
め
に
す
る
行
為
の
リ
ス
ク
責
任
」
は
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
で
は
、
’
九
八
三
年
の
判
決
に
よ
っ
て
採
用
さ
れ
た
（○の国ご局国｝『・白鷺酊・巴麗の国鼠寄’農の．』震）。また、ドイツでも、近時、労働者所有の自動車に生じた事故
損害が問題となった事件において、ＢＧＢ六七○条の類推適用という従来の判例法理を維持した上で、ＢＧＢ六七○
適用して、
主張した。
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リスが提唱したものであるが、彼は、ある活動と結びついた特別な危険はこれから生ずる利益を享受する者が負担す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
客
観
的
要
素
（
利
益
思
想
）
と
、
賠
償
義
務
者
が
そ
の
危
険
源
を
設
定
し
、
こ
れ
の
支
配
可
能
性
を
有
す
る
と
い
う
主
観
的
要
素
（
危
険
設
定
思
想
）
が
存
在
す
る
と
き
は
、
こ
れ
ま
で
認
め
ら
れ
て
き
た
物
の
危
険
責
任
と
同
様
に
、
利
益
の
享
受
者
た
る
本
人
が
こ
の
リ
ス
ク
を
負
担
す
る
と
い
う
原
則
が
認
め
ら
れ
る
。
そ
し
て
、
こ
の
原
則
を
委
任
・
事
務
管
理
お
よ
び
雇
用
・
労
働
契
約
に
適
用
し
て
、
利
益
の
享
受
者
た
る
委
任
者
や
本
人
・
使
用
者
は
い
ず
れ
も
こ
れ
に
よ
る
損
失
（
リ
ス
ク
）
を
負
担
す
べ
き
義
務
を
負
う
と
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侍したい。
条を「受任者の損害」に類推適用する根拠は「他人のためにする行為のリスク責任」の原則にあるとする判例が公に
された（因シのご『国｜ぐ○日畠・］］・ｇｇ》ｚ」三９ｓ』盆①）。
このように「他人のためにする行為のリスク責任」論は、問題領域をそれぞれ異にするが、オーストリア、スイス、
さらにドイツにおいて判例法上採用された。これによって、リスク責任論は確たる地位を獲得したといってよい。確
かに委任者の無過失損害賠償責任はローマ法を起源とする長い歴史を有するものである。しかし、他方で、現代法に
おいて、危険責任が過失資任や信頼責任などと並ぶ責任事由の一つであることに異論は見られない。従来の危険責任
は物の危険性に基づく損害に関して論じられてきたが、リスク資任論は行為の危険性に着目し、物の危険性の場合と
同様の要件が存在するときは「行為の危険性に基づく損害」を利益享受者に帰属させようとするものに他ならない。
委任や事務管理における委任者や本人の無過失損害賠償責任、および労働者の賠償責任の軽減を定める規定をこの原
則の表現と把握し、これらの法領域をリスク責任の観点から考察することは十分に合理性を有するように思われる。
本稿におけるスイス債務法の検討からは、リスク責任論を理論的基礎として、六五○条三項を雇用・労働契約に類
推適用すべきだという主張はなお維持すべきものと考えられる。
なお、現在、我が国では民法の改正作業が進行中であるが、本稿の立場からすると、次のようなことを提案したい。
すなわち、①使用者の安全配慮義務に関する規定を置くこと、②委任者の無過失損害賠償責任を無償委任に限定すべ
きでないこと、③事務管理および雇用契約の中で、本人および使用者の無過失損害賠償資任、さらに労働者の賠償賢
任の軽減規定を置くことの三点ある。これらを実現することによって、新しい民法典がより良いものとなることを期
ス
イ
ス
償
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
寅
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
七
＝ 
￣ 
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（６）一八七四年の連邦鰯法六四条は次のように規定する。「次の事柄に関する立法は連邦の極限に属する。すなわち、人的な行為能力に
関して。商業や不動産取引に関するすべての法律関係（商法や手形法を含む債務法）」。ご函一・向巨己の⑩すの⑫ｓ一民官←『。（『。【己固『愚息目函
ユの②シ『二戸⑦一ｍ②←この『ロロロ○の醜く①『昏膀巨口ぬぐ○日函や・二巴三『一ｍ画一】②』『『『、『国。
（７）因目」の涜躬の冨弓の【目の○ワ一一ｍｇ一目の貝の。頁庫匝一崖匡ＥＳや・条文については、国目色の、、の⑩の冨号の司目⑪○三一彊二（）ご目『のｎ頁．
シ目三ｏ訂夛巨、頃呂の．畠臼も参照。
（８）くぬ一・・匝○蕨呂口『一号、ロロロ」の、『ｇのめいロａの西宮ゴニの如くの『笛ヨョ一宮づぬ目のご①ョ。①ｍ○百の切目一二■『［す巴『の南ｇＱｓの固『頭蝕ゴ目。、」のの因ゴー
（１）ドイツ法・オーストリア法および私見については、拙著『安全配慮義務と契約責任の拡張』一七三頁以下二九九三年）参照。な
お
、
六
五
○
条
三
項
の
類
推
適
用
を
初
め
て
主
張
し
た
の
は
一
九
八
五
年
一
○
月
一
二
日
の
私
法
学
会
で
の
個
別
報
告
に
お
い
て
で
あ
る
（
私
法
四
八
号
二
○
九頁（二一五頁）（一九八六年）参照）。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
に
お
け
る
そ
の
後
の
判
例
・
学
説
の
展
開
に
つ
い
て
は
、
拙
稿
「
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
に
お
け
る
使
用
者
の
リ
ス
ク
瓦
任
論
の
展
開
（
１
）
（２）」法学志林一○四巻二号一一一三頁以下（一一○○六年）、’○四巻一一一号一○｜頁以下（二○○七年）参照。
（２）野田龍一「萎任者の損害填補蕊務ｌ民法六五○条三項の史的系譜」福岡大学法学論議三六巻一・二・三号五一頁（一九九一年）、
一
木
孝
之
「
委
任
誉
の
経
済
的
不
利
益
等
に
対
す
る
委
任
者
の
填
補
画
任
Ⅲ
②
ｌ
民
法
六
五
○
条
お
よ
び
『
鱸
過
失
損
害
鱸
悩
画
任
」
に
関
す
る
一
試
論
ｌ
」
鬮
駿
院
法
学
四
五
醤
二
号
一
頁
（
二
○
○
七
年
）
、
四
六
巻
一
号
一
頁
（
二
Ｃ
Ｏ
八
年
）
．
（
３
）
野
田
Ⅷ
｜
「
民
法
六
五
ｏ
条
三
項
の
適
用
範
囲
に
つ
い
て
ｌ
比
較
法
制
史
的
考
察
－
１
」
福
岡
大
学
法
学
輪
蝋
三
七
選
二
・
三
・
四
号
三
六
三
頁
（
四
○
一
頁
以
下
）
二
九
九
三
年
）
。
（４）俄務法の歴史的な展開の概要については、ぐ、一・》『二ｍ目、巨呂の『『⑪呂三鳥の回②。盲②○す一噸口唇・巳の貝のｓ←．シ曰』召Ｐ認め」②［・》函の旨‐
ユ島ヨ。。、の一一一ののゴミの一恩ユの＆の⑩○ワーーｍｇ－Ｃｐの貝Ｃｓ一・ｍ貝③。シ仁Ｐ・ｇＥ・空・の．』南・・
（
５
）
一
八
六
七
年
一
二
月
一
三
日
に
開
か
れ
た
商
法
典
の
導
入
に
関
す
る
会
譲
で
、
ベ
ル
ン
州
の
代
鏑
士
は
、
商
法
典
だ
け
で
な
く
、
一
般
的
な
ス
イ
ス
憤
務
法
も
作
成
す
る
こ
と
を
提
案
し
た
。
一
八
六
八
年
二
月
三
日
、
連
邦
政
府
は
五
月
の
終
わ
り
ま
で
に
こ
れ
に
つ
き
回
答
す
る
こ
と
を
各
州
に
要
繭
し
た
。
く函一・マン色切二の。ぐの『ず②ご』一二口、のロロの⑪⑪○す毛の肩．、巨皀。⑤鷺・Ｐ←厨・面■一（、Ｃゴミ巴隠『】いのずの切国ｐｐｑの⑪ご一目［）〕塵霊胃』』空（牢・｝堂）．
なお、■臣については、冒已ミミミ二・ｍョ量『こ；・ゴ『一「【のゴ・宮『・己ヨョ．。こののｇ目囮”ぬの．」・笘目、ⅡＣ属目国乏８毛Ｐｍ７ｍ８『・岳・曰・か
ら人手できる。
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（四）ＥＪＰＤ草案四○七条の原文は次の通りである。「］上曾鈩巨［←『、関：の『一ｍ←の、百一＆甲已の己国の目津『の、←目＆の鈩房｝ロ、の皀目」くの『‐
舅「の。□ご己、の口】舅「の一ｓのらの②の忌日巨烏の尹具一国囚。、三一一一の皀頤の曰昌冒ゴ貝》閏ヨョー国言②のゴ菖の『⑩の→国の口巨■。」自切の］す：ごＣ■」ｇの旨埆のい、口‐
（旧）胃、のゴ冒呂の『．、ｓョの厨自切ｇのの○ケ一ｍｇ］・回の貝の昌一・彦弓』召Ｐ窪め。］『・もつとも、第二八章社団（七一六条ないし七一九条）
は
民
法
典
の
六
四
条
以
下
に
規
定
が
鼠
か
れ
た
た
め
に
削
除
さ
れ
た
。
（Ⅳ）ぐ噸一・・四の日１８国Ｃｐｍの戸、●百己の筒の１⑩ロゴ＄○す一一ｍｇ一○弓の貝の。言》、戸ｍ・尹巨Ｆ陣ｇ」・亜」・の・虞・・
（皿）三四一言の『句の一一目色ロー》国の目ｇ法Ｃ日日。員胃（【Ｃ日日のロ盲『目冒驚ゴミの旨のユのロゴのご勺ユ『四首の。頁）・切已・く亘里心》」９画．》シ『一・』＆》ｚ」Ｐの．
（ｕ）ここに至るまでの経過については、編纂委員会が連邦議会に提出した報告轡を参照。因の１．頁」閂勾巳鳥ごＣｐ禺○自己ｍの一・口：ｍ
ＣｇｍＰ巨○目の日のＣ亘困目＆の団目』の印己の『、、ヨョー目頭・面面一］雪昌匿切
（週）国巨ロ烏⑩、の⑩の旨ワの耳の閉目。＆の圓可、陣口目。宛己のの⑪○三弓の一雨のユ⑰ロゴの口国ご』一ｍの②の高ケ戸呂＄（句口其冨『己巴］“○す一】、ｇ一○コ目『の○三）・国画一］⑤巨
（田）回国］②＆二■．
（Ⅲ）連邦憲法六四条に二項が追加され、「連邦は民法のその他の領域においても立法権限を有する」ものとされた。ぐ頃一・》国目二困冨の‐
。ご巨膀どの一息南の口已再冒一い－．ゴニの⑩シュー寿の一切霞旦の可国巨■」の印この『［Ｐｍｍ巨皀、》、、］屋麗胃く屋，
（、）法律草案およびここに至るまでの経過については、ごｍ一・・国。厳○盲｛己のの国目」の宵固冨切目ｓの、巨且の望の『圏ヨヨー目顔》目の旨の曰○の‐
いの肩ＣｍＣ員毛巨『［。■←豈巳肩口ｑｑＰｍｍ９署の】田のユ印島の画一ご一一銅の⑫の訂ケ巨○ず］回国戸ｇ←円く骨・
（皿）切目三の局の『】、Ｓの、凶『】一ｍのｍの首ｐｐｇ『○ョ二・ワ圏・屋弓》団四＄ｓぐ旨留①．
（９）ロＣ房ロ声に津ユの⑩国ニコュのい『四（の②、ごｓの睡巨己旦の②ご国、■【昌己旨回、・すの←『の閂のロ」＆の困図一切一。ご」の『因ニョュの⑭この可ご閉口。、劃巨『国。ご声『■二ｍ」貝
』・回『富津のＥのヨロの：洋弓色習の。『ご『」のご山二ｍ」のヨシ巨冒Ｐｍ：旨ＰＣ房ｇｇｍＤｇ烏ＰｍＣ詞「の】ずの弓ロ】の江冒すの急の一切目ぐの『目印囚》：、の号『
のロゴ四二の。○す己の画］］の⑫くの『の。声巨一旦の曰くＣ口、の旨ｇｍＣ一百の二一ｍ冨邑』の口、の一・」
スイス債務法におけるリスク資任について（宮本）
七
五
函の口の回ぐの『亘口』一言声丙国訂ロＮロケの『『の一の。．
③』①◇
目目芭鞆、。
罰のつぎ誌のヨゴの再》因、｜］』や③■く『』四・
、、｜］やつ②臣』（ｍ・函）．
ヨョニ再｛の⑪の目Ｃ、⑪⑥宮宅の旨の回⑩ロケのロ国】ご】］噸の印の冒す巨○ケの、ユロ『ロゴンコ『ロ頭ニゴ、」のの○己一一ｍ”←】○口の己司の◎ず訂、ロョロ已図固旨［邑彦『臣二ｍゆずの酸二目冒巨口碩のゴご
● 
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（別）ごｍ一・・三巳冨『可の］｝曰目Ｐ国の目の『【○月己の員貝・■」・旨へ函、←．］患』．シ『一・台』ｚ』南・》、。＄←［：
（Ⅲ）受任者の偶然損害に関するローマ法上の論争およびその後の展開については、ご函一・．函の旨１８匹・口いの－－６】の四ｍ諄◎富津目、このの○の‐
ｍＣ厨津いうの『目》『の⑫蒟呂の『ご『ローュのすぐｏｐＥ亘○二目目９．のの目『厨国、．こ』Ｐの・畠留：最近の邦文文献としては、前掲注（２）（３）に
引用したものなどがある。なお、各国の法制については、後述するプルヅクハルト（因巨『号冨『巳）の紹介を参照。
（躯）○○百局．、色『烏与のａ［。□一の”のご厨一．ご烏、、島己の旨のユ⑪９のロ○ず］釘的二○回の回『ＣＤ賃の⑩旨匪冒の一○言囚巨『」、のの：、」の。⑩の『困冒『の、耳・
国の耳、ロ彦昼津冨『の○百ごの一恩ユ⑪島の⑫。の。旨］、」，旨（ｚの：弓。」ぬの）・】ｇ四・ｍ．』＄ぬ。（、。ｇの、：）・
（
鍋
）
具
体
的
に
は
、
「
委
任
者
は
、
委
任
か
ら
生
じ
た
損
害
に
関
し
て
は
、
こ
の
損
害
が
彼
の
側
の
過
失
な
し
に
生
じ
た
こ
と
を
証
明
で
き
な
い
限
り
で
、
受
任者に対して資任を負う」という規定の後に、次のような規定を追加すべきだとする。「委任者がこの証明をする場合でも、裁判官の
裁殴により、委任の遂行の目的で受任者の行った、非難の余地なしに目的に役立つと考えられた危険な行為によって惹起された損害の
全部または一部の賠償を委任者に課すことができる。」○・○耳・国巨『ｃ喜閏貸国の冒口胃】（一宮『の昌毛の旨臼・厨呂の⑪妬の○頁臣・巳（ｚのロの
句◎荷の）》后Ｃ⑬》の．←の⑤鞠．（、．、』②）・
（型）ぐぬ］ｊ］○日、島日】ｇ函ご『Ｃ毎号宍。日日の日日（【ｏ日日の員自目ョ、のずぎの一劃のユ②＆呂国ぐ一一ｍの、の賃ごＰＳ）．、二・くへ昔・函・少巨四・一］垣麗》アユ・
邑函ｚ認め・召・》」の『、．」□】のｏのののぎ堅冨蜜忘『匡口函。プロの尹巨［一国、。］遷函一国ＰｇＰの．］『○・
（路）○・○云『・ロロ『○戸すいａ一・煩の一房号ユ［←［唇『、呂乏の旨の『一い○ぽい西の○頁壹団」・眉（ｚのどの匂○一頭の）→］や９．ｍ．←＄ロ．（⑪．□ｓ局・・の．留中）・
彼
は
、
四
七
二
条
の
中
に
次
の
規
定
を
追
加
す
べ
き
だ
と
す
る
。
「
こ
の
事
務
処
理
に
基
づ
く
他
の
損
害
に
関
し
て
は
、
こ
の
損
害
が
事
務
処
理
の
目
的
の
た
め
に
行
わ
れ
た
、
非
難
の
余
地
な
し
に
目
的
に
役
立
つ
も
の
と
考
え
ら
れ
た
危
険
な
行
為
に
よ
っ
て
惹
起
さ
れ
た
場
合
に
は
、
裁
判
官
の
裁
凪
に
よ
り
そ
の
損害の全部または一部の賠償が事務管理者に認められる。」
（妬）囮四】邑酎■』（ｍ・台巨ロユの，』】②［シュト留酋］）・
（
師
）
こ
の
よ
う
な
見
解
と
は
異
な
り
、
ガ
ウ
チ
ィ
ー
は
無
償
委
任
で
も
事
務
管
理
で
も
、
事
藏
処
理
者
の
財
産
は
減
少
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い
と
い
う
の
が
ロ
ーマ・普通法上の事務処理法の原則であるという。の８日。：厨○亘国の『ゴの『【・ヨョの。厨『》圏・ヨヘ函へ⑰・函・尹呂・》皀匿・少『｛・今笛ｚＳＰ
、。←車齊
（
犯
）
こ
（豹）く一
皿）この点については、ごｍ一・》因のご『圓一ぐ◎目］②」国・乞呂・国の国産国産『（ｍ・全」）・
》）く、］。ご両】○ず⑩ａ、巨富『・園Ｃ胃の巨口二口口のｎ頁の。①恩宮鷺厨歓宮司ロロ、。昏皀の鈩具一国、ロロ島の呂尹『の旨のユ、ｓの曰○す一一ｍｇ】○回目『円冨マワ】の②・・
ご豊、．】ｇ・ズーターは、また、この規定を経済的な不利益を衡平の観点により分配しようと努力する見解の好ましい結果であると評
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フ
ェ
ル
マ
ン
が
無
償
委
任
に
お
け
る
受
任
者
の
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い
て
論
じ
て
い
る
と
こ
ろ
を
事
務
管
理
に
当
て
は
め
る
と
、
四
二
二
条
一
項
に
よ
る
事
務
管
理
者
の
損
害
賠
償
請
求
権
は
本
人
の
過
失
、
そ
れ
で
契
約
違
反
も
必
要
と
し
な
い
か
ら
、
こ
れ
の
要
件
は
損
害
の
存
在
お
よ
び
こ
の
損
害
と
事
務
管
理
の遂行の間の因果関係の存在に縮減される。このような寅任を因果吏任（【目困一目［一百ｍ）という。この（厳格な）因果責任は注意
義務（、Ｃ伺巨ｇ画一の頁）の存在を前提とせず、本人の義務違反（星】・頁ぐ周一の肩百噸）と無関係に認められる点で（緩和された）通常の
因果責任（ぬの君・盲一一ｓの【自切ロー厨｛目二ｍ）とは異なる。三醇一肩『句の一一日Ｐ目・因の目の『【○日目の回国局・田・臼へご』．ご良アユ・さ四・三］ｇ』雪．
］己》の．『召『。．『患｛：なお、因果資任については、後掲注（剛）および使用者寅任に関する第三竜二側も参照。
（鍋）」。『、、＆ョ区・国冒目閂歸Ｃ日日の具胃・国」・ぐあ酔芭．シ臣、・・己麗・シュ・』圏ｚ二認》ｍ・麗南：｝』。⑰の［四○［、冨鳶貝．、島乏。』愚『】鷺肩、
厄『宮Ｐ一再目亘巴・『へ９画ｓＰ⑰鷺．ｍ・函＆【：
（鋤）○のユ。旨已『肝】ユのロ←ごｏ自国のニロュの】｝ご○曰曽・』・］置壷一い」国］誤Ｐｇ』南．．
（鍋）○の。『、。：蕨のご》国の自国尿○目日の日日・配ロ・く』己へ②．』．シ巨色・』②霞・シュ・』ｇ三二ケ・の．｛ｇ・
（鋼）ｏの。『ぬの自豚・亘函の目の『炭。目白目白丙・国已・く閂へ陣へ、．』・尹昌・雲一℃雲雪エュ・一ｇ三台・因．『口・垣蟆缶司（・Ｐ圏ｚ凶・、．』農臣．・巨且、。←『⑫［ご
（飯）○の。『堀の目厨の三・国の日曾丙○曰目の。３『一国二・臼白へ②》』・少巨Ｐ・］垣霞・シュ・』ｇｚ『。シ弓・』圏ｚ静百二戸の。｛葛『・目」の．一日｛：
（釦）の①。『、の自蕨Ｃ三》国の『ご①可尻○日目の口９円一切」・畠＆＄『』・尹巨（一・蕾乞置》シ『一・』圏三ｓ戸の・お◎・
（羽）」○門ｍｍＳＢ戸Ｃ】の。の鷺ロ輿岳冨ケ日ロ輌○ゴコのシロ『弓四頭］ｇ四一ｚ望←南・》の』屋閂：》已胃印・国胃＆自民○日日の員日一因二・く、蟹壱四・シ巨塑・一
こむ穿尹『一・一圏三『』〔・亘、」三。
なお、ガウホはシュミットの見解を引用していないが、これと同旨である。勺の怠司○自呂》切目の目巨［負Ｃ『＆厨一一の臣己菖の：印
胃己・の囚の１。亘旦眉・百日・臼の、呂且の目の【、９Ｎ『の頃の］：⑫アユ・一巴エヶの．］○ｍ目｛」目鈩具弓、、色目らのＣの巨一一ｍ蔚一一目目三の目のニヨ
再９頁」の⑪一陣且］】島の口再：日切》可の⑩蒟号のさ『石目一四⑤三目巨目ｓ・。。ｇ『厨９ｍ・函９９，．＄』（、。』ｇ）・
スイス債務法におけるリスク責任について（宮本）
七
七
価し、プルックハルトの見解を引用している（の」＆）。
（釦）ぐ、一・．』。『函、呂己一」》鴎邑『８円宍。白目】呂薗円｝団二・くへ昔』垣麗・シュ・」居室団》ｍ・召・
（釦）」号、の８ローｇ□】のＱの⑩島陣津⑩蔑ケ『ロロ函。ゴロのシロ『弓、四＄ｇ・Ｚ］忠電・》ｍ・留南．。ｚ筥＠ｍ・・、．」◎一角・詐四のご『一号餌。ごｍＣｌ－》、呂乏巴恩ユー
、。｝】。、○ヶ一肩Ｐご◎ロのロ門田可戸□弓壹⑭，シ色色・》ｇ急一・密一国》、．』ざ｛：
（犯）ヨのご耳の一一『ｏ曰屈．届．］や層梺切の固室閂［浅『（ｍ・金』）一《〕。『函、号曰昼マロぢの①⑩呂眸『蕨蜜夛『ご口函○ず口のシ戸｛耳、、》］９画》ｚ臼Ｐ、』亟筥．
口の二三・・
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（加）の①。『、の２筋のご『国の『ゴの『【○ヨョ目国司・巴・ヨヘ函へＰ陣・」白Ｐ』⑨量・鈩耳・一馬ｚ］Ｃ戸Ｐ、．←ｇ『：》』。『ｍｍｓ目」・ロの。の⑪ｎヶ臼旦ｇ‐
２口、◎亘のシご『：、》］＄』》ｚ、］⑰．、．〕『』・己：・・目司呂の『【・白目の回国『・巴・くへ貸酉．シ島．ご］⑫慶尹耳・一層ｚヨ・・ｍ・畠・
（虹）罰。］［・田・乏呂の『・唾Ｐ②｜の『宍。ヨョのゴ函『．○す一一詞呉一・回目『ｇ冨閂（シュ」－ｍｇ○再）・←・鈩巨－．．９ミ．シ耳・」巳ｚ臣．ｍ・鴎ｇ・》ご厨口めのうの『・
ロの。⑦ｍＣｇ篇【目目ロｍ・ラゴのシご『〔『凋一ョ的呂乏の旨の１，ｓの口涕のＤ官Ｃ】ゆめ．』患Ｐ、．ｇ・》四・ｍの鼻の『》国の目の『【・ヨョの。ｓ『・田・臼＆巳鷺・
アユ・全圏ｚＰｍ．③臣・扇署：ヴェーパーは、事務管理者のありうる自己過失（、の一ヶ⑩弓の『ぬ句冒一旦のロ）は損害賠値請求権を排除しないが、
裁
判
官
の
衡
平
判
断
に
従
い
賠
値
給
付
の
削
減
に
導
き
得
る
と
す
る
。
ま
た
、
リ
ッ
シ
ャ
ー
は
、
事
務
管
理
者
の
自
己
過
失
は
こ
の
損
害
賠
償
調
求
梅
を
必
然
的に除去しない。とりわけ、単に有益なのではなくて、必要不可欠（：一三の目】、）であるような事務管理の場合には、自己過失にも拘
わ
ら
ず
、
謂
求
楠
は
肯
定
さ
れ
る
べ
き
だ
と
す
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
ベ
ッ
カ
ー
（
国
の
烏
の
『
）
は
、
事
務
管
理
者
に
過
失
が
生
ず
る
場
合
に
は
、
一
般
的
に
は損害賠償を認めるべきではないと主張するが、これは裁判官の裁凪の在り方として述べたものである。
（蛆）。の○愚の四目の○三・国の３の『【Ｃヨョの口区『マロロ・く貝函、←・唖・Ｐ巨邑・』患Ｐシ胃←・色』ｚ旨。ｚ国一戸ｍ・詔つ巨口二ｍ・詔函・
（蛤）国自陣ａ⑫巨庸『・因目←の戸回二厘目呂冨ｏＣｍ８鷺厨ご旨ごロ、○二口のシロ｛ず『、顕》己厨賜・］ご窪》ぬ」ｇ【：
（“）］牙、、＆ョ二》罰ご『ロゴの『【Ｃヨョの日日一国』・ぐへ②Ｐ単．シ戸Ｐ己乞麗》シ『一・』麗亘認｛・・の．召｛・・
（妬）勺の一円のＰ巨呂・国⑦異ｍ：の霊『宅昌一虫：一一》９ｓ弓の．］や］（、．ｇ］）・
（蛆）」○円、、呂曰匙》□｝の。の、ロゴ麗汀惑声『巨口函○ゴロの少巨［一日ｍ・乞冨・Ｚ臼Ｐ⑫．］ｇ｛：
（灯）ブルックハルトの他に、両者を挙げるものとしては次のものがある。再○一｛四・三骨の『．、陽一の『〆ＯＢ曰の貝：。、閂》〕・少昌・》】彊凹》
し月一・一閏ｚＰゆ・』］屋・－ｍのご『←の一一ご・ョ］②．］』・己呂》。○国金目室『（ｍ・お］ご・
（岨）○の。『、の目蕨・豆》因の『ゴの『【◎ヨョの口冒『・田・臼へ函へ画・函・少且・・骨患』．シ『【・←圏三ｓす》ｍ・ちつ．もっとも、後述するように、ガゥチィ
ーは有償委任についても事務処理の危険性に根拠を求める。この点については、本稿の第二章一②参照。
（伯）』・品四．罰。⑬一周・津具ｓ窪Ｏ旨（胃、呂匿のロ豊②四一一｛の一の厨目。、》□】いゅ・］器－．ｍ・呂南：》ご『、口⑫。旨『》ロの○の⑩＆黙諒冨云『巨口、○二口の
鈩巨津国巴己の呂急鳥の１ｍｓのご詞９頁ｐｍｍ４］＄Ｐ、．ｇ・
（印）国のごユロゴ雪◎ゴの①二．『の⑩碕呂の富『□一二ＣうぐＣ■冒す←Ｃ毛・］②』Ｐｍ・金田・・（ｍ・乞閉・）・
（Ⅲ）エの旨『】呂顧目⑪の一一・の呂君の訂の１切呂の⑪○ケ一一頭ｇ一○コのロ『円耳・因曰ｍ・シロＰ函Ｓ』．ｍ温く』．、．』后・
（皿）西の旨１８餌Ｃ■⑫の一一・の昌箸の一恩１ｍ島の醜ｏｇｍｇ】Ｃｐの日の・蔦ロ日⑤・ど邑・・旨ｓ］⑫匿白②．、．ｇ垣・
（鍋）これに対して、ホンセルは解釈上これを変更することはできないとして、報酬請求権を否定する。ただし、救助の事例では、黙示
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②
被
告
に
は
原
告
の
事
故
に
つ
き
過
失
は
認
め
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
無
償
委
任
の
場
合
に
は
、
四
二
二
条
を
類
推
し
て
、
被
告
は
原
告
に
裁
判
官
の
裁
凪
により損害を賠償しなければならない（ご晩一・・口の面の］一一忠》凄南・）。
③
原
告
に
は
事
故
に
つ
き
重
大
な
過
失
が
存
在
す
る
が
、
し
か
し
、
事
故
の
唯
一
の
原
因
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
ほ
ど
に
は
重
大
で
は
な
い
。
こ
れ
は
四
四
条
一
項
に
よ
り
、
損
害
賠
価
の
削
減
に
導
く
。
ま
た
、
被
告
の
経
済
的
な
給
付
能
力
の
少
な
さ
も
賠
価
残
務
の
削
減
へ
と
導
く
（
四
四
条
二
項
）
。
原
告
の
全
損
害
額
は
五
○
○
○
○
フ
ラ
ン
に
達
す
る
が
、
本
件
の
す
べ
て
の
駆
憎
を
考
慰
し
て
、
支
払
わ
れ
る
べ
き
金
額
は
五
○
○
○
フ
ラ
ン
で
あ
る
と
認
定
し
た
。
（
師
）
も
っ
と
も
、
ガ
ウ
ホ
に
よ
れ
ば
、
い
ず
れ
の
事
件
で
も
（
法
的
拘
束
意
思
の
な
い
）
好
意
関
係
が
存
在
し
て
い
た
の
で
あ
り
、
委
任
契
約
の
承
認
は
《
虚
櫛
》
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
ま
た
、
仮
に
契
約
が
存
在
し
て
い
た
と
す
れ
ば
、
こ
こ
で
は
一
定
の
結
果
に
つ
き
義
務
を
負
う
が
故
に
、
こ
れ
ら
の
契
約
は
舗
負
契
約
、
無
報
酬
の
と
き
は
請
負
契
約
類
似
の
無
名
契
約
と
し
て
理
解
さ
れ
る
。
そ
し
て
、
四
二
二
条
一
項
は
無
仙
委
任
だ
け
で
な
く
、
無
償
の
労
務
給
付
を目的とする他の契約類型にも妥当するという。弓の←の【・○目呂・司の⑩蒟呂の霊『て昌一屋８二．曽民の。］巴（、。ｇ③『・》の．』＆［）・
（兜）国巨砲呂因巨冨『・○ず一一頭ｇ－．コのご『の。頁》庫貝』・』巨空・』や勇一③］』ご『「②壱⑩．』麓・葬匝『巨皀。ご○■口唇『のＰのロケミの一割のユ切呂の、。ワーー、Ｐ二。口目『の巨冒・
国司・］や『』・亟豐一国『ぐ『。．⑫『．⑰・屈む．
スイス価務法におけるリスク画任について（宮本）
七
九
的に締結された委任が鰯められるとする。正の旨１８ェ○二ｍの一一・砕彦毛鳥昌吻らの鰯○ヶ一一恩［一・コのロ『の。亘口曰の。シ巳一・・画Ｓ』。⑭旨①。
（別）各学説およびその評価については、く、一・．」。『、⑫呂目ｇｐＣＣの⑪・菌『房『弓『目頭・盲の尹巨［←『農・】毛函・Ｚ団員．．、。］。南・廷の『の・・
困皀『○富『【Ｃ曰曰のゴｇ『一国」・ぐへ』、］②．シニニ』垣麗・シュ・」ｇｚ詔南・》の．窒惠．．
（
鍋
）
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
野
田
龍
一
・
前
掲
注
（
３
）
三
八
五
頁
以
下
に
す
で
に
紹
介
が
あ
る
。
（髄）これに関する下級審判決としては、ベルン控訴院一九六一年一○月二○日判決（園田く（障臼扇のｇ［←」患国の日一⑪呂呂』屋『】⑫｛の三の『「
の旨、）巴屋．』全南・）がある。
［
事
実
関
係
］
原
告
は
当
時
妬
歳
の
農
業
従
事
者
で
あ
る
。
彼
は
義
兄
で
あ
る
被
告
の
求
め
に
応
じ
て
、
被
告
が
収
種
し
た
穀
物
の
脱
穀
す
る
作
業
を
手
伝
っ
た
。
彼
は
脱
穀
機
の
中
に
穀
物
を
入
れ
る
際
に
、
脱
穀
機
の
金
属
歯
の
間
に
右
手
を
巻
き
込
ま
れ
て
、
腕
の
肘
か
ら
切
断
す
る
重
症
を
負
っ
た
。
そ
こ
で
、
原告は被告に対して損害の賠値を請求した（放牧地組合（どｐｍ８ｏ弱の己勿・訂「←）に対する訴えについてはここでは省略）。
な
お
、
こ
の
手
伝
い
に
関
し
て
、
原
告
は
賃
金
を
得
て
い
な
い
。
し
か
し
、
被
告
か
ら
賄
い
を
受
け
、
時
々
の
手
伝
い
の
反
対
給
付
と
し
て
馬
を
自
己
の
小
作地で使用することが許された。
［判旨］①賄いや時々の馬の自由使用は給付された労務の対価を意味しないから（函の国臼巨麗・畠［・）、原告の手伝いは無償委任に
［判旨］
基づく。
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（調）勺の←の『○樺巨○戸国の巴頤■すの宙吋勺陣ロ｝因】呂戸函。ｇ》ぬ．ご］（の．ｇ『南・）・
（帥）雪の旨１ｓ出目⑪の］］。、目君の】Ｎの回⑪ｓの鴎○ず］】、島○コ目『のＣ亘》因弓・の・尹巨Ｐ函Ｓ］・雷哩く』．、．』】噂．もっとも、参照指示された論文では
（本稿第一章三②参照）、被害者が報酬を得る場合にも、「他人のためのするリスク賢任」は弱められた形式で妥当するというのである
から、四二二条一項の類推適用を無償委任に限定することには疑問の余地があろう。
（皿）三色］忌司可の一一日Ｐ目・口の目胃尿○曰冒の冒胃・巴・く「、』へ←》］毛Ｐシ『←・色』ｚ］巴『］ｇ』富》の。『路鞠：
（田）』。、＆餌。｛、←の耳貝・ｍＳ君の旨のユ、島の、勺ユ亘旦『の。ご言国二・『への》』・シニ四・・画ｓＰ留日ぐ・由・舌・
（閃）三島の『可の一一日目目国の曰の『【ｏ日日の具：巴・臼へ』へ←］９画》シ『一・二ｓｚ］圏・の．『舌・
（“）』。⑪＆国。［、冨芹訂司・ｍｓ急の旨の『』、８の②勺１『ｇ『円冨一因」・「ａ》函．シ巨包・》函ＳＰ⑫曰く・の・忠・
（筋）三巴冨『句の一一日目Ｐ口の目円歸。白目のご厨『》巴・ぐ『＄廷．」ｇＰシ『←・』ｇｚ】自．、．『農．もっとも、「費用のように」という表現は不明
確ではあるが、ドイツの文献が引用されていることから費用概念を拡張するものと解される。ガウホもフェルマンの見解をこのように
理解する。冠の訂『Ｑ目、戸甸研一唄告の蔑司宅：一国・三一》９９司口・虜切・匿心．
なお、無佃委任の場合でも、委任者の契約上の義務違反によって損害が生じたときは、有償委任の場合と同一の原則（ただし、無過
失の立証を除く）に服するという（Ｚ】忠ｂ・「路）。これによれば、四二二条一項による裁判官の裁迅判断が排除されることになるが、
このような解決には法律上の根拠がないというガウホの批判がある。勺の訂『の自口戸司の、扇：の旨『句Ｐ巳四ｓ一一》９９司二・器『の．』屋・
（船）』○ｍの『因。［、冨一后『．、呂三の旨の回②８の②宅臥ごｇ『円頁田・「ら画・尹巨Ｐｇｓ・亟目く・の。＄・
（師）再Ｃ一［西・葛のすの『『国勝一の『炭○日目の旨自国、②一の『【◎日日のロＥ『ｂ再鈩］忠四．シュ・色函》ご］］・の．ｇ』画［・・目□ｚ辰・の．ｇ」』・
もつとも、事務管理における四二一一条一項との関連では、このような職業的リスクの観点は強調されていない。再Ｃ］［顛・三８９．
国、功一の可【◎ヨョの具：○再閂・心・少呂，．』ｇ『・宵言・←呂三］』・の．』患Ｐ
（“）の⑤。温の目冨Ｃ頁、の日の『添○日日のロ白司・国□・く『へご←》鱒。シ昌・・」中ｓ》シ『一・ｓ函ｚ呂凹南・》、・圏⑭南・・口目ｚ麗鱈南．．、．＄Ｃ『：
（田）○の。【、の目寓亘因のヨゴの『【◎日日の貝自国』・臼へ函へ』・函・鈩昌・》］患Ｐシ『一・二ｇｚ画一■南：、．＄尾・》：『の．》由の『づの『【Ｃ日日の貝：Ｅ・
ぐご更②】』・シロ四・》】や窪・シユ・←圏ｚ」つす》、．』９．
（犯）の①Ｃ『、。Ｅ雷◎宮》面の日日宍○日目の員閏・因」・く『へ』へ』》画・尹巨一・』霊Ｐシ『一・ｓ函ｚ圏す》ｍ・患①。
（Ⅵ）三巴冨『句の｜」已目Ｐｍの目の吋閑○日己の。ｇ『》国。．Ｅへ巴』・】垣呂》シ『一・ｓ国ｚ】留萌・》、。『ろ雨：》』。、の哺起Ｃ尊の鳶の『》の島三の旨の『一②号の⑪勺『ごｍ，
弓の。ローマ国」・『へ⑦弓函。シ巨亜，雪９つＰ亜『円く『ｍ・雷．
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（沼）○８『ぬのＰ巳、○三・国の目の『尻○日目の口冨『・国已．くど』へ←。』霊Ｐシ『一・一ｓｚｇ。》函］｛・》ｍ・田の南：
（ね）三口一言の【旬の一一日、己Ｐ因の日の円【○ロ目已の日日・国」・ぐミミニ》ご宙ごシ『佇・さ』ｚ］余》⑫．『圏・巨弓ニヱ］霊『・》、．『壁［：
スイス債務法におけるリスク資任について（宮本）
（布）三四一（の『可の一一ョ②ゴゴ》因の『ロの『尻。日日の貝貿》西」・ぐ』へ函へ一・］＄唾．シ昌・さ函Ｚ』＆．、．『路・》罰。］崗国’三のワ周・ロ陽一の『【○ヨョのゴ厨『）○再】》一・
シ二ｍ．》９ｓ・シュ・』ｇｚ届。ｍ・隠麓・
（祀）ぐ顕一・一』。⑩の『国。『鼻の耳の『・の呂急の旨①ユ⑰○ずの⑩勺『弓曾『の。言》国」・『へ９国・尹巨凸・》９ｓ・雪閂く》ｍ・患・
（
両
）
三
九
八
条
一
項
に
よ
れ
ば
、
受
任
者
は
労
働
者
と
同
じ
注
意
に
関
し
て
責
任
を
負
う
も
の
と
さ
れ
る
。
従
っ
て
、
受
任
者
は
三
一
一
一
ｅ
条
の
定
め
る
労
働
者
の
軽
減
さ
れ
た
注
意
義
務
と
同
一
の
注
意
義
務
を
負
え
ば
足
り
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
学
説
で
は
こ
れ
は
立
法
者
の
誤
り
で
あ
る
と
し
て
、
委
任
者
の
注意義務の軽減を否定するのが一般的である。く、一・》西の旨二◎す津。ごｍの一一》の。ご「＆恩二ｍ・盲ｍｏｇｍ色二Ｃｐｇ『ｇ宮．□曰争。シ己．．ｇ三．留孕
（ね）なお、ホープシュテッターはこのような（法律上の）危険責任（のの歳豈ａ巨鴇富津目的）の樹想は誤っていると批判する。委任の
場合には、受任者は決して特別な危険にさらされる必要はないから、危険の観点は一般的に正当ではないというのが一」の理由である。
」。⑩の｛エ○蕨冨尊の司》、呂君の】凶の１②８冊勺ュごｇ【のＣ頁》国」・己の』。シ巨色・・９ｓ・召閂ご・句目・田・の．＄・
（
別
）
な
お
、
本
件
は
小
切
手
法
の
改
正
前
の
事
件
で
あ
り
、
今
日
で
は
実
定
法
上
解
決
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
償
務
法
一
一
三
一
一
条
に
よ
れ
ば
、
偽
造
ま
た
は
変
造
さ
れ
た
小
切
手
の
現
金
化
か
ら
生
じ
た
損
害
は
、
こ
の小切手の』砿出人（シ巨協区一周）に過失、特に彼に委ねられた小切手用紙の保管
における過失がない限りで、支払人（因の８ｍ目の）がこれを負担すべきものとされる。これは一九一一一六年一二月一八日の「債務法二四
章から三三章の改正に関する迎邦法」（■囚】や患ＥＳ⑰）によって新たに導入された。ぐ、］・・四口、○○ｍの『へ三】］ずの一目、島○コの弓の『ｍの『》
目『Ｃ旨『宍。Ｂ冒呂厨司・囚』・く白・唾・鈩昌．．ご段シュ・』ｇｚＰの．｝金』．もっとも、ここでは、憤務法の改正草案一一四○条について言
な
お
、
こ
の
点
に
関
し
て
、
ヴ
ェ
ー
パ
ー
は
当
初
、
四
○
二
条二項では委任者の契約違反に基づく損害は把握されていないとしていた（罰Ｃｌ［
西．二一８の『・国陽一の『【・ヨョの貝：○罰『》］（冨一シ『一・』Ｓ’三一］》、。ｇ］国「・）。しかし、その後、委任者の契約上の容態義務の違反によって
生じた損害が把握されており、ドグマ的には、挙証責任の転換を伴った過失責任が問題となっているという見解に変わった（冒勗・》
国、の一の『【Ｃ目日⑤員胃］○切閂》函・鈩巨踵・』毛①》シ『一・』ｇ『ｚ」」》ｍ・曽忠［：）。
（ね）Ｃの。『ぬの②巳の。亘国の目禺【◎日日の亘閏・巴・臼占へ《》』．シ己．》ごｓ｜シ『一・一ｇ二圏戸の・函＄．この点では、前述のプルックハルトの
』くＰ、．』・望。。
及されている。
見解と同じである。
八
一
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（帥）』○ｍの｛四○貯言の耳の『言の。冒二の厨の二⑪。冨叩弔旦ぐｇ『の呂戸、Ｐ『Ｓ》』・尹巨四・》四ｓＰ⑫「『ぐ》の．むつ・
（皿）①８吋函○四貝⑪Ｃご・、円皀の『尿○日目の員閏》■」くこ』へ一・］患Ｐエュ・』ｓｚ囲○ｍ・詔ＣＥｐ已二隠○》功．望閏：
（盟）言巴訂円司の］］日ＰｐＰ国の『ロの弓【。ｐ】日の目冨尻団已・ぐ貝函へ←』⑨患・湯再一・ｓ⑬三房Ｐ、．『酋萬・口ニニヱ］や］》、．『Ｓ｛：
（銘）三巴冨円甸の二日ＰｐＰｍの目胃尻。Ｂ目③員胃》団二・ぐ口函へ←》」ｇ』》し周一・』ｇｚｇｍ角・》、．「堂・
（Ｍ）Ｃ８Ｈｍ○四員②○三》出国回の『宍。ヨョの口厨司雪国二・ぐ『己へ《一己②Ｐシ門戸ｇ』ｚ匿戸、‐＄函．》三巴←の『句の唇目騨ＰＰｍの旨の『〆。日日のｇ貝・ｍＰ・
ぐ目ｓ、←』９画・シュ・色函』ｚ」召．、．『商・
（開）ここでは、次のような文献が引用されている。罰○房津・肴８９国、の一国尻・日日のご薗司》○幻『．』・尹昌・》］①農シ『一・一眉ＺＰｍ・
愚＄［》ロ厨巨切呂の丙》Ｃ】の○の、。■麗筋蜜声『二コ、○ず。の尹巨津『②、〕日切ロゲョの薗のユゅＳの口勾の、頁淨ｏ】⑪⑩．ｍ儲⑦」」患Ｐ⑪・害・》』Ｂ函■・罰。⑩｝日今津②津‐
且旨言惑司の○颪二目目②四一一｛の一国⑩目曰頭ｐｍｍ・国の弓ロ』⑪臼．、．＄・平口○国浅目崖『雪国・騨切・亀皀・・
（肌）ここでは、次のような文献が引用されている。函のご邑昌西自切の｝一己｝の国⑩詩・冨津目、」の、。のい・嵐津、ヶのｑＰ句の⑪扇島の［胃白二号
『・ロ冒亘・劃『》国のユヨー窟Ｐの．孟罰・功・お亀・》。：閂鼠再国戸。ｇ［一目いすＢｍＣ冨烏曰の、のロの】巴曾弓陛】、丙の笄旨守の日旦の日百台のＨのｍｍＰ】貝
勾の○ケ←已胃尹甸すの】←亨尼霊。、．』］廟．。旨いすの②．ｍ・鱈四・
（師）後述する学説の他に、本判決の評釈として、ぐ・少の己］鄙・切目恩ｃ冨娼へ』９座．ｍ・昌哩がある。しかし、判例の事実関係と判旨の紹介が
大半であり、「本件事件は確かに建築法と殆ど関係しないが、契約上の債務の外での援助給付という類似の状態は建築現場においても
一般的に考えられる」という一文が添えられているだけである。
また、ホンセルは二○○一一一年に出版された教科轡においてこの判例をいち早く取り上げ、これを支持した。男のヨュ呂国目⑩の］一》ぬ：‐
言の旨の風、。営吊○ず岸、ｇ一○海の回ｇｏ毎←》節自・『・シロ■．。』ｇ四》亜圏ご》ｍ・酉巴・
（胡）勺昌の■の②旨戸司の切碕号の『毎『で凹巨一再旨三】》９つか、．ご」（ぬ．』』②）．
なお、ガウホは、連邦裁判所一九二二年判決および一九一一一五年判決の事例についても、同様に好意関係として考えるべきであり、契
約が存在するとすれば、委任ではなくて請負契約またはこれと類似する無名契約であるとする（の・曽露：）。
（的）宅の←鼻。：８．句。⑭厨：の旨・宅回巳毎号戸９９ｍ・函］の．このような理解から、逆に、好意者の不完全履行によって給付受領者に生
じた結果損害（好意者の不完全履行に基づく身体侵害）や付随損害（好意行為の際に生じた損害）に関して、好意者は不法行為の規準
だけでなく、契約法によっても責任を負わなければならないということも導かれる（印画〕亀：）。
（卵）宅具の円。回冒戸甸の鷺、Ｐす①宮門勺伊巨］■】目戸』Ｓｍ］ｍ・噂］副・・
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（皿）債務法一一一二八条から三二九ｃ条までは労働者の人格保護に関する規定であり、一一一一一七条から三一一七ｃ条および三一一一○条は労働者の
財産の保護、一一一三○ａ条は労働者の経済的な生計の促進のための規定である。ぐ鴎一・・三：｛『の」、のｇ一目の『、三・｜｛恩二ｍ勺ｃ『盲目Ｐｐｍｍ］の『
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（皿）でｇの『の⑩巨の戸司の切碕、ケの宮『で色色一四ｓ一一｝９９．“・』圏［：
（卯）三○一｛ぬ回■、三一の賎陸口具園国』ぐ国二・］さ（ｇ三）・の．』臼（ｍ・農』［・）・
（卵）わが国でも、いわゆる隣人訴訟において同様のことが問題とされた。事案は、好意で預った近所の幼児が溜池に落ちて水死し、幼
児の両親がこれを預った近所の夫婦に対して損害賠償を請求したというものである。ここでは、好意者の被った損害ではなくて、好意
の要請者側の損害が問題となっている点で異なるが、津地判昭和五八年二月二五日（判時一○八三号一一一五頁、判夕四九五号六四頁）
は
契
約
関
係
の
存
在
を
否
定
し
た
上
で
、
七
○
九
条
に
よ
る
賠
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任
を
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（鋼）罰○一｛軍・三ｓ。『・ｍｇ－の『尻○日目の日日・○ｍ目．』．シ巨西，》由ｓ『》シ『一・』ｇｚ』』．ｍ・隠置｛・・巨口②』弓・』圏ヱニ》め・蹟き・
（妬）宅●言『の⑫戸島・可の鋺伺⑪すの蜜『で色色一幻一○三一奎呂＆．、．ｇ」白：
（船）勺の言の『の、冒戸可の切碕出すの『ご『勺③已囚呂戸ｇ９．，．ｇ』、，．ｍ・匿勇：
（ｗ）での一の『・色巨呂》局の⑩一ｍＰすの冒司田俸巨一因】＆一一ご巴急》の．』］』・
（肥）での芹の『・ローＣ戸句８厨陣ずの冨司勺画巨一因一○三一壱巴冨》の．』ご南：
（”）この「恩用契約（ロ目的茸の評弓凋）」の章の全面的な改正は公法上の労働保護を定めた労働法の編纂作業がこれの契機を与えた。
専門家委員会の作業はヒューク（で『・『・西口、）の指導の下で一九五七年から一九六三年まで行われ、’九六一一一年九月三○日に準備草案
（く。『のロョニ】『『）としてまとめられた。そして、一九六七年八月二五日に改正法案が国会に提出され、国会の審議は一九七一年に終了
した。ぐ祠一・》シ｜｛『の」塚○一一。『・旨の巨匿」・□恩の呂看の荷のユ⑩○コの。こ】、ｇ】○月日目言一・℃・鈩巨壷．．』ｇＰ函急ｚ】》ｍ・念』》》広○房８回［一号⑪国戸口二＄‐
門口言い凹宙Ｓの団巨■このいくの『切凹日日｝ロゴ、削巨ヨ固口〔二三『『の冒吊国巨ロロの⑭、のいの高の印昏すの『」一の幻の『厨一○口」⑦ｍＮの彦甸←の皀弓一一の一魏巨己二二の切嗣のラゴ『のご弓】’
肩］、宮、昌困○ケ一一頭■二○コのゴ『の、夛厨（Ｃの吋少『す臼一ｍくの『←『陣晩）・ロロ一＄②『『『豊一（の．』ヨ南・）・
（川）正式名称は、塵目」の⑪、の⑩の一Ｎ昌円ｓの○一の言冨冨一一百ｍ『目犀凹岸巨且三目口である（口■｜】ｇ⑨［国笛）。これは、男女の実際的な平
等
化
を
促
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
制
定
さ
れ
た
（
同
法
一
条
）
。
（皿）三ｍ。才のニコのぎすご烏甸へ三○一碕凹皀頤宅。『←已湧己自国爵一の『六○ヨョの貝臼・’○宛』》』・彦屋塗・言９９》シュ・旨』ｚ】》の．旨←］・》シ号旨ロ、富の冨一ヨ）
胃『ｇの吋尻○日【ｇロ一員．、二・く己扉←・鈩巨Ｐ』三二》アユ・笛のｚ』・・、．』『』・》菖自｛『己再①弓一コ：『》の呂竃の】国の二ｍ。旨いシ『すの冒忌句冒》屋・尹呂・》
』＠℃【麺⑨ロ閂匂、・零℃「。．
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（山）ぐぬ一・・一三○一『函ロゴ、己。『一目陣曰回、』９回‐甸二富の３。【一一》ぬ⑤ゴョの一Ｎのユ⑩ｎ房“シ『すの一席恩○頁・酉・少巨四・》函Ｓ『一二『・忠『・の．』念・
（皿）国のご『肩一一ごＣ目」」・』・』患ＰｍＱ南垣臼巨旨の．】←】『：なお、使用者の保護義務に関する判例を要約的に紹介するものとしては、
シニュ目、白呂の一一己司『：汚く一い＆の『》罰ご『口冨『【Ｃ日日目白『．⑪二・くへ』。》②．シ島・》＄患．シ『一・②呂三筐南・》の。②］つ『・がある。
（畑）団。ご『肩一一ご◎冒量・の．］垣望）・国。固」后屋】（房・の』←』南・・
（川）シニュ目の厨の訂一ヨヘ『『目丙ぐ尉島の『・暗こ『島の『【◎ヨョのヨ団『》国」，ぐＳＰ色・少昌・』＄ロン『［・笛』ｚ圏．、。』］。。
（Ｍ）くぬ］・・尹已『旨目、薗呂の一ヨ・Ｎｐ『島の『宍。日日の口←Ｐ『．、二・くｓＰ』．シ二四・・ｇｇ》シ『←・急のｚ屋同・・、．②麗南．．
（川）政令としては、たとえば、労働者の健康保趨に関してぐの『・ａｇｐｍ些目目シ『すの一厨、の⑪の同（ｏの、目昌の旨くＣ『⑪。『、Ｐ少司（】く単）、事
故や繊業病の防止に関してぐの『。ａ目ョ、ｇの『ｓのくの『目冒ロ、ご◎ロロョ俵一一の。：１ｍの『巨房胃：この旨ロ（くの『Ｃａ己自、ｇの『」】のご口［Ｐ一一‐
『の『冒冒員》くこぐ）、化学物質などの危険な素材からの保護に関してぐの『。『目百ｍｇの『已目のロ冒甘ぐＣ『賎の［際『一一号ｇ⑰８ｍ目目已冒‐
すの『臼冒ロ、目（○ずのョ一六ｍ一一のョの『Ｃａロ皀口頤○胃曰く）などがある。
（川）三目『『＆。のぎ豆己の『・ロ厨］の『尻。旨】曰９国『》○両】．］・シニＰ］や旨・シュ・呂函ｚ」Ｐ⑫．』＄一・回の『、．》の。ヨミの一Ｎの１暁呂の⑪シ『ヶの旨円周旨・］』・
少巨唾・』忠『今琶、臣』》の．田『：》三画回｛『の二罰のすケ冒已の『へ三○一［、四口、宅○耳目②ココ一ｍｍ⑪一の『【○日目のロ臼『・○罰』・』・エニ動・》９９．シ『［・璽呂ｚ』Ｐ
の．』『念［：一三．一［、色己、で。『（ョ色ロロ・因画、｜の『尻Ｃ日日のローＰ『・ｏｍＨ二一・少巨亜．ごｇヨ》シ『芦・塵呂ｚ］』今、．届ｓ・
（川）シユユ、。の国の云の一一Ｐ薗皀『ｓの『宍Ｃ【ロロ］の員日・画」・ぐｓＰ』・シロ色．．ｇ急。シ【（・旨』ｚ〕『・》の．②旨『．．なお、シニ『冒口、冨呂の一言へ句『、弓云ぐ一切，
○ず目冒『、言『尻。日日目白『・田・くへ函。②．シ且・・已呂シ『一・四農之留・の。＆可も同旨を述べるが、強行規定との関迎には言及していな
１
。
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炭・ロ日】の員四『・○再旨．②．シ色Ｐｇｇ・尹司←・酋曽三四・ｍ・】『台：
（川）ぐ、一・・ｇＰ員『の」罰呂宮目の『へ三．］｛、目、で。ユョ自口・国隠】の『【ＯＢ目の員口『》○両■》色・尹巨Ｐ画＆⑬．シ『←・喚浸ｚ一ｍ．．②。】『台用：》シュュ目
、一口の冨一ご》目『島の『【・ヨョのロ国司・因』・ぐ己。』・尹昌・》四ｓ③．シ『［・』路ｚ雲南．．ｍ・閏哩寓：
（川）ぐ、一・．アユ『旨づめ厨の富一一【』一ｍご『。旨『尻Ｃヨョ目冨『一ｍｇく白Ｐ」・少巨匹・）９９．シ尋・ｇＰｚ』③一ｍ・塑患・
（伽）く、一・．シ」二ｐｐｍ目：の一ヨベヨ円色口寿ぐ一驚すの『・国皀『島の『宍。ｐ〕目のロ一関》国二・くへ』。』・尹巨亜・・」忠Ｐシニ・学屋ｚ屋南・》ｍ・ぢ』南：印西・西の烏の『・
回の『ロ閂【◎ヨョ目冨『・国二・ぐ閂へＰ巳匿。（巳冨）シ『←・』＄ｚ西電・》の．②忠南・・
（川）国。ご『〔の一一ごｏヨー③．ｍ・乞践・口の固＄臣］］函（の．］】②）》因の『ロ】⑩号の円シロロの一一回二．息す。［こ『註の】一己◎ョ患・一つ・一農Ｐ御国』く、二・『Ｐ畠（、．
震
、＝〆
9 
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（肌）く、一・（、のユ。旨」ｓ・尻○日目一冊５回：ｍｚｇ】。■Ｐ｜『呉。⑭［胃、Ｃ凰巳②、一。旨『旨一一戸■」。。：■□盲一一・ｍ囚乞窒く含屋（、．怠＄）・
（畑）ぐぬ｝．．□『戸二口のミロニ三の『へ三■のすの『へロ『宮島圏・【○日目の具閂目目シ『すの言⑩ご●１目頭、『のら言・空・尹具一・》』Ｓｍ．シ『ず．』呂三】か、．］農｛：）
可『⑪口丙ぐ蒟向ゴの『》ぬのヨョの旨のユ切らず函勺ユご胃『のロゴ庁》国二・「へ』・空．シロｍ，》』Ｃつ印・亟］Ｐ、。］①酉・》二二．一「宛ぬゴ、で。ユヨ的コゴマョ⑭⑩｜の『【◎ヨヨの口厨『》○訶弓》
←・鈩巨Ｐ．』ｓ『・少『［・塵呂ｚｇ。、．届三・
（伽）なお、ドイツでは、使用者の免寅規定は現在でも維持されている。これまでＲＶＣ六三六条がこれを規定していたが、一九九六年
に新たに制定された社会法典第七網（の一の耳のの国言うの・爵一ｍの仇の甘盲＆》の。■『）でも、使用者の免責特櫨は継承されている（一○四
条）。また、ドイツでは、重過失の場合も免寅の対象に含まれる点でスイス法と異なる。
（皿）ここでの注意（、。『、巨一）は過失（匂昌『一時婆函云の一戸）の反対物ではなく、また、義務に適した意思活動（ｇ－Ｄ冒函のョ農の言一一一目の‐
すの戯（】、目、）でもなく、客観的に要求される措鯉の総体を意味する。く、一・・面。ご『国｜ご◎日］『．、．」忠Ｐ固の画⑰巴己屋（⑪。』臼）・》シロー
』円の陣いく○口目巨豈『マン一一ｍの目の旨の『弓の】一旦のいい。冒房肩の『】鷺彦のロ○ご】砠也二。ｐの口司の○ケ扇一惠す・』・函・尹巨画・》』置函。ｍ・酉⑫画・
（伽）異なる法的原因に基づく複数の賠償義務者間の求償については、五一条二項が一般的に規定しており、五五条二項は内容的にこれ
と異ならない。従って、五五条二項の規定は不要であると解されている。く、一・．ェの一目宛の望．シ臣めめの『ぐの『（『猪一一号のめェ四戸目】ｓ可のｎ頁』・
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①Ｃ⑭、。
（肌）三
（畑）三
（順）三○一「、目頭で。『一目色目．■Ｐ⑪一自宍Ｃ己目自白『》○記冒『←・少巨Ｐｇヨ・シュ・旨］の『ｚ量・め・］『＆・》三目［円ａ宛の云宮目の『》国画の一の『【○曰－
日目厨司．。”』》』．シ巨窪・』９口シ『［・酋昌ＰＺ。》の』『』』・己の日・・、Ｃ冒己の旨の回の８＄シ『すの】厨『の＆［・］②．シ巨皀」》召・密○］口・切・霊。なお、こ
れらは労働者の財産保謹について述べているから、ここでの掴害は労働者の物的損害に限られる。しかし、後述するように、二○○○
年の社会保険法の通則法によって使用者の免質特樋が廃止された現在では、労働者の人的損害もこれに含まれることになろう。また、
労務遂行中に生じた第三者損害や労働者の損害を賠依すべき使用者の義務を一般的な配慰幾務の一つとして認める場合には、使用者の
陪倣は配感義務の嗣行そのものであって、配慮義務違反の効果として使用者に賠償義務が課されるわけではない。
（川）なお、ＵＶＣの制定によって、従来のＫＵＶＧは疾病保険法（国目：⑩、の⑰の冨弓の『ｓの濠『目云のョの『ぬ一＆の『自頤【この）という名
称に改められた（、匝一］農］目途．（、。『医））。そして、’九九四年三月一八日に旧法を廃止して同名の法律が新たに制定された（■画一
』沼自目呂目」ｍ・召」・’九九六年一月一日施行）。これは事故保険が問題とならないような事故にも適用される（｜条一一項ｂ号）。
（Ⅶ）エユユ、。の厨の冨一ヨヘ『『、。汚く一ｍ○盲『》函酵『島の『【◎ヨョ目厨司》ロロ・ぐへ』。』・ンご亜・三一窓ロン『［・哩呂ｚ急．、．』］の「・・一エユユ四コご◎ご【勉の。①｜マ
ヨョゴ◎ョ、の。の一⑩の『へでの訂『三毎コ○戸、の云助二のゴーニ餌『目ゴ函↑くの『、－３の司巨ゴ、（エ目。ｇのゴの『「旨」一のショ鼠一一の己『ｍｘ－の》固」・可）。］遷鈩亜］唖ｚ農》、．
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（川）Ｏロゴ・宙巨『鼻ゴ四『号・劃の一冨○ゴユ『含「ご『⑩◎す『の討のユ⑪○すの⑪詞の⑥亘》、□・旨（Ｚ目の『○一宛の）》ごｓ・の．－＄（の．訟四『：）・》ヨユ訂ヨ『口い⑪の一・口の
ｇｏ頭］旨冨の詳二の『国コニ腸目。、。の、罰ョ】一一の回冨５戸の⑪》（｝扇ロゴ輿扇げの『ｇ自二弓一の『ず巴扁『皿昌〕」く［崖・急（＄＆）Ｌ・巨塵（②．旨←南：）・本文
の
記
述
は
主
と
し
て
後
者
に
拠
っ
た
。
（鰯）国のご『亘一ご○ョ函『・】］。ご】Ｐ国○回一日忌冨（ｍ・句ミ）も、過失の欠畉の証明によってではなくて、五五条一項で規定された槻極的
な行為（己。、三ぐの『『、且一目頭目）を行ったことの証明によって免責されるという。
（伽）餌。ご『百一一く。目函・「・尼屋・口○国遷冒一＄（⑫．←窓）・
（〃）函。巨昌の一一こ○日一・②．こ』ＰｍＣ國念巨窓（ｍ・窓）（『の⑩己。■８ロー】９８色のロー●）》■のロュ。一一ご◎日冒・］］・】②］Ｐ西○国急『『＄⑭（の．⑤ミ）
（ぬの日】］巳の『ぢくの『Ｅ『患島ロゴ宛）》国の己１の一一ご○ョ＄．⑪．］召］壹国の国ミ『目さ⑭（、．←］函）（、のヨーーユの１の函員陣一一いす具冒皀、）》、。ご旦巴｝ご○昌屋・
』・】③』』・臣。国一℃』］⑭垣（⑰，奎一）（函の昌一一己の『怠く①司巨厨口◎ず臣百ｍｍ‐。』の再函巨［巴一ｍ声Ｐ『合巨皀碩）》函。ご『←の一一くつヨニ・の．ご」ウマ国。固『』閂［』⑰、（、。』臼）
（【色色閨房、（目口、）》■のご『←昌一ぐＣ白②．『」召】・因。因ミニ巴』（の．』圏）（【ロー恩一声ｇＥｐｍ）巨望一・・
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少呂・」ｇ宍留ｚ垣９．ｍ・臣』・皷冨貝尻の一一の『へ⑭ｏＢＰＣｇ】‐、・二】ｍｇＣ鴎、８毛の旨の二⑪ｇｏ萱の、◎官一号の◎頁・巴・戸巴忠．、．』霞・
（脇）スイス法では、通常、寅任の種類は過失資任（くの『、目巳旦目、冨戸目、）と因果画任（尻目困一冨涛目、）の一一つに大別される。因
果寅任は賠償義務者の過失なくして課される寅任であって、過失責任の例外を構成する。この因果責任は、さらに、通常の因果資任
（、の君○旨一一ｓの尻目⑪Ｐ｜ケ具冨ロ、）と危険寅任（の①霞ヶａ目、、冨津目、）に分けられる。後者の危険宜任は機械や装圃などの特別な危険
性と結びついた寅任であり、そうでないものが通常の因果寅任である。通常の因果責任に属するものとしては、たとえば、使用者責任
（五五条）、動物保有者の寅任（五六条）、家長の寅任（民法一一一一一一三条）、判断能力のない者の賠償寅任（五四条）、工作物所有者責任
（五八条）や土地所有者の責任（民法六七九条）などが挙げられる。前三者については、注意証明（ぎ『函巨匠宮三景）による免寅可能
性が法律上鰹められているが、これを綬和された因果適任（目」」の【目協一富津目、）、そうでないものを厳格な因果寅任（⑩可のゴ、ｐ
⑩ロゴ②『『の【目切色一言『目口、）という。ぐ頭一・》雪のヨユのゴョ｛。。ｍの一一一の：ョの訂の１ｍの。のめ「一蔦８．討三『円亘・』．シ巨西４画９．．⑫］》ｚ壺南４ｍ・芭南：》『『のごＮ
罰昌・少巨協。『ご白・一国、』一ｓ厨匹員Ｓ崖。旨『の。莨陣．シＥ一一：］ｇＰ窪ヱゴ廟・》、」『南・・淫ｚ』匿南・・ｍ・己『［：
なお、レイ（。ｇ）によれば、因果資任という蜜現はとりわけ損害と貿任を基礎づける事実との間の因果関係のＩ遜明法上のＩ
意味に由来する。比較的古い文献では、これに代わって、惹起賓任（ぐ白・盲．、月冒口、、冨房目、）、結果寅任（固『』○一ｍｍ旨【冨巨、）あるい
は客観的責任（◎す）の百くの『盲『目局）などの表現が用いられている。く殉一・・『『の一目因の竜．シ口器の『ぐの『←『農一胃冨昌｛陣〔←昌一の亘忌の頁函・尹呂・・
乞垣Ｐｍ②三，一・ｍ・忌・
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なお、家長の寅任（民法三三三条）を因果責任と理解する比較的新しい判例としては、因・ロ『←の）］ぐ。己】Ｐ』」ヨペ》園の回』□旨局←
（の圏『・）やｍｏｃ目の一一ごＣ目」一・②・９ｓ・因○画」麓臣目囲②（の．訊露・）などがある。
（伽）シ貝。皀宍．⑪＆皀巨烏同・ロ：｝の司宍◎ヨョの己冨『》○両『》四・シ二ｍ．》９９》シュ・観之」『⑫．』屋・”言いＨ【の一一の『、、○口一律。⑩亘占○三ｍの『》ロ、⑩の。コー
ミの旨の己⑪号豈の、、声巨一二『ｇすず国二・弓》］②患一ｍ・一切『南・・一宍回ユ○津盲唖の『雪、。営乏の一膳二ｇ豈畷困禺Ｂ観のぎ可のロゴ←》因二・』へ］》』・アニ幸・》］Ｃ「Ｐ⑫］』一ｍ・
患雷：一【②ユ○岸ご覗貝へ踵日一一三・ｍｇ円〆⑭呂乏の旨のユ⑫ｓの⑩国四津ロ回］○算『の。三》、二・』へ一一一・シニ空・》］患『晉留Ｃｚ一一『．》⑰・屋一角：》函の目印罰の望．
シ■いめ。『ぐの二日頤一一Ｃ冨恥函凰一己旨亘司の向亘・画．シ島・・ご富》淫ｚ』鼠の．ご』・一シ｜岸８房｝｝臼．．■昌一且】ロゴ亘曰で１ぐ昌司の呂言・ロー皀占．シ島・》
』Ｓ』・の。】『◎『：》○言・－ｍｇロゴの。『○閉》。『巨口旦騨二ｍの」困四＆一己回旨彦（『の。与訂」・少巨■・一］＄］。ｍ・患，
これに対して、ホンセルやシニベンッァーは使用者寅任を挙証責任の転換を伴った過失寅任であるとする。房冒１ｓ■・ロ⑪の］］・の＆‐
竃の同の１ｍの言い国具召要・亘『円冒・』・少且・・画Ｓｍ．⑫一四ｚ一ｍ．】ざ『：一言、８。『、、呂三の眉目、のす『の旨の１ｍＣ胃⑪○す｝】函ｇ一・口の日のの頁・ショ．』・
少巨亜，・ｍｇＰＺ墨・］②ごゴー三ｓ．ｇ南・》の。］患一ｍ．』忠〔・・
（伽）鹿のご耳の一一ご○ヨーヨ・＠・｝墨ＰｍＣ国認■』＄（の．』忠）・
（伽）津．、の。【。『．■○日。『宍ＣＢＢｇ一員》国」・くご一壱」震」．シ『缶’詔ｚ『、》の・図星・）函のご園冗の『》少巨、⑪。『この『←国、一一ｓの⑭出陣［８ｍ】島可の口亘・函．
シ巨唾・」乞畠》唾②三房・・の一・ｍ・岳・
（皿）団のご耳の一一ぐ○日］「・迫．』富ＰｍＱ固留ヨ呂芭（の．』患）・
（剛）なお、被害者たる第三者は加害労働者を具体的に特定する必要はなく、加害者が当該企業の労働者であったこと、換言すると、損
害原因が請求された者の活動領域の中にあることを証明すれば足りるとする見解が主張されている。【Ｐ『一○』冒函の『・の呂君の厨の１，号の⑪
匹具８厘の頁『の＆一・ｍ」・画へ』．⑪．』ロＰご『Ｐ⑫屍、」台・》【、『一○津ヨ、の『へ固曰一一二・⑫厨『〆⑫８毛の旨の回⑪の冨唾西昌一己旨亘『の呂〆因己・』ご》一・
シロｍ・草ご召．⑫ｇｚｇ三ｍ・単］←・壺四の旨い”の『マレ宮、の臼．ごＣ『ｐｐｍ｝】目の⑩出伍［ｇ色冑亘『円言ご】．シご壷・》］＄②ご窪ｚｇ②．、．〕ｇ〔：
（剛）富山Ｈ【の｝｜の亘、。ご色の口亘‐唾。』］】、の門・ＤＰ⑫、号毛の旨の『】印ロゴの②呂巨一己『の●耳》。」・】「・］垣忠》、。］ヨ・》尿閂一○言回、臼へ回目】｝ご『．、←自序》の。ロー
急の】Ｎのユ闇夛の、冒蝕『ｇ望●す耳の●ず【・口二・画へ］】一・シ宮津・］』①』『・題。ｚ⑭》ｍ・患「［：一尻陣二○［一目晒閂。、句ゲョ『の訂のユ切らずの切望、『ｇ望○ず弓の○首←・切已・函．、］
』・シロゴ，。ご『Ｐ③］Ｐの．＠》・
（剛）、●ここの一一ごＣ旨←．⑤．＄盆・ロ○回忌ロ』詔（ｍ・霊］）・
（伽）団のご『←の一一ごＣ目鵠．⑪．＄②Ｐｐｏ固量『目望（呂一『・）．なお、学説については、前掲注（伽）に引用のものを参照。
（剛）因のご算の一一ご○ョ］③．》」患二・切○因巴」』霊（、．ｇ）・
ス
イ
ス
債
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
賢
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
八
七
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（川）国囚己ｓ閂匿』（、．』ざ）のシ『←・篭」のを参照。このことは、法案は現行法（シュ・旨②シケｍ・西目ロ鈩房・空）から変更なく（目「
くの圃目の目）労働者の賠償資任の規定を継受したという連邦政府の説明と符合する（ｇＰｍ・筥冨・）。なお、ここでは、さらに、労働
者の資任に関して、片面的強行規定とすることによって、欠損損害に関する契約条項を制限的に解釈する判例法理を取り入れたこと、
（咄）□戸皀烏⑪、田の肩ニワ自昌の宛。ぐ国◎口」の⑩頃呂員のロ弓】【の一⑩宮ロユロのの函のぎ具の。ａ諄の一切豆、烏切○す一一晒囚一一。□の貝の○頁⑩（ロの『シ『すの一蕨己の１『色、）．
（剛）国囚］安）切目］（の．ヨ）．
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組織義務の具体的な内容としては、たとえば、従業員間の明砿な梅限の限定、十分な数の補助員（崖罵豚汀麗冨）の配齪、製造物に
瑠疵がないことを監視するための必要な対策の指示、危険な状況に対する必要な安全対策の指示などがあげられる。く、一・肉且○津‐
ヨ、の『へ面ョ一一三・ｍ厨『岸．、呂君の旨の『蹟◎ずの⑩顛具←呂旨頁司の・頁Ｅ・』へ】》←・シニＰ】垣買溜ＣＺ］庭》の。』患・田の旨賦再ご》尹扁⑪の『この『一国、」】日の②
四日目匝旨頁『の。頁・』，鈩巨Ｐ〕ｇ』・淫ｚ①沼南・・の。ｇ「閾・・
（剛）囚のご『圓一『ｏョ④．Ｓ・ご量・因の固巨Ｓ巨認（のＬ＄［・）・コンクリート製の建築資材ｍ・富・亘『：ョの。の欠陥による事故で負傷した
労
働
者
が
五
五
条
に
基
づ
い
て
こ
れ
の
製
造
会
社
に
対
し
て
賠
償
舗
求
し
た
事
案
に
お
い
て
、
裁
判
所
は
、
使
用
者
（
被
告
会
社
）
は
製
造
上
の
瑠
疵
を
防
止
し、あるいは、瑠疵ある製造物が売却されることを不可能にするために、必要かつ期待可能なすべての処硬を行うべき義務を負うとし、
製造物の暇疵が製造過程の組織変更によって回避できない場合には、鍍終チェックがどうしても必要であると判示した。そして、この
よ
う
な
最
終
チ
ェ
ッ
ク
が
可
能
で
な
い
か
、
期
待
で
き
な
い
場
合
に
は
、
製
造
上
の
欠
陥
を
高
度
の
蓋
然
性
を
も
っ
て
排
除
す
る
よ
う
な
設
計
方
法
（
炭
：
「
巴『烏ごＣ忌日←）を選択しなければならないとして、これの違反を理由に被告会社の責任を肯定した。なお、この訴訟が四一条に基づ
い
て
も
認
め
ら
れ
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
判
断
す
る
必
要
は
な
い
と
す
る
。
（
剛
）
も
っ
と
も
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
で
は
、
被
用
者
賠
償
責
任
法
（
Ｄ
Ｈ
Ｇ
）
と
い
う
特
別
法
が
労
働
者
の
責
任
軽
減
を
規
定
す
る
が
、
こ
れ
は
労
働
者
の
不
法
行為責任に関するものである。
（剛）し芦［円のｑ【○一］臼・旨。巨匡》ＤＰ⑪の呂君の旨のユｍ９の○す一一ｍｇ一。ご自弓の。耳・・・シ口四・》』ＳＰ亟急シ『烹一←⑩くの『一日いくＰｚｓ．ｍ・金一・
（剛）巨自才の二詞のゴケヨュの『》因麗一の『【○日目目匿臼○ｍ閂・函・診巨［］・・屋＆シュ・麓］のｚ⑰》、．】『』Ｐ》この『？、号署の】恩１円富、シ『すの帯同の。莨屋
シニ津．］垣垣『》亟壷ｏ国桿嘗め・⑤②．
（川）富国員息已涕呂亘目の『へ三．一〔、目函で。『←ョ目。》国爵一の『【◎日日の口厨司．○再閂・哩・シＰ（｝・・西ｇ産・胃←・寧皀のｚ四目ニヱニ］の．］『三『・・叩三。］【‐
、：ｍｍＣ風日：Ｐ因の、一の『【◎ヨョの口冨『ｂ再吾．』・シロＰｇ目シュ・旨』のＺ哩巨且ご中・の』『①］｛：
、切一〕ｃ『得房］←』浜
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（Ｗ）三目「『ａ宛の言一目の『・因、の一の『六○ヨョ目ｇ『．○宛『『函。シ己。．］毛かン『庁・冨一Ｐｚ９ｍ・］『星・》三目「『ａ宛の弓一己の『へ二○一『、目、でｏ１－
Ｂ陣口Ｐ－ｍＰｍ－の『宍Ｃ白目の貝色甸・○鹿』・』・少巨塵・》９９つシ『一・ｇ］Ｐｚ画．⑪．ごｇ・》二○一【ぬｐｐｍで。『［目陣ｐＰｍＰｍ］の『尿Ｃ目冒の已口『。。宛胃・←．シ巨塵．。
】Ｓ【シ『一・②巴の一三ｍ。、．』『①』．
なお、エグー（固函ロ）は重過失の場合にも中間の過失の場合と同様に寅任の減額を認める。国目中での【の司固函巨．旨］◎一目厨【『目尻。‐
⑩涛一のぐ一目巨切舅「・」一ｍご」弄○ヨヨの曰厨『騨巨己の●言語一恩二男ラのロ○ケ一一ｍ日一○口のロ『の●すず一豊。西》シ『ず．』』］の一ｍ・雪Ｓ・
（剛）』」『旨口、ｇ島の一百へ両日口丙く】の＆の再》鴎皀月冒『宍。ｇ日の貝口司》、ロ・くへ』Ｐ』．シ巨津・』＄ロン【ず．旨］の．ｚご口皀」ｚ圏『．．、。』呂巨ロ」届←〔：
（Ⅷ）、『自己の『へ崖昌一の『へ三口の宮二ｍ『巨呂目・〆Ｃ日日目白『目日シ３の】扇ぐの『［『Ｐ、い『の●頁．⑭．シ且・・ｇｓ・』『【・旨』Ｐ⑭・段・
（剛）危険労働法理の展開およびこれの要件に関する問題については、拙著・前掲注（１）二二四頁以下、二三五頁以下参照。
（Ⅲ）因シＣＯ『。ｍの『の①。ｇ国のｍの三色の②ご◎ョ』『。⑪．］ｇ一二国シの甸昌》認．
この決定に至までの経緯をみると、事案は、建設会社の現場監督者（勺。一一の『）が凌櫟機の運転手（国Ｐ用の『［ｇ『の『）にガスの接続管
の存在やそこでは人力による作業をすべきことの注意を怠ったために、運転手がガス管を傷つけ、地下室に充満したガスの蝿発によっ
て家に損害が生じた。建設会社は家の保険会社に償還請求された額を支払い、また家の所有者から保険でカバーされない損害の賠償請
求を受けた。そこで、建設会社はこの現場監督者に対して償還額の支払いとこれ以外の賠償義務の確認を求めたというものである。
①国シ○』ｍｇｇｍの②。三色⑪②ご・ョ］函・］Ｃ・］垣＄・ロンロ面＆》］ｇは、このような現場監督者の労務は危険労働に該当しないが、このよ
う
な
労
働
者
に
も
従
来
の
資
任
軽
減
法
理
が
適
用
さ
れ
る
べ
き
だ
と
し
た
原
審
の
判
断
を
支
持
す
る
が
、
こ
れ
は
従
来
の
判
例
と
異
な
る
た
め
、
大
部
（胃。ｍ自切の冨一）の判断を要請した。
ス
イ
ス
価
務
法
に
お
け
る
リ
ス
ク
責
任
に
つ
い
て
（
宮
本
）
八
九
グー、
141詮
■ 
（川）鈩已『一目のｇのぎの盲へ厚目丙く一ｍ・言『．旨『の旨『宍。日目の口厨司．⑪二・く白Ｐ四・シ昌・・］窒ロア弓・単曽の．ｚ圏．、。］西一・マィェルはより端的
にこれを指摘し、職業リスクを三二一ｅ条の中に受け入れるに際しては、いわゆる危険労働の場合の労働者の寅任に関するドイツの判
例・学説に基づいて大部分の方針が決定されたことは立法資料から明確であり、これによって危険労働の場合の労働者の賢任制限が実
定法上定められたという。尻巨【一三巴の『．□一の、の『胃冨一ｓ二ｍ目、」＄国の『巨［⑪二⑪一声。⑰すの己の『エ回［Ｅ己函。＄シ『圖冒：ョの『⑪》＄量、．］「》ぬ．
’■、
－１４５ 
ＣＤ～ノ
および、労働団体からの軽過失免資の要望を拒絶してこれを法文化しなかったことが説明されている。
剛）この占へ．については、くぬ一・・宍巨『ず三の】の『・□一の面の『旨六ｍ旨冒】宛ロロ、：鮠因の『臣［宵冨云Ｃいすの一旦の『困具冒曰、」の⑫シ『すの一一皀呂目の【画一］君』》ぬ。
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⑤これを受けて、ロン○の『Ｃ汗『の自呉は危険労働に制限されない旨の本決定を行ったのである。
その後、ロン。』・の①口ｇｐ１昌一『◎曰］句・函・］９ｍ（』ロヨの参照、未公刊）は本件事案に労働者の資任軽減法理を適用しつつ、被告た
る現場監督の過失が中間の過失か最軽過失に属するかをさらに確定する必要があるとして、ニュルンベルクの労働裁判所に差し戻した。
また、同法廷は同じ日に、スチュワーデスが飛行に際してパスポートを忘れたため、アメリカの入国管理局から航空会社に三○○○
ドルの罰金が課されたという別の事案につき、このスチュワーデスに資任制限法理を適用して、これによる損害の三分の一の限度（当
事者の合意による割合）で叉任を認めた（ｚ』三岳患・冨云）。
なお、責任制限法理を非危険労働にも適用すべき理由については、一九九二年および一九九四年のＢＡＧの見解と一九九三年のＢＣ
Ｈ
第
八
部
の
見
解
の
間
で
大
き
な
対
立
が
存
在
す
る
。
Ｂ
Ａ
Ｇ
に
よ
れ
ば
、
次
の
二
つ
の
点
が
理
由
と
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
①
二
五
四
条
（
過
失
相
殺
）
は
被害者に過失がある場合を規定するが、この法の文言を超えて、使用者である被害者が営業リスクを負う場合にも適用される。しかし、
こ
の
営
業
リ
ス
ク
は
単
に
企
業
の
損
害
源
の
一
部
を
把
握
し
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
。
さ
ら
に
、
実
際
的
な
組
織
権
や
人
事
権
お
よ
び
労
働
者
の
人
的
従
属
性
や
指図拘束性という法的状態はこの組織リスク（○『、目】ｍｇ一目ｍ１ｍ房・）をも一般的な企業リスク（色、の日のヨの②ご貝の曰のゴョの二⑪１⑪詩・）
の要素として使用者に負わせることを正当化するから、これも使用者の帰資事由として考慮される。このような事業体の組織や労働条
件の形成に関する責任は危険労働の場合だけでなく、危険でない労働の場合にも同じ程度に存在する。②労働者の無制限的な賠償責任
は労働者の職業の自由（どの←・届少房・桿○ｏ）や一般的な活動の自由（少弓・』シづめ・』の○）という基本法上の権利に対する過度の侵害
であり、労働者の生存の確保に必要な場合には、使用者の経済活動の自由は労働者の就業能力や給付能力に対して後方に退かなければ
ならない。営業上指示され労務による損害を使用者に帰資することはこのような基本法上の客観的な評価秩序に適合する。
これに対して、ＢＧＨは第一の理由付けには賛同するが、第二の理由付けについては、これを拒否する。二五四条で考慰すべき要素
に関して、これらの憲法上の権利を特別に強調する必要はないし、このような議論によって過失責任の修正ではなくて、これが放棄さ
れたという誤解を与える恐れがあるからである。
③しかし、昂
④そこで、（
理を中止した。
法
学
志
林
第
一
○
七
巻
第
四
号
九○
②国尹・の『Ｃ塵の『切目普く。『一ｍｍのすの⑩昌一こ⑩⑩ご・ョ局．③］＄Ｐ国シ○回『Ｐ亀『は第八部の見解に同調したが、これはＢＧＨの判例と相反
するため、さらに連邦最高裁判所の共同部（○の日の冒圏日の『ｍｇｇ）の判断を求めた。
③しかし、因○函③・国三一ｍｇ９ｍの⑭８－房いく。ご画］・Ｐ］＄函》ｚ』三］ｇ』》②患はこの見解に結果的に従うことを決定した。
④そこで、○のョのヨ閻日の『ぬ目色日の『◎すの『鷲目○の１．三⑩言『の二の、国巨己の、国ゴ蕨呂豊目ぬぐ。ョ］。・一函・］＄②．■国一忠一’二』｜は共同部の審
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（鯛）三○一［賄いロ、勺。『ヨ】四ゴニ国用一の司宍。ｐ】日の貝閏・○。『》一・シご■．．ｇ三・シ『一．旨」の。ｚ山一》ぬ．］『韻・
（
剛
）
さ
ら
に
、
使
用
者
の
求
仙
権
を
定
め
た
五
五
条
二
項
も
こ
こ
に
挙
げ
る
こ
と
が
便
宜
で
あ
ろ
う
。
（川）『『のヨユ●ず酉。。⑪の一一》句８Ｆぬいすの冨司ローユ＆毎回ケワ○看』屋Ｐ、’亀⑰南．（の．ｓ』）・
スイス債務法におけるリスク責任について（宮本）
（醜）【昌一冨巴の『．□后□の『（）号⑩一○頁一ｍ巨皀西：⑫、の目｛、ユ鋤一六ｏめすの一号司起色｛目ごｍｇｍシ『ワの一百の与ョの『の》ご畠》ｍ・牟黛・目〕」ｍ・急（：
（脇）シニ『旨■の厨の冨一旨へ『『、三弄く一⑩ｇの『》碑ご『らの『【○日目の員胃》国ユ・くｓｏ》』・尹巨（一二巴垣ロン『一・四国の一之塵（、．』塁・一シニユ酌口の厨のぎの一三一
Ｎ二『の言員【Ｃ『口目のロ国『》因二・くへ画Ｐ一・シ巨色・》西ｓロンユ・』』』Ｐｚ量含め．」急・郭国餌ご加‐での扇『団、臣一言【Ｃ咳房一の三。Ｎｐの夢『・亨エ②■」宍。白目の口冨『
睡匡目の⑥百三の旨ユ②ロゴのゴ○ケ｜］、凹巨。固の口忌の云戸函つＣ四．アユ・璽巴の一⑭・塵の」・
（凧）立法化の試みの主なものとしては、たとえば、連邦政府によって設置された労働法典委員会（胃冨←⑪、＄の肩盲⑤房。曰目筋一○■）
が
一
九
七
七
年
に
労
働
法
草
案
を
公
表
、
’
九
八
九
年
お
よ
び
一
九
九
三
年
、
一
九
九
五
年
に
ド
イ
ツ
社
会
民
主
党
（
Ｓ
Ｐ
Ｄ
）
が
「
労
働
者
資
任
の
規
制
に
関する法律案（の①いの冨目富『貝帛目『幻の函の一目頭骨司少３の旨の冒口の『盲｛冒弓、）」を連邦議会に提出、同じ一九九五年にザクセン自由都市
が
労
働
契
約
法
の
草
案
を
連
邦
参
議
院
に
提
出
、
一
九
九
六
年
に
は
プ
ラ
ン
デ
ン
プ
ル
ク
州
が
「
労
働
法
の
修
正
の
た
め
の
法
律
案
（
因
目
菖
『
｛
の
ど
の
ｍ
Ｃ
Ｃ
‐
ｍの←恩：貝因の忌目、目ｍ１Ｃｍシ『すの】扇息昌冨）」を連邦参議院に提出したことなどが挙げられる。この点については、拙著・前掲注（１）
一一五四頁、西目⑩）◎岡○戸【・へ罰。］：二ｍの冒国『割の》口の崖員一百ｍｇ⑪シ『ずの一言のゴョの厨．』．シＥＦら②ＰＺ台一電・》、．』Ｓｍ：参照。
な
お
、
’
九
九
二
年
一
月
二
九
日
に
連
邦
労
働
裁
判
所
大
部
の
裁
判
長
か
ら
連
邦
労
働
・
社
会
秩
序
省
に
対
し
て
、
近
い
う
ち
に
労
働
者
資
任
法
の
規
制
に
ついての発議を期待することができるか否かの照会がなされたが、これに対する回答はなされなかった（ぐ、］・・ロンロ。、くｏ１侭８．ｍ‐
ｓ］房⑩ごＣ目〕】・⑤・乞冨・顕シＣ面『Ｐ篭『》ｍ・匿爲：）。また、一九九四年の連邦労働裁判所大部は、即刻に立法化されることを期待して裁
判所による法創造を一時見合わせるようなことはできないと述べている（ロンの○ｍｍの⑩ｓｌ匡閉ごＯＢ呉垣・一竃一国尹○屈冨．②Ｐ、。＄・）。
こ
れ
は
立
法
の
遅
れ
に
対
す
る
裁
判
所
の
苛
立
ち
と
解
す
る
こ
と
も
で
き
よ
う
。
（
価
）
拙
著
・
前
掲
注
（
１
）
三
○
五
頁
以
下
参
照
。
（脇）【Ｐ『←巨巴閂・ロの国の『旨百冒亘両目、」の、ロの目『醜１，詩。⑩ワのＥの司匹＆一目晦已の⑪シ『すの言。＆曰の圖屋『』・唾・臼帛・・ｍ・認『・・の．霊・
（町）二■二才の」罰呂す旨」Ｂ・・、農］の閂【○ヨョのゴ［日．○”｛上・尹戸色・・ご霊》ン『（・』巴Ｐヱウ・め・弓農・》ユの司切・》のＳ曇『の甘の二切呂の鋺尹『すの芹の『の。言・
］四・シ巨壷・》］邉司⑫隼○昌」・印・急・
（
脇
）
す
で
に
本
文
で
言
及
し
た
よ
う
に
、
二
○
○
○
年
の
法
改
正
に
よ
り
、
こ
の
よ
う
な
使
用
者
の
免
資
は
廃
止
さ
れ
た
か
ら
爾
こ
の
よ
う
な
限
定
は
現
在
で
は無意味である。
九
一
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法
学
志
林
第
一
○
七
巻
箙
四
号
九二
（脱）。。■こ『←の一一ご◎日濃．ｍ・邑圏□召シ』＄Ｐ雪。なお、この判例は一○’四条の類推適用を否定するが、その理由は、耶務哲理の場
合には、本人が事務管理者を意図的にこの事務の典型的な危険にさらしたのではないし、また、鞭務管理者が損害回避のために介入す
るかどうか、どのように介入するかにつき本人は影響を与えないという点にある。
Hosei University Repository
